
４ 行動計画編工程表

基本目標１ 「にぎわい・感動とくしま」

１ にぎわい・交流とくしまづくり

２ 観光立県とくしまづくり

３ 国際交流立県とくしまづくり

４ 文化立県とくしまづくり

５ スポーツ王国とくしまづくり

基本目標２ 「経済・新成長とくしま」

１ 経済・新成長とくしまづくり

２ 産業活性化とくしまづくり

３ 創業応援とくしまづくり

４ 新産業創出とくしまづくり

５ しごとイキイキとくしまづくり

６ ひろがるブランドとくしまづくり

７ 次世代を支える林業とくしまづくり

基本目標３ 「安全安心・実感とくしま」

１ 安全安心・実感とくしまづくり

２ いのちを守るとくしまづくり

３ くらしを守るとくしまづくり

４ しっかり医療とくしまづくり

５ 生涯健康とくしまづくり

基本目標４ 「環境首都・先進とくしま」

１ 環境首都・先進とくしまづくり

２ 循環型社会とくしまづくり

３ 安全で快適なとくしまづくり

４ 自然共生社会とくしまづくり

５ 豊かな森林とくしまづくり

基本目標５ 「みんなが主役・元気とくしま」

１ 安心子育てとくしまづくり

２ 高齢者活き活きとくしまづくり

３ 障害者活き活きとくしまづくり

４ ユニバーサルとくしまづくり

５ 共助・共生とくしまづくり

基本目標６ 「まなびの邦 ・育みとくしま」（くに）

１ まなびの邦（くに ・育みとくしまづくり）

２ 個性尊重とくしまづくり

３ みんなのまなびやとくしまづくり

４ 生涯まなびとくしまづくり

５ 青少年育成とくしまづくり

基本目標７ 「宝の島・創造とくしま」

１ 誰もが幸福とくしまづくり

２ 協働立県とくしまづくり

３ 活力みなぎるとくしまづくり

４ 笑顔あふれるとくしまづくり

５ 希望に向かうとくしまづくり



主要事業実施工程表（ にぎわい・交流とくしまづくり）1-1
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

１ 空港の利用促進

●エアポートセールスを推進し、定期航路の新規開設を図ると

ともに、徳島を発着する航空路線の利便性向上、ターミナル 推進

ビルにおけるイベント開催によるにぎわい創出などにより、

「徳島阿波おどり空港」の利用を促進します。

○定期航路の新規開設

○開設26

●徳島阿波おどり空港の臨空用地において、早期の企業立地の

実現を図り 雇用の場を確保するなど にぎわい のある 臨 推進、 、“ ” 「

空エリア」形成に努めます。

○臨空用地の売却・貸付状況

○１区画売却→○全区画を売却・貸付21 26

２ 港湾の利用促進

●徳島小松島港沖洲（外）地区において、物流の効率化に向け

た船舶の大型化への対応と大規模地震発生時における緊急物 推進

資等の海上輸送路確保のため、新たな岸壁の整備を推進しま

す。

（ ） （ ）○徳島小松島港沖洲 外 地区 水深 ｍ耐震強化岸壁8.5
の整備

○整備中→○供用21 26

●徳島小松島港におけるコンテナターミナルの赤石地区移転に

伴い、県内の産業振興、地域経済の活性化を推進するための 推進

各種「貿易振興策」を実施します （再掲）。

○コンテナ貨物取扱量

13,500 14,000 14,500 15,000○１０，６００ＴＥＵ→○１５，０００ＴＥＵ21 26

TEU TEU TEU TEU

○韓国航路の充実

○新たなコンテナ利用促進対策の実施23

○新たなアジア航路の開設

○開設26

３ 高速道路の利用促進

●本四道路による地域間格差を解消するため、高速道路料金に

ついては、本四道路も含めて「全国一律料金制度」とするよ 推進

う、その実現を目指し、本四道路が「夢の架け橋」となる取

組を推進します。

○「全国一律料金制度」の実現

○実現26



主要事業実施工程表（ にぎわい・交流とくしまづくり）1-1
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●高速道路新料金を最大限活用し、徳島の経済活性化やにぎわ

いづくりを図るため、活用戦略を策定し 「県外からの観光誘 推進、

客対策」及び「物流活性化による産業振興対策」を推進しま

す。

○大鳴門橋の通行台数

1,000○８５２万台→○１，０００万台21 26

万台

○年間の延べ宿泊者数

133 138 143 148⑳１２３万人→○１４８万人26

万人 万人 万人 万人

４ 広域交通ネットワークの整備

●徳島小松島港において、国内海上物流の拠点となる港湾整備

を推進します。 推進

●近畿及び四国内の交流基盤となる四国横断自動車道（鳴門～

阿南間）の整備及び徳島自動車道の追越車線等の付加車線設 促進

置を促進します。

○四国横断自動車道（鳴門～徳島間）の整備

○工事全面展開中→○供用21 26

○四国横断自動車道（徳島～徳島東間）の整備

○調査中→○用地買収中（○供用目標）21 26 31

○四国横断自動車道（徳島東～小松島間）の整備

○設計協議中→○用地買収・工事施工中21 26

○四国横断自動車道（小松島～阿南間）の整備

65% 80% 90% 95%○用地取得率４０％→○用地取得率９５％21 26



主要事業実施工程表（ にぎわい交流とくしまづくり）1-1
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●高規格幹線道路と一体となって高速交通ネットワークを形成

する地域高規格道路について、徳島環状道路、阿南安芸自動 促進

車道の整備を促進します。

○地域高規格道路徳島環状道路（延長 ㎞）の供用率21.7
（暫定含む）

○３９％（供用延長 ）21 8.5km
13.5km 47% 47% 47% 62%→○６２％（供用延長 （暫定含む ）26 ）

9.3○地域高規格道路阿南安芸自動車道（日和佐道路 延長

㎞）の供用率

○６７％（一部供用 ㎞、残区間工事展開）21 6.2
100%→○全線供用23

○地域高規格道路阿南安芸自動車道（桑野道路）の整備

○事業着手23

○地域高規格道路阿南安芸自動車道（福井道路）の整備

○都市計画決定→○調査設計中22 26

○地域高規格道路阿南安芸自動車道（海部道路）の整備

○基礎調査中→○計画調査中21 26

●交流の基盤を支える一般国道３２号、一般国道５５号バイパ

スなどの主要幹線道路の整備を促進します。 促進

○一般国道３２号猪ノ鼻道路（延長 ㎞）の整備8.4
○工事施工中→○工事施工中21 26

○一般国道５５号阿南道路（延長 ㎞）の整備21
○バイパス区間（阿南市津乃峰町までの ㎞）の供用21 15

→○一般国道１９５号まで の供用24 17km
○実施設計中（１９５号～５５号まで 間）26 1.2km

○一般国道５５号牟岐バイパス（延長 ㎞）の整備2.4
○実施設計中→○工事施工中21 26



主要事業実施工程表（ にぎわい・交流とくしまづくり）1-1
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●陸海空の広域交通ネットワーク形成に向け、空港・港湾と高

規格幹線道路などを連結する道路及び施設の整備を推進しま 推進

す。

（ ）○県道徳島空港線 徳島阿波おどり空港～一般国道２８号

の整備

○暫定供用→○供用22 23

○県道徳島空港線西延伸（一般国道１１号～松茂ＰＡ（仮

称 ）の整備）

○事業着手→○供用22 26

○マリンピア沖洲第Ⅱ期事業（土地造成）

○整備中→○埋立概成21 26

○徳島小松島港津田地区整備事業（土地造成）

○整備中→○埋立概成21 26

５ 公共交通機関の利用促進

●交通事業者や関係機関と連携しながら 「ＬＥＤ装飾列車」の、

運行をはじめ イベントの開催や実証実験の実施などにより 促進、 、

公共交通機関の利用を促進します。

●路線バス、鉄道等地域の生活路線を運行する事業者に対して

支援を行い、公共交通網を維持・確保します。 推進

●阿佐東地域における住民の移動手段確保や観光交流の促進を

図るため、阿佐東線及びＪＲ牟岐線において 「新たな車両」 検討、 実証実験
の導入に向けた検討を行います。

○実証実験の実施

○実施23

●パーク・アンド・ライド、ノーカーデー等の推進により、マ

イカー利用から公共交通機関利用促進への転換を図ります。 推進

（再掲）

●路線バスにノンステップバスを導入することにより、公共交

通の利便性、快適性の向上を図ります （再掲） 促進。

○ノンステップバス（路線バス）の台数（累計）

○７９台→○９７台 台 台 台 台21 26 87 91 94 97

６ 効率的な都市形成の推進

●都市計画区域において、都市計画区域マスタープランの見直

しにより、すべての県民が安全で快適に暮らせる効率的な都 検討 基礎 分析 見直し

市形成を推進します。 調査 調査

○都市計画区域マスタープラン見直し区域数

○ － →○７区域 区域 区域 区域 区域21 26 1 1 1 7



主要事業実施工程表（ にぎわい交流とくしまづくり）1-1
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●都市公園・緑地について、社会情勢の変化に対応して、その

必要性や実現性を再検証し、関係市町と協働して見直しを推 推進

進します。

●都市中心部の活性化を図るため、先導的な中心市街地の再開

発事業等を支援します。 推進

●ひょうたん島周辺の既存観光資源を中心とした水上ネットワ

ークの構築や回廊整備により、中心市街地から新町川河口ま 推進

での活性化及び観光振興を図ります。

○「ひょうたん島回廊」の整備（未整備区間）

○着手26

○水上ネットワークの構築

○構築26

●徳島小松島港万代中央地区において、既存倉庫群を活用した

「憩いの場」や「にぎわい空間」の創出により、地域振興・ 推進実証実験

構想策定活性化を図ります。

●徳島小松島港本港地区において、旧フェリーターミナルビル

等を交流拠点施設として活用するなど、にぎわいを復活させ 実証 構想 推進

るため、地域と協働して利活用を推進します。 実験 策定

●「新たな観光資源」として、東環状大橋（仮称）の活用を図

ります。 整備 完成

○東環状大橋（仮称）を中心とした周遊コース案内板等の

整備

○完成24

●高架下等道路空間や道路予定地を、まちづくりや賑わいの観

点から、有効活用を図ります。 検討 推進

○高架下等利用計画策定・実施

○ － →○5箇所 箇所 箇所 箇所21 26 1 3 5



主要事業実施工程表（ にぎわい・交流とくしまづくり）1-1
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

７ 都市部における渋滞対策の推進

●都市部の慢性的な渋滞を解消するため、徳島市中心部とその

周辺地域における放射環状道路の整備を推進します。 推進

○放射道路（延長 ㎞）の供用率（暫定含む）23.2
○８６％（供用延長 ㎞）21 19.8

20.6 86% 86% 86% 89%→○８９％（供用延長 ㎞）26

○外環状道路（延長 ㎞）の供用率（暫定含む）35.0
○４９％（供用延長 ㎞）21 17.2

26.8 58% 67% 67% 77%→○７７％（供用延長 ㎞）26

○徳島環状線（東環状大橋 ㎞、末広住吉工区24 1.3
取合部 ㎞）の供用0.4

○徳島環状線（川内工区 ㎞）の供用24 3.3
○徳島南環状道路（ ㎞）の一部供用26 9.5

●渋滞の著しい交差点の緩和・解消に努めます。

○主要幹線道路等における渋滞交差点の箇所数 推進

○１２箇所→○２箇所 箇所 箇所 箇所 箇所21 26 5 4 3 2

●踏切の除去により、道路交通の円滑化が図られる鉄道高架事

業を、徳島市が実施するまちづくりと一体となって推進しま 推進

す。

○鉄道高架事業の推進

○都市計画決定26

８ ｅ－とくしま推進プランの推進

●「ｅ－とくしま推進プラン」について 「ｅ－とくしま推進会、

議」において適切に進行管理するとともに 「 財）ｅ－とく 推進、（

しま推進財団」において具体的な課題に取り組むなど、官民

一体となって着実にプランを推進します。

○「 財）ｅ－とくしま推進財団」を活用した産学官地域連（

携事業数（累計）

６０事業 ７０事業 ８０事業 ９０事業○48事業→○９０事業21 26

●「全県ＣＡＴＶ網構想」で整備したブロードバンド基盤の利

利活用の促進活用を促進し、多様化・大容量化するコンテンツをスムーズ

に通信できるＦＴＴＨサービスの普及促進に努めます。

○ＦＴＴＨサービスの世帯普及率

34.0% 36.0% 38.0% 40.0%○３２．３％→○４０．０％21 26

●クラウドコンピューティング技術を活用することで、県と市

町村が業務システムを低廉かつ効率的に利用できる環境を構 推進

築し、県民サービスの向上につなげます。



主要事業実施工程表（ にぎわい・交流とくしまづくり）1-1
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●ＩＣＴを活用した地域活性化をプロデュースできる人材を育

成するため 「ＮＰＯ等への事業化支援」や「自治体・ＮＰＯ 推進、

職員へ技術支援」の体制を整備し、地域のＩＣＴ利活用技術

の向上を図ります。

○新たな支援体制の整備

○整備23

●ＩＣＴを活用し、地域の特性を活かした情報発信に関するコ

ンテストを開催し、県内コンテンツ産業振興につながる、優 推進

秀な人材を発掘育成するとともに、優秀なクリエーターの情

報を発信することで、デジタルコンテンツについての普及啓

発を図ります。

○ＩＣＴとくしま大賞の創設

○創設24

９ 県民のＩＣＴ利活用能力の向上に資する人材育成

●市町村やＮＰＯ法人等と連携しながら、県民のＩＣＴ利活用

能力の向上に資する人材育成を図ります。 推進

○シニアＩＴアドバイザー取得者数（累計）

人 人 人 人○２７６人→○６５０人21 26 430 500 580 650

●自治体職員等を対象とした人材育成研修を実施し、組織にお

ける持続可能なＩＣＴの活用・推進を図ります。 推進

○人材育成研修参加人数（累計）

○ － →○４８人 人 人 人 人21 26 12 24 36 48

１０ 電子自治体の構築

●県と市町村が共同で、ＩＣＴを活用した行政手続のオンライ

ン化や事務の効率化、迅速化を図る「電子自治体」を構築し 推進

ます。

○電子申請・届出システムの利用件数

4,000 5,000 6,000 7,000○２，５７４件→○7，０００件21 26

件 件 件 件

○電子入札システムの市町村との共同運用

6 7 9 12○ ６市 →○ １２市町村21 26

市町村 市町村 市町村 市町村

●工事や委託業務の成果品等の電子納品を推進し、業務の効率

化を図ります。 推進



主要事業実施工程表（ にぎわい・交流とくしまづくり）1-1
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

１１ ＩＣＴを活用した「みちづくり」

●ＩＣＴを活用することにより、道路利用者の利便性向上や道

路管理の効率化を図ります。 推進

○観光地等における歩行者移動支援システムの構築地域数

○ － →○２地域 地域 地域21 26 1 2



主要事業実施工程表（ 観光立県とくしまづくり）1-2
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

１ 観光立県とくしまの実現

●「徳島県観光振興基本計画」に基づき、官民一体となって観

光振興の取組を推進し 「観光立県とくしま」の実現を目指し 推進、

ます。

●徳島ならではの魅力あるイベントの実施、教育旅行をはじめ

とする体験型観光を推進することなどにより、国内外への情 推進

報発信を強化し、県民一人当たりの宿泊者数の増を目指しま

す。

○人口一人当たりの宿泊者数

○１．５１人 全国４１位→○全国２０位台へ21 26

●高速道路新料金制度導入を最大限に活用し、県外からの観光

入込客数の増加を図るため、マイカーを利用して来県する観 推進

光客に対する新たな観光周遊ルートや宿泊滞在型観光プラン

の提案など、観光誘客対策を推進します。

○年間の延べ宿泊者数

133 138 143 148○１２０万人→○１４８万人21 26

万人 万人 万人 万人

２ 「観光とくしまブランド」の確立

●徳島ならではの魅力を「観光とくしまブランド」として確立

し、多くの観光客に選ばれる徳島を目指して 「きて・みて・ 推進、

。」 、「 」、なっとく！おいでよ徳島 をキャッチコピーに 庶民遺産

「自然一番」というブランドイメージを広くＰＲするととも

に、マスメディア等を活用した広告宣伝を実施することによ

り、広く国内外に向けた認知度の向上を図ります。

○外国人入込客数

20,000 24,000 28,000 33,000○１５，０３４人→○３３，０００人21 26

人 人 人 人

○「阿波ナビ」アクセス件数

万件 万件 万件 万件○４５万件→○５０万件21 26 47 48 49 50

●阿波おどりを活用した観光振興を図るとともに、その魅力を

国内外へ発信します。 推進

●映像を通じて徳島の魅力を発信するため、徳島を舞台にした

映画やドラマ等のロケを誘致・支援します。 推進

○ロケ支援件数（累計）

○１７９件→○２９０件 件 件 件 件21 26 222 244 267 290



主要事業実施工程表（ 観光立県とくしまづくり）1-2
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●豊かな農林水産資源等を活用した徳島ならではの魅力的で売

れる県産品の情報発信を行うとともに、コンビニエンススト 推進

アをはじめとする販売・流通事業者への販路開拓を支援し、

県産品の販路拡大を通じて徳島の魅力を発信します。

●全国に向けた本県の物産・観光の情報発信を推進するため、

県の「大阪・名古屋物産センター」や、全国初となった「コ 推進

ンビニ型アンテナショップ」のさらなる展開を促進するとと

もに、県外の民間店舗を、県が「阿波とくしまアンテナショ

ップ」として認定し、官民協働による、アンテナショップ展

開を図ります。

○コンビニ型「公設アンテナショップ」の全国展開

○全国展開26

○民間店舗型「阿波とくしまアンテナショップ」の新規認

定

○新規認定26

●県内で開催されるイベントの情報等を、県民や全国へ効果的

に発信するため道路情報板にイベント情報等を表示します。 実施

○イベント情報の表示回数

○５５回→○７５回 回 回 回 回21 26 60 65 70 75

３ 「おもてなしの国とくしま」づくりの推進

●個人旅行へと変化している観光ニーズに対応するため、観光

案内ステーション等の情報発信拠点の充実や、鉄道、路線バ 推進

ス、タクシー等を活用した着地型の観光情報の発信を図ると

ともに、徳島ならではの観光資源を活用した取組を推進し、

観光客の誘致促進につなげます。

●外国人向けの観光案内所の運営による情報提供や県内での通

訳確保対策など 外国人観光客の受入態勢の充実を図ります 推進、 。



主要事業実施工程表（ 観光立県とくしまづくり）1-2
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●観光地の魅力を向上させるため、主要幹線道路の整備による

アクセス向上に加え、観光客が安心して楽しく訪問できる案 推進

内標識の整備・多言語表記等、観光地の魅力を向上させる新

たな施策を推進します。

○観光地等への案内標識の設置基数

基 基 基 基○ － →○４０基21 26 10 20 30 40
○案内標識の多言語表記への変更済地域数

○ － →○８地域 地域 地域 地域 地域21 26 2 4 6 8
○にし阿波観光圏でのアクセスルートにおける整備箇所数

○ － →○８箇所 箇所 箇所 箇所 箇所21 26 1 3 5 8
○木製（間伐材）ガードレール等の設置延長（再掲）

5,500m 6,000m 6,500m 7,000m○４，７４３ｍ→○７，０００ｍ21 26

○本四道路「鳴門北ＩＣ」の観光誘客を図られる名称への

変更

○名称変更26

○産直市等と連携した「道の駅」の整備箇所数

○ － →○４箇所 箇所 箇所 箇所 箇所21 26 1 2 3 4
○高速道路ＰＡの「スマートＩＣ」設置箇所数

○１箇所→○３箇所 箇所 箇所 箇所 箇所21 26 1 1 1 3

●歩き遍路などの歩行者に対して快適な歩行空間を確保するた

め、民間活力を導入した「いやし・もてなし」施設（椅子、 推進

休憩小屋、案内板等）の整備を推進します。

４ 広域観光の推進

●国内外からの観光誘客の促進を図るため、関西広域連合や四

国ツーリズム創造機構の一員として、近隣府県等と連携した 推進

プロモーション活動などを積極的に展開し、広域観光・交流

を推進します。

○外国人入込客数（再掲）

20,000 24,000 28,000 33,000○１５，０３４人→○３３，０００人21 26

人 人 人 人

●海外と徳島阿波おどり空港の間におけるチャーター便の誘致

促進、関西広域連合における広域観光の推進などにより、外 推進

国人宿泊者数の増加を目指します。

○県内への外国人宿泊者数（延べ人数）

22,000 35,000 43,000 50,000○１２，５６０人→○５０，０００人21 26

人 人 人 人

○徳島阿波おどり空港へのチャーター便による外国人入込

客数

6,000 12,000 13,000 15,000○ － →○１５，０００人21 26

人 人 人 人



主要事業実施工程表（ 観光立県とくしまづくり）1-2
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

５ 「阿波とくしま」魅力向上の推進

●先進的な医療サービスの提供と豊富な観光資源や地域食材を

組み合わせた医療観光（メディカルツーリズム）を推進しま 推進

す。

●本県の持つ豊かな自然や食材、伝承された知恵や技術、個性

ある郷土芸能など、本県ならではの地域資源を活用した体験 推進

メニューを磨きあげていくとともに、県南や県西における教

育旅行の受入拡大を支援することで、県民参加型の観光客誘

致を推進します。

○体験型教育旅行における協議会受入泊数（累計）

15,600 20,300 25,000 29,700○６，１８１泊→○２９，７００泊21 26

泊 泊 泊 泊

○グリーン（ブルー ・ツーリズムインストラクター数）

（累計）

○３２人→○ ３７人 人 人 人 人21 26 34 35 36 37

●四国４県が連携して四国のグリーン・ツーリズムを推進する

とともに、インターネットを活用したグリーン・ツーリズム 推進

のＰＲを展開し、徳島の農山漁村への入り込み客数の増加を

図り、活気あるむらづくりを進めます。

○とくしま農林漁家民宿数（累計）

○５軒 →○１５軒 軒 軒 軒 軒21 26 9 10 13 15

●県南部圏域において、地域住民との協働による環境保全活動

と連携した、新たな観光スポットの整備を行います。 推進

○新たな観光スポットの整備箇所

○～○２箇所23 25

●県南部圏域の団体や行政が一体となった地域主導型の連携組

織を構築し、圏域の海・山などの自然環境や豊富な食材、伝 推進

統文化や人的資源を活用したイベント等を開催し地域ブラン

ド力の向上と交流人口の増大を図ります。

○四国の右下食博覧会（仮称）の開催

○～○年１回開催23 26

○ヒューマンパワードゲームズの参加者数

3,500 4,000 5,000 6,000○３，３００人→○６，０００人21 26

人 人 人 人



主要事業実施工程表（ 観光立県とくしまづくり）1-2
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●県西部圏域の豊かな地域資源を活用し 官民一体となった に、 「

し阿波観光圏」のＰＲや観光案内の向上などに取り組み、観 推進

光素材と市場を結ぶ「観光地域づくりプラットフォーム」の

支援により、観光客の来訪滞在を促進します。

●県西部圏域において、上質な古民家ステイ、地産地消レスト

ランなど、大人が満足する滞在体験型の観光まちづくりを推 推進

進します。

○古民家ステイ施設の開業戸数

○ － →○８戸 戸 戸 戸 戸21 26 2 4 6 8

●にし阿波の自然豊かな魅力ある風景を「にし阿波おすすめビ

ューポイント として選定・ＰＲし 来訪滞在を促進します 推進」 、 。



主要事業実施工程表（ 国際交流立県とくしまづくり）1-3
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

１ 国際交流の推進

●ドイツ・ニーダーザクセン州との経済、文化、教育、スポー

ツ等の交流を通じ、両国に共通する課題の解決などに取り組 推進

みます。

○ドイツ・ニーダーザクセン州との新たな交流

○日独交流１５０周年記念事業23

○少子高齢化シンポジウムの開催23

、 、 、 、●中国・湖南省との友好提携を視野に入れ 経済 観光 環境

文化、教育、医療、スポーツ等の各分野における積極的な交 提携・ 推進

流と相互協力を推進し、交流人口の増加や地域の振興・活性 推進

化を図ります。

○中国・湖南省との友好提携

○提携23

●ブラジル・サンパウロ州に在住する本県出身者との文化交流

などを通じ、同州との交流を進めます。 推進

●成長著しい中国における本県企業の販路開拓及び本県への観

光誘客を促進するため 「とくしま・中国グローバル戦略」に 推進、

基づき、上海事務所を活用した中国市場の情報収集・提供や

相談対応を行うとともに、商談機会の拡大や中国企業と本県

企業との交流を推進します （再掲）。

２ 国際化による多文化共生の推進

●県内在住外国人との共生はもとより、来県する外国人の拡大

を目指し、地域及び海外からの多様なニーズに対応するため 検討 設置・ 推進

の国際的ワンストップ情報受発信拠点を創設し、県民・行政 推進

が一体となった事業を推進します。

○「国際交流戦略センター（仮称 」の設置）

○ 設置・推進24

●在住外国人の生活支援や、来県された外国人の相談に対応す

るため、相談窓口の充実や、生活支援講座の開設、市町村と 推進

連携した多言語による情報提供等を行います。

○相談、情報提供等の生活支援サービスを受けた外国人数

5,000 6,000 7,000 8,000○３，６２３人→○８，０００人21 26

人 人 人 人



主要事業実施工程表（ 文化立県とくしまづくり）1-4
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

１ あわ文化の創造・発信

●「徳島県文化振興基本方針」の推進を図ります。

推進

●「文化立県とくしま推進基金」を進化させ 「あわ文化の創造、

・発信」をさらに推進します。 推進

○「文化立県とくしま推進基金」の進化

○進化23

●鳥居龍蔵博士に関係する博物館や研究機関等と連携し、資料

調査等を行い、ミュージアムネットワークを形成することに 推進 情報

より、徳島独自のアジア学を発信します。 発信

○連携機関数

○２機関→○７機関 機関 機関 機関 機関21 26 3 5 5 7

●文化の森総合公園各施設が所蔵する資料のデジタルコンテン

ツ化を進め、県内外に情報発信します。 推進

○デジタルコンテンツ化資料数（累計）

80 81 82 83○１７，５５５点→○８３０，０００点21 26

万点 万点 万点 万点

●本県が全国に誇る伝統芸能の県外・海外公演を開催し、あわ

文化の発信を行います。 推進

○伝統芸能県外・海外公演開催数

○～年間２０回以上23

●人形浄瑠璃の一層の振興を図るため、伝統芸能を観光資源と

して活用し地域の活性化を促進するとともに、後継者育成や 推進

伝統芸能の保存・継承のための取組を進めます。また、兵庫

県と連携して両県の人形浄瑠璃関係団体の交流などの事業を

実施するとともに 「ジョールリ１００公演」を継続して開催、

します。

○「阿波十郎兵衛屋敷」入館者数

32,000 33,000 34,000 35,000○３０，４６６人→○３５，０００人21 26

人 人 人 人

●徳島ならではの伝統を継承し、人材を育て、文化の力で地域

を活性化させるために 「おどる国文祭」以降の取組の集大成 準備 開催、

として、集約型で質の高い国民文化祭を開催します。

○「第２７回国民文化祭（おどる国文祭５周年記念事業 」）

の開催

○開催24



主要事業実施工程表（ 文化立県とくしまづくり）1-4
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●阿波おどりの歴史と文化を再発見し、その奥深い魅力を県内

外に発信するため 「萬の民の阿波おどり」フェスティバルを 開催 推進、

開催します。また、とくしま県民としての自信と誇りを持て

るよう、幅広いワークショップに取り組み、伝統芸能が広が

るまちづくりを推進します。

○「萬の民の阿波おどりフェスティバル」の開催

○開催23

●伝統産業で栄えるまちづくりを推進するため 「阿波藍×未来、

形プロジェクト」を継続実施します。 実施

２ 史跡・文化財の活用

●史跡と周辺の文化財をつなぎあわせて、各地の博物館・資料

館等と連携しながら、文化財を活かした地域づくりを進めま 推進

す。

○文化財ボランティア養成人数（累計）

○１０７人→○２００ 人 人 人21 26 人 145 165 185 200人

●史跡・埋蔵文化財についての講演会を開催し、県民の文化財

保護意識を醸成するとともに、県民による文化財の活用を進 推進

めます。

○「いにしえ夢街道」講演会参加人数（累計）

○ － →○６００人 人 人 人 人21 26 150 300 450 600

●史跡など歴史的景観を保全し、活用する取組を推進するなか

で、地域の活性化を図ります。 推進

○歴史的景観の国指定・選定数

○１１件→○１４件 件 件 件 件21 26 12 13 13 14
○登録有形文化財建造物の登録数

○８０件→○１２０件 件 件 件 件22 26 105 110 115 120

●「いにしえ夢街道」の活用ゾーンを県南・県西部へ拡大し、

ウォーキングや講演会などの文化財活用事業を展開します。 推進

○活用ゾーンの数

○４ゾーン→○８ゾーン ｿﾞｰﾝ ｿﾞｰﾝ ｿﾞｰﾝ ｿﾞｰﾝ22 26 5 6 7 8

「 」 「 」● 四国八十八箇所霊場と遍路道 は 世界に誇る四国の財産

であり、この「かけがえのない文化資産」を全国に、さらに 推進

は世界へ向けて発信し、人類共有の財産として将来の世代へ

保存・継承していくため、四国４県や関係団体が連携して世

界遺産登録を目指した取組を加速します。



主要事業実施工程表（ 文化立県とくしまづくり）1-4
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

３ 優れた芸術文化に触れる機会の充実

、●幅広く芸術文化の振興・発展に取り組んできた基盤を生かし

新たなファンを開拓してさらにすそ野を広げ、芸術文化が息 推進

づくまちづくりを推進します。

●音楽が息づくまちづくりを推進するため、徳島ならではの楽

団「とくしま記念オーケストラ（とくしま国民文化祭記念管 編成・

弦楽団 」を編成し、コンサート等を開催します。 開催）

○「とくしま記念オーケストラ（とくしま国民文化祭記念

管弦楽団 」の創設）

○創設24

●児童生徒が身近に芸術文化に触れる機会を充実します。

○学校への芸術家等派遣回数（累計） 推進

○２８２回→○４５０回 回 回 回 回21 26 375 400 425 450

●博物館・近代美術館・鳥居龍蔵記念博物館の常設展示や国立

美術館巡回展等の魅力ある企画展の開催を通じ、広く県内外 推進

に向けて文化・芸術の感動や体験の場を提供します。

○博物館・近代美術館・鳥居龍蔵記念博物館入館者数（累

計）

○３３５万人→○４５０万人 万 万 万 万21 26 382 405 427 450
人 人 人 人

４ 文化の担い手づくり

●あわ文化や近現代の優れた芸術作品に直接触れあう機会を設

けるとともに、絵本の読み聞かせ講習や、史跡巡り、ワーク 推進

ショップ、古文書解読等の事業により、次代のあわ文化の担

い手を育みます。

○文化の森文化施設普及事業の開催回数（累計）

回 回 回 回○９８６回→○２，２５０回以上21 26 1,500 1,750 2,000 2,250
○文学書道館の講座開催回数

○～ 年間４０回以上23

●児童生徒を対象に、芸術文化分野での創作活動の支援や伝統

芸能分野での担い手育成を行うとともに、伝統芸能の文化発 推進

信活動を支援します。

●文化遺産や芸術文化に関する「人材バンク」の登録を推進す

るなど、ＯＵＲ文化教育の創造に取り組みます。 推進

○「人材バンク」登録者数（累計）

○ － →○１００人 人 人 人 人21 26 50 75 90 100



主要事業実施工程表（ スポーツ王国とくしまづくり）1-5
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

１ スポーツの振興

●新たな「徳島県スポーツ振興基本計画」を策定し、着実な推

進を図ります。また、県民をはじめ、各市町村、各スポーツ 策定・

関係団体等の理解と協力を得て 「生涯スポーツ 「競技スポ 推進、 」、

ーツ」の振興、学校における体育・スポーツの充実を図ると

ともに、スポーツを活かした各種施策とのより一層の連携強

化を図ります。

○新たな「徳島県スポーツ振興基本計画」の策定

○策定・推進24

●「とくしまスポーツ憲章」に則り、全国大会等で優秀な成績

をおさめた個人・団体を表彰・褒賞するなど、県民スポーツ 推進

の振興を図ります。

●創意工夫あふれるスポーツ振興を支援するため 「スポーツ王、

国とくしま推進基金」を創設します。 創設・

○スポーツ王国とくしま推進基金の創設 推進

○創設23

２ プロスポーツ等を通じたにぎわいづくりの推進

●「徳島スポーツビレッジ」などのスポーツ施設や、自然環境

を活用して、スポーツ大会や合宿の誘致を進めることで、ス 推進

ポーツを通じたにぎわいづくりを推進します。

●にぎわいの創出を通じたプロサッカーチームのＪ１昇格への

機運醸成を図るとともに、Ｊ１仕様の施設整備の検討を行い 検討

ます。

○徳島ヴォルティスホームタウンデー等イベント参加者数

7,500 8,000 8,500 9,000○４，４７０人→○９，０００人21 26

人 人 人 人

●市町村等と連携協力し、プロスポーツを活用したスタジアム

のにぎわい創出や 本県を全国にＰＲする施策を展開します 推進、 。

○徳島インディゴソックスホームゲーム招待者数

○ － →○８００人 人 人 人 人21 26 500 600 700 800

●競技団体や関係機関との連携による全国規模のスポーツ大会

の開催を誘致し、その定着を図ることにより、競技力の向上 推進

に取り組み、スポーツの交流を通じた活気あふれるスポーツ

王国づくりを目指します （再掲）。

○全国規模スポーツ大会の開催数

○～○毎年４大会以上23 26



主要事業実施工程表（ スポーツ王国とくしまづくり）1-5
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

３ 競技力向上対策の推進

●県出身者が全国大会や国際大会で活躍ができるよう、ジュニ

ア期から優れた素質を有する競技者を発掘し、トップレベル 推進

の競技者へと育てる「一貫指導システム」の構築と「トップ

指導者の養成」を継続的に支援します。また、競技スポーツ

の重点強化による成果志向型の選手強化を図り、競技力の向

上を進めます。

○国民体育大会天皇杯順位

○３０位台26

●有力選手を特定の公立高校へ集め、指導体制を整備するとと

もに、中学校と高校及び各競技団体等の関係機関と高校との 推進

連携強化を進めるなど、競技力向上のための基盤強化を図り

ます。

○全国高等学校総合体育大会の入賞（団体・個人）数

○１０団体→○１４団体21 26

●平成２４年度に開校する鳴門渦潮高校に本県初となる体育科

を設置し、本県スポーツの拠点校として、より高度で質の高 整備 開校

いスポーツ教育を行うために必要な施設・設備の整備を図り 整備

ます。

○鳴門渦潮高校の設置

○開校24

４ 生涯スポーツの推進

●「する 「観る 「支える」など多様なスポーツへの取組を促」 」

進するため 「とくしまスポーツＳＨＯＷデー」実行委員会に 推進、

よる、誰もが楽しめるスポーツイベントなどへの助成や情報

発信などを行います。

○イベント等助成数

○～２０件／年23

●「総合型地域スポーツクラブ」の創設・育成を支援するとと

もに、スポーツを活用した健康づくりの体制を整備し、みん 推進

なが楽しめる生涯スポーツの普及を図ります。

○総合型地域スポーツクラブの会員数

7,000 7,800 8,600 9,500○５，４５６人→○９，５００人21 26

人 人 人 人



主要事業実施工程表（ スポーツ王国とくしまづくり）1-5
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●健康や環境にも好影響をもたらす自転車を活用したサイクル

スポーツの普及を図る「とくしま自転車王国創造プロジェク 推進

ト」を推進し、余暇にスポーツを楽しむきっかけを創出しま

す。

○サイクルスポーツ普及イベントの開催

○～実施21

５ 生涯スポーツの拠点づくり

●鳴門渦潮高校を本県スポーツの拠点校として、県体育協会、

各種競技団体、大学等との連携や、鳴門・大塚スポーツパー 推進

クの運動施設の活用などにより、体育に関する講習会やスポ

ーツ教室を開催するなど、県民の生涯スポーツの振興を図り

ます。

●生涯スポーツの拠点づくりのため、県南等における運動公園

の整備を推進します。 推進

○南部健康運動公園の整備

○整備中→○テニスコートエリアの整備完了21 24

○橘港小勝・後戸地区の緑地整備（スポーツ・レクリエー

ション振興ゾーン）

○整備中→○ソフトボール場の一部供用21 26



主要事業実施工程表（ 経済・新成長とくしまづくり）2-1
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

１ 地域経済の活性化

●本県経済の中核的存在である中小企業の持続的な発展を促進

するため 「徳島県経済飛躍のための中小企業の振興に関する 推進、

条例」に基づき施策を推進します。

●経済団体等との連携のもと 「中小企業の総合的な応援拠点」、

を構築するため、新たな産業人材育成拠点として 「中央テク 推進 部分 開校、

ノスクール（仮称 」を建築し、実践力のある産業人材の育成 供用）

を図るとともに、経済団体による「新経済センター（仮称 」）

の整備を支援します。

○中央テクノスクール（仮称）の開校

○「多目的ホール等」の先行供用24

○開校25

●頑張る中小企業を応援する「徳島県経済飛躍のための中小企

業の振興に関する条例」の強力な推進エンジンとして、１２ 推進

５億円の「とくしま経済飛躍ファンド」を活用し、ＬＥＤを

はじめ地域資源を活用した新製品開発などの先進的な取組を

支援するとともに、農商工連携による新たな領域からの事業

創出など、経済飛躍の原動力となる創造的な事業活動を推進

し、地域経済の活性化を促進します。

○とくしま経済飛躍ファンドによる支援額（累計）

600 800 1,000 1,200○２６２百万円→○１，２００百万円21 26

百万円 百万円 百万円 百万円

●商工団体の自主的な改革を促進し、地域事業者のニーズを捉

えた事業の展開等を支援することにより、団体の機能強化と 推進

地域産業の活性化を図ります。

●全国に向けた徳島の物産・観光等の情報発信や徳島物産の販

路拡大を図るため、民間活力を活用した情報発信拠点づくり 推進

を推進します。

２ 産業のグローバル化への対応・支援

●貿易・投資関連情報の収集・提供や国際ビジネスの即戦力と

なる人材育成、海外との産業交流の機会の創出等により、県 実施

内企業のグローバル展開を支援します。

○徳島県の輸出入総額（小松島税関支署管内通関額）

100,000 110,000 120,000 130,000○９３，４７９百万円→○１３０，０００百万円21 26

百万円 百万円 百万円 百万円



主要事業実施工程表（ 経済・新成長とくしまづくり）2-1
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●成長著しい中国における本県企業の販路開拓及び本県への観

光誘客を促進するため 「とくしま・中国グローバル戦略」に 推進、

基づき、上海事務所を活用した中国市場の情報収集・提供や

相談対応を行うとともに、商談機会の拡大や中国企業と本県

企業との交流を推進します。

○「経済飛躍サミットｉｎ上海」の開催

○開催23

○中国企業等との商談機会提供数

○１４０件→○７００件 件 件 件 件21 26 500 600 650 700

●メガヒット商品の創造を目指し、産学官連携による新商品開

発を進めるとともに、関係機関と連携して海外市場への出展 実施

を支援します。

○新製品開発品目数（累計）

品目 品目 品目 品目○ － →○１００品目21 26 20 40 70 100
○新製品の海外市場出展企業数（累計）

○ － →○１００社 社 社 社 社21 26 20 40 70 100
○海外特許出願件数（累計）

○ － →○５０件 件 件 件 件21 26 10 20 30 50
○メガヒット商品の創造

○商品化26

３ 徳島産業人材の育成・活用

●県内外在住の本県にゆかりのある有識者等を「経済成長戦略

アドバイザー」に委嘱して本県の産業政策に対する提言を求 推進

めるとともに、本県産業界を代表する方々の「叡智」を結集

した「とくしま経済飛躍サミット」を開催します。

４ 科学技術の振興

「 」 、 、● 徳島県科学技術振興計画 に基づき ヘルステクノロジー

ＬＥＤテクノロジーなど戦略的推進分野を中心に、柔軟かつ 推進 推進改定・推進

計画的に科学技術の振興を図ります。

○「徳島県科学技術振興計画」の改定

○改定24

●産学官連携活動の拠点となる「とくしま地域産学官共同研究

拠点」を設置し、地域の特色を生かした産学官共同研究を推 設置・

進するとともに 研究成果の地域企業への展開を図ります 再 推進、 。（

掲）



主要事業実施工程表（ 経済・新成長とくしまづくり）2-1
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

５ 知的創造サイクルの循環

●「徳島県知的財産推進指針」に基づき､知的創造サイクル（知

的財産の創造→保護→活用）を循環させ、本県産業の競争力 推進

を高めるため、特許等の取得・活用を推進します。

６ 新成長戦略を支える基盤づくり

●供用を開始した徳島阿波おどり空港や四国横断自動車道、徳

島小松島港の整備などによる陸海空の交通基盤の強化をはじ 推進

め、長安口ダム改造により安定した水の供給を図るなど、徳

島の成長を支える社会資本整備を推進します。

○四国横断自動車道(鳴門～徳島間)の整備（再掲）

○工事全面展開中→○供用21 26

○徳島小松島港沖洲（外）地区（水深 耐震強化岸8.5m
壁）の整備（再掲）

○整備中→○完成21 25

○定期航路の新規開設（再掲）

○開設26

●本四道路による地域間格差を解消するため、高速道路料金に

ついては、本四道路も含めて「全国一律料金制度」とするよ 推進

う、その実現を目指し、本四道路が「夢の架け橋」となる取

組を推進します （再掲）。

●徳島小松島港におけるコンテナターミナルの赤石地区移転に

伴い、県内の産業振興、地域経済の活性化を推進するための 推進

各種「貿易振興策」を実施します。

○徳島小松島港コンテナターミナルにおけるコンテナ貨物

取扱量

13,500 14,500 15,000○１０，６００ＴＥＵ→○１５，０００ＴＥＵ21 26 14,000
TEU TEU TEU TEU

○韓国航路の充実

○新たなコンテナ利用促進対策の実施23

○新たなアジア航路の開設

○開設26

７ にぎわうまちづくりの推進

●市町村や商店街団体の活性化に向けた自発的な取組を促すと

ともに、県のイメージアップ・県外客の集客力増大を図るた 推進

め、モデル的な集客イベントの開催を支援することにより、

中心市街地活性化を推進します。

○モデル的な集客イベントの開催

○～○開催23 26



主要事業実施工程表（ 経済・新成長とくしまづくり）2-1
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

８ 「もうかる農林水産業」の推進

●本県農林水産業の持続的な発展や農山漁村の活性化に資する

ため、農林水産基本条例を肉付けする基本計画に基づき、施 推進

策を推進します。

○「徳島県食料・農林水産業・農山漁村基本計画」の改定

○改定26

○生産額ベースでの食料自給率向上

145% 150% 152% 155%⑲１２９％→○１５５％26

○カロリーベースでの食料自給率向上

49% 50% 50% 50%⑲４５％→○５０％26

●国の「農業者戸別所得補償制度」を活用し、農業経営の安定

化を図ります。 推進

○制度加入面積

6,000 7,000 7,500 8,000○ － →○８，０００ｈａ21 26

ha ha ha ha

●県農業開発公社等を活用し、売買等により認定農業者等の担

い手への農地の集積を図ります。 推進

○担い手への農地集積

27% 30% 32% 35%○２５％→○３５％21 26

●年々充実を続ける森林資源の積極的な活用を図る「次世代林

業プロジェクト」を推進します。 推進

○県産材の生産量（再掲）

○２０万ｍ →○３０万ｍ 万 万 万 万21 26３ ３ 24 26 28 30
３ ３ ３ ３ｍ ｍ ｍ ｍ

●地域の農林水産業の振興に大きな役割を担う関係団体の合併

等を推進し、機能強化を図ります。 推進

○農業協同組合数

○１６組合→○１組合 組合21 26 1
○森林組合数

○１１組合→○５組合 組合21 26 5
○漁業協同組合数（沿海）

○３５組合→○１組合 組合21 26 1
○農業共済組合数

○３組合 → ○１組合 組合21 26 1



主要事業実施工程表（ 経済・新成長とくしまづくり）2-1
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

９ 農林水産業分野における人づくり

●農業分野におけるＵＪＩターン等新規就農者の育成・確保や

企業の農業参入を図ります。 推進

○新規就農者数（累計）

○４００人→○８００人 人 人 人 人21 26 560 640 720 800

●林業分野における新規林業就業者の育成・確保を図ります。

○新規林業就業者数（累計） 推進

○１３４人→○２２０人 人 人 人 人21 26 175 200 210 220

●漁業分野における新規漁業就業者の育成・確保を図ります。

○新規漁業就業者数（累計） 推進

○９９人→○２００人 人 人 人 人21 26 140 160 180 200

●経営感覚に優れた認定農業者や農業法人を育成します。

○認定農業者数 推進

2,860 2,900 2,950 3,000○２，７７５経営体→○３，０００経営体21 26

経営体 経営体 経営体 経営体

○農業法人数

155 160 165 170○１４８経営体→○１７０経営体21 26

経営体 経営体 経営体 経営体

●本県の強みを活かした産業振興を加速させるため 「農山漁村、

ふるさと回帰プロジェクト」を推進します。 推進

●徳島大学工学部に開設される農業系のプログラムを組み込ん

だ 農工連携スタディーズ を積極的に支援することにより 推進「 」 、

、農業にも工業にも通じた高度な農業人材を育成するとともに

県内大学において「農商工連携学部（仮称 」の創設に取り組）

みます。

○農商工連携学部（仮称）の創設

○創設26

●「農林水産総合技術支援センター」を再編し、新拠点として

整備することにより、農林水産業の技術革新及び担い手の育 整備 開所・ 推進

成を総合的に推進します。 推進

○農林水産総合技術支援センターの再編・新拠点整備

○開所25



主要事業実施工程表（ 経済・新成長とくしまづくり）2-1
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●「とくしまアグリテクノスクール」において、技術習得に必

要な研修を実施します。 推進

○「とくしまアグリテクノスクール」受講者数（累計）

, 1,710 2,135 2,525 2,915○21 ８２０人→○２ ９１５人26

人 人 人 人

●新たな雇用の場を創出するとともに、就職へのスキルアップ

支援等の強化を行います。 推進

○農林水産業へのＯＪＴ研修等受講者数（累計）

○８８人→○２２５人 人 人 人 人21 26 170 202 213 225

●農業の新たな成長分野を支える人材の確保に向け、県外都市

部の農業系大学生に「実証フィールド」を提供し、本県農業 推進

・農村への理解を深めていただき、その魅力を全国に発信し

ます。

（ ）○都市圏の農業系大学生を対象とした就業体験者数 累計

○ － →○４０人 人 人 人 人21 26 10 20 30 40

●農林水産業の担い手として、建設業など企業の農林水産業分

野への新規参入を支援し、企業の活動のノウハウを活かした 推進

農林水産業の展開を促進します。

○他産業からの農林水産業への参入数（累計）

○２９社→○４４社 社 社 社21 25 39 42 44



産業活性化とくしまづくり）主要事業実施工程表（2-2
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

１ 業界団体への支援による地域産業の活性化

●県内企業の受注機会の確保等を図るため、県内企業への優先

発注、県内産資材の優先使用を推進します。 推進

○県内企業への優先発注率（金額ベース）

○８４％→○９０％以上21 26

○県内本店への優先発注率（件数ベース）

○８０％→○８５％以上21 26

○「県発注公共事業」における「県内産資材」使用

～○優先使用→○～原則使用22 23

推進

●公共事業における県内企業の受注機会の確保等を図るため、

県内企業への優先発注などの取組を推進します。

２ 中小企業への支援

●県内中小企業者の資金繰りの円滑化を推進するため、民間金

融機関等との適切な連携のもとで、低金利・低保証料の融資 実施

制度の充実・強化を図ります。

●「工業技術センター」が保有する資源（人材､技術､機器）を

最大限に活かし､県内企業の技術開発力の強化に結びつく､ 技 実施「

術指導､共同研究等」を積極的に行います。

●販路情報の収集・提供、展示商談会の開催を通じて、ビジネ

スマッチングを図るとともに、下請取引の適正化に取り組み 支援

ます。

●関西広域連合の各府県や四国各県との合同によるプロモーシ

ョン・ビジネスマッチングなどを通して、販路開拓の支援や 支援

下請取引の適正化に取り組みます。

関西広域連合による商談成立件数及び売上高（累計）

○商談成立件数

○ － → ○１００件 件 件 件 件21 26 20 40 70 100
○売上高

20 40 70 100○ － → ○１００百万円21 26

百万円 百万円 百万円 百万円

●地場産業組合（機械金属工業､木工業）が展開する「地域ブラ

ンド」の形成や販路開拓の取組を支援します。 支援

●県内・国内のみならずアジアをはじめとした海外市場にも、

本県ものづくり企業の持つ「優れた技術や製品」を売り込む 支援

ための支援をします。



産業活性化とくしまづくり）主要事業実施工程表（2-2
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●経営支援等に関する情報提供、電子商取引の取組への支援な

どにより、県内中小企業のＩＣＴ化による経営変革を促進し 推進

ます。

○ｅコマースサイト（中小企業支援機関の運営）への

出店企業数（累計）

○７９社→ ○１００社 社 社 社 社21 26 85 90 95 100

●中小企業における災害時の事業継続を目的とした「事業継続

計画 （ＢＣＰ）策定のための推進体制の整備充実と企業の導 推進」

入促進を図ります。

○計画作成事業所数（累計）

30 40 50 60○1８事業所 → ○６０事業所21 26

事業所 事業所 事業所 事業所

３ 強い組織づくりのための人材育成

●２１世紀の徳島経済をリードする企業人の育成を目指して、

「強い組織」づくりの核となる人材育成を推進します。 推進

とくしま経営塾「平成長久館」階層別受講者数（累計）

○経営者研修

3 , 8 0 0 4 , 5 0 0 5 , 2 0 0 5 , 9 0 0○３，００８人→○５，９００人21 26

人 人 人 人

○社内リーダー養成研修

3 , 9 0 0 4 , 6 0 0 5 , 3 0 0 6 , 0 0 0○３，０４９人→○６，０００人21 26

人 人 人 人

●県内企業が顧客本位に基づく強い経営体制を構築するよう、

経営品質向上プログラムの普及啓発・学習を促進します。 推進

○セルフアセスメント等取組企業数（累計）

○ － →○２０件 件 件 件 件21 26 5 10 15 20

●企業内の「改善エキスパート」を認定することでその社会的

評価を高め、一層の活躍の原動力とするとともに、優れたノ 推進

、 。ウハウの継承・発展を図り 県内企業の競争力を強化します

○改善エキスパート認定人数（累計）

○71人 →○１０９人 人 人 人 人21 26 94 99 104 109

（「 」 ）４ 建設産業等への支援 建設業構造改革推進プログラム 等

●建設産業の構造改革に向けた経営体質の強化や資質の向上を

図るため、新分野進出への取組を支援するセミナーや支援制 推進

度説明会、巡回相談会等を開催します。

○セミナーや支援制度説明会、巡回相談会や出前相談等の

実施回数（年間）

○～○１０回23 26



産業活性化とくしまづくり）主要事業実施工程表（2-2
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●建設産業の再生支援に関する情報を集めたホームページ「と

くしま建設業支援情報板 を活用し情報提供を図るとともに 推進」 、

産学官の連携により新技術・新材料の開発に意欲のある建設

業者等を支援し、経営革新を推進します。

○「新技術等活用支援モデル事業」の申請数（累計）

○ － →○５件 件 件 件 件21 26 2 3 4 5

●農林業の担い手として建設業など企業の農林業分野への新規

参入を支援し、企業活動のノウハウを活かした農林業の展開 促進

を促進します。

○他産業からの農林業への参入数（累計）

○２９社→○４４社 社 社 社21 25 39 42 44

●自ら新分野への進出を目指す建設業者等が、農林業の新たな

担い手として円滑に参入するため、技術習得などの支援を行 推進

います。

○林業事業体登録数

事業体 事業体 事業体 事業体○４１事業体 → ○５５事業体21 26 45 50 50 55

●「地域建設業経営強化融資制度」等により建設業の資金調達

の円滑化を図ります。 推進

●適正な下請契約締結や代金支払の指導及び下請債権保全支援

事業などにより下請対策を推進します。 推進

５ 伝統産業の振興

●伝統工芸品の展示、首都圏での工芸品展の開催等を通じ、伝

統工芸品の販路拡大と産業の振興を図ります。 推進

●「藍染め・しじら織り製品」を新たにクールビズという視点

で全国的認知度を高め、本県の魅力アップと藍染め・しじら 推進

織り地場産業の振興を図ります。



主要事業実施工程表（ 創業応援とくしまづくり）2-3
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

１ 起業家の育成支援

●独自の技術や知識、能力、経験等を活かして県内で新たに創

業する者の事業計画を認定するとともに経営のアドバイスや 推進

融資等、各種支援を行います。

○事業計画等の支援件数（累計）

○５７件→○３００件 件 件 件 件21 26 150 200 250 300

●創業を目指す者に対して、無担保・無保証人で融資し、創業

者の資金調達の円滑化を図ります。 推進

○新規融資件数（累計）

○３７０件→○５００件 件 件 件 件21 26 410 440 470 500

●大学生やシニア起業家など幅広い年齢層に対応した創業支援

策を実施するとともに、次代の本県産業界を担う人材育成の 実施

ための取組を進めることにより、創業の促進を図ります。

○創業に関する講座の受講者数（累計）

人 人○１，８１２人→○３，６００人21 26 2,400 2,800 3,200 3,600人 人

２ ベンチャー企業等の育成支援

●県内の有望なベンチャー企業に対し、投資事業有限責任組合

が、株式、社債の引受等の直接金融の手段による資金の提供 実施

を行います。

○投資企業数（累計）

○８社→○１０社 社 社 社21 25 9 9 10

●起業に必要な事務所の確保や事業者間のネットワークづくり

を支援します。 実施

○「徳島のＳＯＨＯ事業者サイト」登録事業者数（累計）

○６７社→○８５社 社 社 社 社21 26 70 75 80 85

●官公庁での受注実績をつくり新製品の販路開拓につなげるた

め、中小企業新事業活動促進法の承認企業等の新規性・独創 実施

性のある製品を県が購入することにより支援をします。

○「お試し発注制度」による発注事業所数（累計）

50 55 60 65○４７事業所→○６５事業所21 26

事業所 事業所 事業所 事業所

３ 挑戦する中小企業への支援

●独創的な技術やサービスで新たな事業活動に取り組む企業の

経営革新を支援します。 実施

○経営革新承認件数（累計）

○２８５件→○３８０件 件 件 件 件21 26 320 340 360 380



主要事業実施工程表（ 創業応援とくしまづくり）2-3
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●県の認定等を受けた地域密着型の創業や経営革新について、

事業の成果を評価して顕彰する県民参加型のコンペを実施し 実施、

その計画達成を支援します。

○あったかコンペ「平成藍大市」への参加企業数（累計）

○１２社→○２９社 社 社 社 社21 26 20 23 26 29

４ 環境関連技術を活かした産地づくり

●本県の特性を活かし、未利用木質資源などバイオマスの生産

・利用を担う環境関連産業の創出や、関連技術を活かした地 推進

域づくりに取り組みます。

○バイオマス利活用モデル地区数（累計）

地区 地区 地区 地区○１１地区 →○１９地区21 26 16 17 18 19

●バイオマスエネルギーなどを活用し、石油依存度の低減を図

る「脱石油」産地づくりを促進します。 推進

○実証実験の取組数（累計）

○ ９件→○１５件 件 件 件 件21 26 12 13 14 15

５ 「とくしまデジタルコンテンツ戦略」の推進

●産学官が連携した人材育成を図るとともに、県内企業のデジ

タルコンテンツ分野への進出支援やコンテンツ利用促進、県 推進

外企業の誘致等を積極的に推進することにより、デジタルコ

ンテンツ産業の集積を図ります。

○デジタルコンテンツ関連企業数（累計）

○７０社→○２００社 社 社 社 社22 26 100 130 160 200

●徳島産デジタルコンテンツを県外や海外へ情報発信する拠点

整備を行います。 整備・

○デジタルコンテンツ情報発信拠点の整備 推進

○整備24

●デジタルコンテンツ企業が県内で創業又は立地する際の支援

策の再構築や充実を図ります。 検討 展開

○「新・創業応援とくしま」戦略の展開

○展開24

●デジタルコンテンツ企業の集積を促進するため、講座数の増

加や内容の充実に努め、企業が求める即戦力の人材や将来企 推進

業を担う有望な人材の育成を計画的に図ります。また、あら

ゆる世代に対するデジタルコンテンツの活用を図るため、シ

ルバー大学校、シルバー大学院に新講座を開設します。

○育成講座数（年間）

○３講座→○２５講座21 26



主要事業実施工程表（ 新産業創出とくしまづくり）2-4
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

１ 「ＬＥＤネクストステージ」の展開

●ＬＥＤ関連企業１００社集積のメリットを活かし、さらにＬ

ＥＤバレイ構想における企業集積のレベルアップや関連企業 推進

間、他産業との連携強化及び企業間相互の相乗効果を図り、

さらなる成長産業として、ＬＥＤ産業クラスターの形成を推

進します。

○「ＬＥＤ応用製品性能評価体制」の創設

○工業技術センターへ機器配備23

→○性能評価の本格運用24

○ＬＥＤ関連企業協議会（仮称）の設立

○設立24

○とくしまＬＥＤ認証制度の創設

○創設23

○ＬＥＤ関連製品の常設展示

○開設23

○「ＬＥＤ王国」の商標登録

○登録25

○ＬＥＤ関連特許出願数（累計）

○ － →○５０件 件 件 件 件21 26 10 20 30 50
○ＬＥＤ関連売上高

億円 億円 億円 億円○ － →○５００億円21 26 100 200 300 500
○ＬＥＤ関連企業雇用者数

名○３２６名→○１，０００名 名 名 名21 26 400 500 700 1,000
○車両用信号灯器のうちＬＥＤ式信号灯器の割合

52% 56% 60% 65%○４２％→○６５％21 26

●ＬＥＤ応用製品を設計・製作できるＬＥＤ関連技術者を輩出

するため 「ＬＥＤ関連技術者養成講座」の円滑な運営を支援 推進、

し 「とくしまＬＥＤテクノフェロー」として、県内産業界で、

活躍できるよう 創業支援をはじめ、技術力を活かした製品

開発を支援します。

○「とくしまＬＥＤテクノフェロー」の称号付与人数

（累計）

○１１名→○７０名 名 名 名 名21 26 55 60 65 70

●省エネルギー対策を推進するため、県管理道路における道路

照明灯等のＬＥＤ化を図ります。 推進

○あわ産ＬＥＤ道路照明灯の本格的な導入

○導入23

○ＬＥＤ照明式道路標識等基数
○２基→○１０基 基 基 基 基21 26 4 6 8 10



主要事業実施工程表（ 新産業創出とくしまづくり）2-4
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

２ 産学官共同研究等の促進

●産学官連携活動の拠点となる「とくしま地域産学官共同研究

拠点」を設置し、地域の特色を生かした産学官共同研究を推 設置・

進するとともに、研究成果の地域企業への展開を図ります。 推進

●国等の競争的開発資金を活かした産学官連携による人材育成

や研究開発を促進し、経営体質の強化や新技術・新製品の開 推進

発を支援します。

○競争的研究開発資金の新規事業採択件数（累計）

○７件→○２０件 件 件 件 件21 26 11 13 16 20

●文部科学省の地域産学官連携科学技術振興事業を強力な推進

エンジンとして、産学官連携による研究開発を促進し 「健康 推進、

・医療クラスター」の形成を推進します。

○企業参画数（累計）

○１７社→○５０社 社 社 社 社21 26 25 30 40 50

●「リチウムイオン電池」の世界最大の工場が立地する本県の

優位性を活かし、産学官連携による「次世代エネルギー活用 推進

促進研究会」を設置し、リチウムイオン電池を活用した応用

製品の開発を促進します。

●食品製造工程から生じる、副産物の「おから」を地域資源と

して、農業～工業～商業に至る循環型のビジネス創出を図る 推進

など、副産物の有効活用による新商品の開発等、産学官共同

による取組を推進します。

●産業界からのニーズを踏まえ、健康医療産業やＬＥＤをはじ

めとする環境関連産業など、材料・化学系の研究開発に資す 推進

る人材を育成するため、県内高等教育機関に新たな専門課程

の設置を国に対し要請します。

３ 農商工連携の促進

●徳島ならではの地域資源による「とくしまブランド」の活用

や、本県の豊富で良質な農林畜水産物と中小企業が有する高 推進

いものづくり技術等を連携させ、農商工連携による新商品開

発などを促進します。

○農商工連携による商品開発事業数（累計）

○４１件 →○１００件 件 件 件 件21 26 70 80 90 100
○新商品等の開発事業数（累計）

○ － →○５０件 件 件 件 件21 26 10 20 35 50
○徳島ビジネスチャレンジメッセ等新農業ビジネス出展数

出展 出展 出展 出展○ － →○４０出展21 26 15 25 35 40



主要事業実施工程表（ 新産業創出とくしまづくり）2-4
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●産学官連携による「とくしま植物工場推進検討会」の活動を

発展させ、次世代の農業モデルとして注目される植物工場の 推進

取組を総合的にサポートすることで、農業生産の高度化と技

術革新を推進するとともに、最先端の農業生産モデルとなる

植物工場 の課題解決を図り、農業分野における技術革新を推＊

進します。

●水産分野において、生産サイドである漁業協同組合等と、消

費者サイドに近い商工業者との連携を促すことで、新商品開 推進

発や販促活動の活性化を行います。

○生産者（水産業）と商工業者との連携件数（累計）

○６件 →○１６件 件 件 件 件21 26 10 12 14 16



しごとイキイキとくしまづくり）主要事業実施工程表（2-5
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

１ 雇用の場の確保

●生活の基盤として何より重要な働く場を確保するため、成長

分野や福祉分野などでの雇用創出に積極的に取り組みます。 推進

○徳島県有効求人倍率（年平均）

倍 倍 倍 倍○０．６０倍→○１．００倍21 26 0.77 0.85 0.93 1.00

２ 雇用の安定確保に向けた啓発の推進

●ワーク・ライフ・バランスのあり方を見据え、多様な働き方

に対応できる良好な就労環境の構築や雇用の維持・安定に向 推進

けて、労働法令の周知・啓発を行うことにより、働きやすい

職場づくりを目指します。

３ 成長分野等における企業誘致の推進

●徳島県の勤勉な県民性、安価なコストや、中山間地域まで光

ファイバー通信網を張りめぐらせたブロードバンド環境を活 推進

かすことで、コールセンターのほか徳島県の情報発信力強化

につながるデジタルコンテンツ産業等の誘致を推進し、若者

雇用を創出します。

○「ＩＣＴ関連企業」の新規地元雇用者数（累計）

人 人○７１０人→ ○１，１００人 人 人21 26 900 970 1,040 1,100

●本県の進みゆくインフラ整備や、四国と近畿との「結節点」

に位置する優位性を最大限に活かし、県外企業の誘致を図る 推進

とともに、県内企業の新増設に対する支援を行います。

○企業立地優遇制度奨励指定企業数（累計）

○３５社→○５８社 社 社 社 社21 26 43 48 53 58

●本県の強みを活かした「将来成長が見込まれる分野（ 環境・「

エネルギー 「医療・介護・健康」分野 」の企業誘致を重点 推進」、 ）

的に推進します。

○「将来成長が見込まれる分野」の企業立地優遇制度奨励

指定企業数（全奨励指定企業数の内数 （累計））

○ － →○１０社 社 社 社 社21 26 2 5 7 10

●成長分野等における企業誘致を強化するため、東京と大阪に

おいてビジネスフォーラムを毎年開催し、徳島県の誇る立地 推進

環境として、特色ある立地企業や、徳島ならではの産業育成

施策、優れた企業立地補助制度などに関する情報発信を行い

ます。

○東京・大阪ビジネスフォーラムの開催

○～ 毎年開催23



しごとイキイキとくしまづくり）主要事業実施工程表（2-5
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

４ 障害者の職業的自立支援

●障害者の職業能力開発に向けた訓練等を実施するとともに、

事業主をはじめとした県民の意識啓発を図り、個人、地域、 推進

事業主、行政のそれぞれの立場で障害者の職業的自立を支援

する体制づくりを目指します。

○「とくしま障害者雇用促進条例（仮称 」の制定）

○制定25

○民間企業の障害者雇用率（Ｈ１８対比増加幅）

1.71% 1.75% 1.80% 1.80%○全国２位→○全国１位21 26

○民間企業の障害者雇用率 以上 以上

○１．６１％→○１．８０％（法定雇用率）以上21 26

●障害者の雇用創出を促進するため、県教育委員会の障害者雇

用率の向上を図ります。 推進

○県教育委員会の障害者雇用率

○１．７０％ 全国２７位→○全国ベスト１０入り21 26

５ 「とくしま福祉で雇用創出作戦」の展開

●今後サービスの拡大が不可欠な介護職員等福祉分野における

雇用の創出を行います。 拡大

○介護保険サービス事業所（居宅）等従事者数（累計）

7,900 8,200 8,200 8,800○７，４７３人→○８，８００人21 26

人 人 人 人

６ 就労支援と職業能力開発の充実

●若年者、Ｕターン等希望者、中高年齢者の就業を総合的に支

援するため 雇用関連サービスをワンストップで提供する と 実施、 「

くしまジョブステーション」において求人情報の提供や職業

相談等を実施します。

○とくしまジョブステーションを活用した若年者の就職件

数（累計）

1,400 1,800 2,200 2,600○４８３人→○２，６００人21 26

人 人 人 人

○とくしまジョブステーションを活用したＵターン等希望

130 170 210 250者、中高年齢者の就職件数（累計）

○５０人→○２５０人 人 人 人 人21 26



しごとイキイキとくしまづくり）主要事業実施工程表（2-5
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●若年無業者（ニート）等の就業を支援するため 「徳島県若者、

サポートステーション」において、専門家による個別相談等 実施

を実施するとともに、支援機関のネットワークを活用し、支

援が必要な若年者の適切な誘導を行います。

○徳島県若者サポートステーションにおける進路決定者数

（累計）

165 190 215 240○９６人 →○２４０人21 26

人 人 人 人

●母子家庭の母や、就労意欲があるにもかかわらず就労できな

いひとり親家庭の子に対して、技能や資格を習得するための 実施

講習会や自立支援プログラムの策定を実施し、就労を支援し

ます。

○自立支援プログラムを活用した就職件数（累計）

200 220 240 260○１５７人→○２６０21 26 人
人 人 人 人

●産業界との連携のもと、テクノスクール３校の訓練内容を充

実強化し、実践力のある人材育成・供給を推進します。 準備 推進

○養成訓練生の就職率

75% 78% 82% 85%○７３％ → ○８５％21 26

○在職者訓練の受講者数（延べ人数）

500 550 600 650○４０９人 → ○６５０人21 26

人 人 人 人



主要事業実施工程表（ ひろがるブランドとくしまづくり）2-6
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

１ ひろがる「とくしまブランド」戦略の展開

●消費者ニーズを起点に、安全・安心、新鮮、高品質な農林水

産物の生産活動を支援し 「とくしまブランド」を旗印にした 推進、

、 、新商品の開発や消費者 流通販売事業者等へのアピールなど

流通販売体制の整備を支援します。

●「生鮮市場」はもとより「食品全般」を視野に入れた「新鮮

なっ！とくしま」号の全国展開や、大都市、海外におけるＰ 推進

Ｒ体制並びに生産体制の強化を行います。

○大阪中央卸売市場における青果物の都道府県別販売金額

○第２位→○第１位 位 位 位 位21 26 1 1 1 1
○「飛び出す」ブランド産地育成事業実施産地数（累計）

○ － →○６0産地 産地 産地 産地 産地21 26 15 30 45 60
○とくしま特選ブランド創出数（累計）

5 10 15 20○ － →○２０ブランド21 26

ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ

○「とくしまブランド・クチコミ応援隊」育成数（累計）

○ →○1,200人 人 人 人 人21 － 26 300 600 900 1,200
○「とくしまブランド協力店」における徳島県フェアの

開催回数（累計）

○２０回→○１５０回 回 回 回 回21 26 60 90 120 150
○「新鮮 なっ！とくしま」号の運行回数（累計）

○２46回→○５００回 回 回 回 回21 26 350 400 450 500
○徳島の活鱧ＰＲキャンペーン開催回数（累計）

○２回→○５回 回 回21 24 4 5
○「徳島産はも指定応援料理店」の県外店舗数（累計）

○ － →○１２店舗 店舗 店舗 店舗 店舗21 26 3 6 9 12

●世界にはばたく「とくしまブランド」の確立を目指し、県産

農林水産物の輸出を支援します。 推進

○輸出定着品目数（累計）

品目 品目 品目 品目○４品目 →○１０品目21 26 9 10 10 10

○輸出拠点数

○４箇所 →○８箇所 箇所 箇所 箇所21 26 5 箇所 6 7 8

○「とくしまブランド海外協力店」数

○ － →○8店舗 店舗 店舗 店舗 店舗21 26 2 4 6 8

○農林水産物輸出金額

3,000 5,000 7,000 8,000○２，０００万円→○８，０００万円21 26

万円 万円 万円 万円



主要事業実施工程表（ ひろがるブランドとくしまづくり）2-6
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●履歴管理制度（トレーサビリティシステム）を活用し、ＧＡ

Ｐを導入した県独自の とくしま安 農産物認証制度 により 推進「 」 、２

安全で安心な農産物を供給します。

○とくしま安 農産物認証件数（累計）２

○６５件（１，５１８人）21

→○１２０件（２，８００人） 件 件 件 件26 80 100 110 120

２ ブランド品目の振興とブランド産地の育成

●生産の効率化や規模拡大、ブランド産地の育成による高付加

価値化、農商工連携や６次産業化などを推進し、農業経営体 推進

当たりの産出額２５ 増を実現します。%
○１農業経営体当たりの産出額

○４００万円→○５００万円 万 万 万 万21 26 425 450 475 500

○「阿波尾鶏」出荷羽数

○２００万羽→○３００万羽 万 万 万 万21 26 230 250 280 300

○「新とくしまブランド豚」出荷頭数

○ ― →○６００頭 頭 頭 頭 頭21 26 30 90 300 600

○水産物出荷・流通体制施設等の整備（累計）

○ １施設 → ○ ５施設 施設 施設 施設 施設21 26 2 3 4 5

●阿南・丹生谷地域において 「阿南・丹生谷地域クラスター」、

を設立し、新たな商品の開発や販路開拓など、６次産業化を 設立 推進

推進します。

○地域特産物数（累計）

○１品目→○５品目 品目 品目 品目 品目21 26 2 3 4 5
○新商品開発数（累計）

11 13 15 20○５商品→○２０商品21 26

商品 商品 商品 商品

●阿南・丹生谷地域において 「労働力確保サポートバンク」を、

設立し、農作業の労働力不足を解消するとともに、ブランド 設立 推進

産地の生産力の維持・強化を図ります。

○労働力確保サポートバンクの登録者数（累計）

人 人 人 人○ － →○１００人21 26 20 40 80 100



主要事業実施工程表（ ひろがるブランドとくしまづくり）2-6
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●県南部圏域において、海部地域で生産された有機質肥料（か

いふエコ肥料）を活用した資源循環型農業を導入し、耕畜連 推進

携による「かいふエコブランド農産物」の栽培拡大を図りま

す。

○かいふエコブランド農産物の推進品目数（累計）

○ － →○１０品目 品目 品目21 24 5 10

●県南部圏域において、阿波尾鶏に「かいふエコ肥料」で生産

した飼料用米（かいふエコ飼料）を給与し、阿波尾鶏の食味 検討 推進

向上を図ります。

●県南部圏域において、コントラクターの育成を図り 「かいふ、

エコ肥料」の散布システムや「かいふエコ飼料」の生産供給 検討 構築 運用

体制を確立します。

○「かいふエコ肥料」の利用農家数（累計）

○ － →○１８０戸 戸 戸 戸 戸21 26 30 60 90 180

●かいふエコブランド農産物の消費拡大を図るため、各種イベ

ントでのＰＲや新料理の提案など ６次産業化を推進します 推進、 。

○参加イベント数（累計）

○ － →○７回 回 回 回 回21 26 1 3 5 7
○新料理の開発数（累計）

○ － →○６品 品 品 品 品21 26 1 2 4 6

●県西部圏域において 「にし阿波ならでは」の農産物を用いた、

特産品づくりを、６次産業化により進めます。 推進

○「にし阿波ならでは」の農産物を用いた６次産業化に取

り組むモデル組織数（累計）

○２組織→○４組織 組織 組織 組織 組織21 26 2 2 3 4

●にし阿波ならではの品目として、いんげん、ピーマンなどの
園芸品目、ぶどう、ブルーベリーなどの果樹、タラノメ、山 推進
ふきなどの山菜、郷衆芋をはじめとする伝統野菜など、特徴
ある産地づくりを進めます。

●県西部圏域において、経営感覚に優れた農業者や農作業の受
託を行うファームサービス事業体の育成を進めます。 推進
○ファームサービス事業体数（累計）

16 17 18 19○16経営体 → ○19経営体21 26

経営体 経営体 経営体 経営体



主要事業実施工程表（ ひろがるブランドとくしまづくり）2-6
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●県西部圏域において 地域食材の宝庫である農産物直売所 産、 （
直市）が行う商品づくりや、産直市間の連携によるイベント 推進
の開催、体験メニューの提供等の魅力向上による利用拡大を
図り、学校や福祉施設、宿泊施設などでの地域食材の活用を
推進するとともに、地域食材を使った 加工品の生産、一般
小売店も含めた「地産地消協力店」を増やすことで地産地消
の推進に取り組みます。

３ 環境への負荷の少ない「農林水産業」の推進

●化学肥料・化学農薬の使用低減や施設園芸等の省エネ・省コ

スト・省ＣＯ 技術の導入に取り組む生産者を育成・支援しま 推進２

す。

○エコファーマー認定数

1,300 1,400 1,450 1,500○１，１６４人→○１，５００人21 26

人 人 人 人

●農業生産活動に由来する環境への負荷の低減を図り、環境に

配慮したブランドを育成するため、有機農業 に取り組む生産 推進＊

者を育成・支援します。

○市町村における有機農業の推進体制の整備

10 16 20 24○４市町→○全市町村21 26

市町村 市町村 市町村 市町村

○有機農業実践モデル地区の育成

地区 地区○３地区→○１２地区 地区 地区21 26 4 8 10 12

●水産資源の増殖を図るため、藻場の造成を推進します。

○藻場造成箇所数（累計） 推進

○ ６箇所 → ○１６箇所 箇所 箇所 箇所 箇所21 26 9 12 14 16

４ ブランド育成に向けた研究開発及び新技術の普及

●農林水産業の「知の拠点」として再編・整備を進めている農

林水産総合技術支援センターを核に、先端技術や新素材を活 推進・

用した次世代農林水産技術の開発や農商工連携・６次産業化 開発

の推進に必要な研究を推進し、生産力の強化を図ります。

○「徳島発・次世代技術」創造数（累計）

○１８件→○４０件 件 件 件 件21 26 28 31 38 40
○実用化した新技術数（累計）

○ １１件 →○２０件 件 件 件 件21 26 14 16 18 20

●砂地畑に適した作物や品種の開発、高度な生産技術の普及な

ど、砂地畑農業に取り組む生産者の支援を図ります。 推進

○持続的生産技術導入戸数

○２３２戸→○５００戸 戸 戸 戸 戸21 26 350 400 450 500



主要事業実施工程表（ ひろがるブランドとくしまづくり）2-6
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

５ 地産地消の推進

●関西広域連合内の産地として定着するため、徳島県産の農畜

水産物の消費を拡大するとともに、生産者と消費者との交流 推進

など、県産物の魅力を知ってもらう取組を推進します。

○地産地消協力店数（累計）

○２０４店 →○３００店 店 店 店 店21 26 250 270 290 300

●直売所の安全・安心な農産物の販売に万全を期すため、表示

や品質の管理を徹底し、生産者と消費者の橋渡しをする担当 推進

者の配置を推進します。

○品質管理担当者の配置（累計）

○ － →○３０店 店 店 店 店21 26 15 20 25 15

６ ブランド産地を支える基盤整備

●ブランド産地化を促進するため、ほ場の整備や基幹水利施設、

農道などの農業基盤施設の整備及び長寿命化を推進します。 推進

○国営総合農地防災事業による基幹用水路の整備延長

（累計）

km km 64km 66km 69km 71km○５５ →○７１21 26

○県営事業で整備した水利施設の機能診断地区数（累計）

○３地区→○４０地区 地区 地区 地区21 26 10 20 30 40地区

○ほ場の整備面積（累計）

ha ha 6,670 6,700 6,730 6,760○６，６３７ →○６，７６０21 26

ha ha ha ha

●農業上重要な地域を中心に耕作放棄地の解消を目指し、生産

基盤である農地の有効活用を図ります。 推進

○耕作放棄地解消面積（累計）

360ha 440ha 520ha 600ha○１３７ｈａ → ○６００ｈａ21 26

●県西部圏域において、立地条件に即した耕作放棄地の解消を

推進します。 推進

○耕作放棄地へのみつまたの新規作付け面積（累計）

350a 400a 450a 500a○ ２５０ａ → ○５００ａ21 26



主要事業実施工程表（ 次世代を支える林業とくしまづくり）2-7
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

１ 木材自給率を向上させる取組推進

●県産材の生産と消費をともに拡大させるため、林業者や木材

産業者、設計・建築関係者、消費者が一体となった取組を推 推進

進します。

○県産材自給率

46% 49% 52% 55%○４０％ → ○５５％21 26

○県産材の生産量

○２０万ｍ → ○３０万ｍ 万 万 万 万21 26３ ３ 2 4 26 2 8 3 0
３ ３ ３ ３ｍ ｍ ｍ ｍ

２ 県産材の生産拡大

●機械オペレーターや路網の開設技術者、さらに高度な林業マ

ネージメント技術者など、ステップアップ方式で林業のプロ 推進

フェッショナルを体系的に育成します。

○林業プロフェッショナル数（累計）

○１２０人 → ○２５０人 人 人 人 人21 26 140 170 210 250

●「高能率団地」に「新林業生産システム」と効率的な路網を

配置し、主伐も見据えた生産基盤を整備します。 推進

○高能率団地の設定数（累計）

18 30 40 60○ － → ○６０団地21 26

団地 団地 団地 団地

○新林業生産システム（先進林業機械）導入数（累計）

○２５セット → ○４５セット ｾｯﾄ ｾｯﾄ ｾｯﾄ ｾｯﾄ21 26 33 36 40 45
○林内路網開設延長（累計）

6,340 6,460 6,580 6,700○６，１０６ｋｍ → ○ ６，７００ｋｍ21 26

km km km km
「 」 （ ）○ 林業版 直接支払制度を活用した森林整備面積 累計

5,000 10,000 15,000 20,000○ － → ○ ２０，０００ｈａ21 26

ha ha ha ha

３ 県産材の加工体制の強化

●木材の加工規模を拡大するとともに、安心な品質を保証する

ＪＡＳ取得の推進や、径級・品質等に応じた高品質かつ安定 推進

供給可能な供給体制づくりを支援します。

○製材工場１工場当たりの県産材使用量

1,000 1,100 1,200 1,300○８６０ｍ → ○１，３００ｍ21 26３ ３

３ ３ ３ ３ｍ ｍ ｍ ｍ

○製材品出荷量に占める人工乾燥材割合

18% 20% 22% 25%○１６％ → ○２５％21 26

○製材ＪＡＳの認定工場数（累計）

13 14 15 16○ － → ○１６工場21 26

工場 工場 工場 工場



主要事業実施工程表（ 次世代を支える林業とくしまづくり）2-7
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●産学官が連携し、徳島すぎの良さを活かし、多様な消費者ニ

ーズに応えられる魅力的な商品開発を進めます。 検討 設置 推進

○産学官による「木材利用創造センター」の設置

○設置24

４ 県産材の消費拡大

●県内消費の拡大を図るため、利用促進に向けた条例を制定す

るとともに「とくしま木材利用指針」に基づき、毎年１割ず 展開

つ県産材の利用量の上積みを目指す「県産材１０ＵＰ運動」

を県民総ぐるみで展開します。

○「とくしま県産材利用促進条例（仮称 」の制定）

○制定24

○公共事業での県産木材使用量

13,500 15,000 16,500 18,000○１１，９９３ｍ → ○１８，０００ｍ21 26３ ３

３ ３ ３ ３ｍ ｍ ｍ ｍ

○県内の民間部門における県産木材消費量

○５．８万ｍ → ○８．７万ｍ 万 万 万 万21 26３ ３ 6.5 7.3 8.0 8.7
３ ３ ３ ３ｍ ｍ ｍ ｍ

●県産材を活用した木造住宅を普及するため、消費者への情報

提供に取り組むとともに、供給側と需要側相互の情報をつな 推進

ぐ体制を構築します。

●県外消費の拡大を図るため、工務店や設計士との連携を進め

るとともに、大消費地への販路拡大に向けた普及活動を展開 推進

します。

○県外における「徳島すぎの家」協力店数（累計）

○ － → ○２５店 店 店 店 店21 26 10 15 20 25
○県産材の県外出荷量

○１３万ｍ → ○１９．５万ｍ 万 万 万 万21 26３ ３ 16.2 17.2 18.4 19.5
３ ３ ３ ３ｍ ｍ ｍ ｍ

●県産材のさらなる販路拡大を目指し、成長著しい東アジアな

ど新興国への本格輸出に向け、市場調査や試験輸出を進めま 推進

す。

、●県西部圏域で認証が進んでいるＳＧＥＣ森林認証材について

木造住宅の販売促進などにより流通促進を図ります。 推進

●木製ガードレール等の整備を進め、県産木材の利用促進を図

ります。 推進

○木製（間伐材）ガードレール等の設置延長（再掲）

ｍ ｍ ｍ ｍ○４，７４３ｍ → ○７，０００ｍ21 26 5,500 6,000 6,500 7,000



主要事業実施工程表（ 安全安心・実感とくしまづくり）3-1
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

１ 危機管理体制の拡充強化等

●県民生活を脅かす、あらゆる危機事象に対応するため 「徳島、

県危機管理対処指針」に基づき、全庁を挙げた危機管理対応 推進

を行います。

●想定される危機事象ごとのマニュアルの整備を進めます。

実施

、●南海地震及び国民保護などあらゆる危機事象に対応するため

関係機関の連携により、人材育成や県民への広報活動などを 推進

行い 「とくしまを守る力」の向上を図ります。、

○県・市町村と警察・消防・自衛隊等の実動機関を構成員

とした「徳島県危機管理総合調整会議（仮称 」の設置・）

開催

○設置24

●国民保護法に基づき、武力攻撃事態や緊急対処事態に迅速か

つ的確に対応できるための体制整備を進めます。 整備

○国や隣接府県、市町村、関係機関との国民保護共同訓練

の実施

○実施23

○市町村避難マニュアル作成のためのガイドラインの作成

○作成23

●災害の多様化等に対応した市町村の消防体制の整備充実を図

るため、市町村消防の組織統合や指令業務の共同化を促進し 促進

ます。

●消防職員の技術の向上や大規模災害時の効果的な部隊運用力

の向上を促進します。 促進 実施

○緊急消防援助隊近畿ブロック合同訓練の開催 実施

○開催23

○緊急消防援助隊中四国ブロック合同訓練の開催

○開催25

●地域防災の要である消防団の充実強化を図るため、団員確保

の促進や、表彰制度の創設などによる消防団協力事業所の積 推進

極的拡大を推進するとともに、消防団を中心とした地域ぐる

みの少年少女消防クラブの活性化や交流の取組を支援し 「将、

来の防災の担い手」育成を推進します。

○消防団活動に貢献した事業所に対する表彰制度の創設

○創設23
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工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●定期的な情報収集やサーベイランス、防疫資材の備蓄及び防

疫演習を実施し、口蹄疫、高病原性鳥インフルエンザ等が発 推進

生した場合、家畜、家きん等の殺処分、移動制限等必要な防

疫措置を的確かつ迅速に実施する体制を整備します。

●那賀川水系における渇水被害の軽減を図るため、企業・農業

の生産活動の維持 緊急時の水源確保 水使用の合理化など 推進、 、 、

総合的な対策を推進します。

２ 災害時等における初動体制の充実等

●関西広域連合が策定する「関西広域防災計画」等と整合をと

った地域防災計画とし、広域災害に対する計画的な対策の推 検討・

進を図ります。 見直し

●大規模災害時における広域防災活動の充実・強化を図るため

に東南海・南海地震対処演習、県総合防災訓練等の検証を踏 見直し 運用

まえて 「広域防災活動計画」を見直します。、

●携帯電話を活用した安否確認サービス「すだちくんメール」

を提供し、災害時に地域住民が相互に安否情報を共有できる 運用

体制を構築するとともに、企業や自治体が職員の参集情報を

共有できる体制を構築し、災害の迅速な初動体制の確立を図

ります。

○安否・参集情報収集サービスの普及、導入支援

○運用23

●ライフライン事業者や市町村、マスコミ等をはじめ各種関係

機関と情報共有する情報収集システムを構築し、円滑な災害 試運用 運用

対応を促進します。また、インターネットだけでなく、ＣＡ

、 。ＴＶ等からも情報を取得できるよう 広報体制を強化します

○災害時情報共有システムの整備

○運用24

○「安心とくしま」等の広報体制強化・整備

○運用24

●危機事象が発生した場合に、ホームページをはじめ各種の県

民への情報提供等を継続できるよう、システム基盤の整備強 検討 整備・

化を行います。 運用

○情報ネットワーク基盤の整備

○整備24
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工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

「 」 、● 防災や危機事象対応 をより身近により分かりやすく伝え

県民の意識向上を図るため 徳島防災情報ポータルサイト 安 設定、 「

心とくしま」において、災害や食の安全・安心、感染症など 運用

様々な危機に関する動画情報を提供する専用カテゴリを設け

ます。

○動画専用カテゴリの設定

○ 設定23

●国の人工衛星を利用して情報を全国に送る「全国瞬時警報シ

ステム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ 」を活用し、県、市町村における情 訓練）

報伝達訓練や津波対応訓練等を実施します。 実施

○県、全市町村における一斉情報伝達訓練の実施

○～○年１回開催23 26

○県、沿岸市町における津波対応訓練の実施

○～○年１回開催23 26

●緊急地震速報受信器を防災拠点等となる県有施設に導入し、

施設利用者の地震発生時の安全を確保します。 導入 運用

○緊急地震速報受信機器の導入

○ 導入23

●県職員で構成する被災者支援チーム、防災専門家チーム、災

害時市町村派遣チームから成る「徳島県職員災害応援隊」に 訓練・

おいて、迅速な県職員の応援派遣や現地の被災状況に応じた 研修

的確な応急対策活動への支援を図るために、訓練及び研修を 実施

実施します。

●県警察で構成する「徳島県警察広域緊急援助隊」を迅速に出

動させ、被災地での的確な救出救助活動等を行います。 運用

●他府県との広域的な連携を図り、訓練を通じて災害時におけ

る対処能力の向上に努めます。 実施

○中国・四国管区内警察合同広域緊急援助隊等災害警備訓

練の開催

○～○年１回開催23 26

３ 防災施設等の整備

●大規模災害等が発生した場合に、防災関係機関等と連携した

円滑な災害対応が行えるよう、スペースや機材の確保等につ 検討 設置

いての検討を進め、県災害対策本部機能の充実・強化を図り

ます。

○「徳島県防災・危機管理センター（仮称 」の設置）

○設置25
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主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●災害時における県と市町村など防災関係機関等の通信手段を

確保し、災害情報等の迅速な収集・伝達など、災害応急復旧 検討 基本 実施 推進

対策に必要な通信システムの検討・整備を進めます。 協議会 設計 設計

●被災状況の迅速な掌握により救援活動を効果的に実施するた

め、消防防災ヘリコプターからの映像を伝送するシステムを

運用します。 運用

●大規模災害時等において円滑な救助活動を展開するため、消

防無線のデジタル化に併せて、県庁・各消防本部間のネット

ワーク化を促進します。 促進

、 、●消防学校・防災センターについて 県庁災害対策本部の補完

防災関係者の活動拠点、支援物資の集配など、災害対策拠点 推進

としての機能の充実を図ります。また、センター展示・地震

体験車を活用した移動防災センターを開催し、県民の防災意

識の向上を図ります。

○防災センター利用者数（移動防災センター含む累計）

28 33 38 43○１９３，２６９人→○４３０，０００人21 26

万人 万人 万人 万人

○移動防災センター開催回数

○～○年１００回開催 回 回 回 回23 26 100 100 100 100

●公共施設の老朽化に備え、必要な機能を維持しつつ、将来の

改良・更新コストを抑制するため、構造物の長寿命化計画策 推進

定を推進します。

○長寿命化計画策定済み施設数

750 800 850 900○６９３施設→○９００施設21 26

施設 施設 施設 施設

○水産物供給基盤機能保全計画策定済漁港数

9 11 12 13○２漁港→○１３漁港21 26

漁港 漁港 漁港 漁港

４ 防災を担う人材の育成

●県立防災センターに、学校における防災教育等、防災を担う

人材を総合的に育成する「とくしま防災人材センター」を設 設置・

置します。 推進

○「とくしま防災人材センター」の設置

○設置24
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主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●県立防災センターに設置する「とくしま防災人材センター」

と「まなびーあ徳島」等が連携協力し、県民の誰もが自発的 整備 開設・

に防災について学ぶことができる「防災生涯学習」体制の整 推進

備を進めます。

○「防災生涯学習コース」の開設

○開設24

●地域防災の担い手となる人材の育成のため 「少年少女消防ク、

ラブ交流大会 仮称 をはじめ全国大会の誘致を推進します 推進（ ）」 。

●学校と地域が連携して、防災教育を推進する市町村をモデル

的に支援します。 創設・

○「地域連携防災教育推進モデル事業」の創設 推進

○創設・５市町村→○１５市町村23 25

●県立防災センターが主体となって、学校からの要望に応じて

県職員等が出向く まなぼうさい教室 の開催や 教員を 防 推進「 」 、 「

災教育推進パートナー」として登録・支援するなど、学校に

おける防災教育に対する総合的な支援を行います。

○「防災教育推進パートナー」の登録（累計）

○５２人→○３００人 人 人 人 人21 26 150 200 250 300

●県南部圏域における次世代の防災活動の担い手を育成するた

め、出前講座や南部防災館を活用した体験学習、防災訓練等 推進

を行うほか、学校や地域の中で子どもたちの防災力を育む取

組を支援することで、防災教育の充実を図ります。

○子どもたちを対象にした防災講座・訓練等実施回数

○年 回→○年 回 回 回 回 回21 5 45 30 35 40 4526

５ 災害関係専門家の育成

●二次災害を軽減・防止し、住民の安全の確保を図るため、被

災した建築物について、危険度判定を実施する被災建築物応 実施

急危険度判定士を育成し、一定数を確保します。

○被災建築物応急危険度判定士（確保人数）

○～○６５０人確保 人 人 人 人23 26 650 650 650 650

●二次災害を軽減・防止し、住民の安全の確保を図るため、被

災した宅地について、危険度判定を実施する被災宅地危険度 実施

判定士を育成し、確保します。

○被災宅地危険度判定士（確保人数）

○３１５人→○４３０人 人 人 人 人21 26 370 390 410 430
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主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

６ 警察機能の強化

●組織のあり方の見直しや効率的な人員配置により、夜間・初

動体制と機動力を強化し、事件事故への迅速・的確な初動対 推進

応を行います。

●運転免許証即日交付エリアの拡大など県民の利便性の向上を

図るため運転免許センターの移転整備を行います。 整備 運用

○新免許センターの運用

○運用開始25

●日頃の治安維持はもとより、大規模災害発生時に治安対策や

救助活動等の災害対策を行う活動拠点として機能する警察署 推進、

交番・駐在所等の整備を推進します。

７ 安全で安心なまちづくりの推進

●「徳島県安全で安心なまちづくり条例」に基づき、地域自主

防犯活動を促進するとともに、犯罪の防止に配慮したまちづ 推進

くりを推進します。

（ ）○自主防犯ボランティア団体リーダー研修受講者数 累計

○３２２人→○４００人 人 人 人 人21 26 340 360 380 400

●街頭犯罪等の発生状況や不審者情報の提供及び自主防犯活動

用自動車（青色回転灯装着車）の拡充を図るなど、県民の自 推進

主防犯活動を支援します。

○自主防犯活動用自動車台数

○４０３台→○４５０台21 26

●自転車盗、車上ねらいなど県民に身近な街頭犯罪等の集中的

継続実施な犯罪対策を行うほか、振り込め詐欺の撲滅に向けた取組を

推進します。

○街頭犯罪発生件数

○２，５０３件→○２１年対比で抑止（減少）21 26

○侵入窃盗の発生件数

○４０８件→○２１年対比で抑止（減少）21 26

○振り込め詐欺の発生件数

○５９件→○２１年対比で抑止（減少）21 26

●女性や子どもを守り、身近な街頭犯罪を防止するため、スー

パー防犯灯や緊急発報装置付き防犯カメラを効果的に運用し 運用

ます。
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主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●「徳島県暴力団排除条例」に基づき、関係機関及び事業者等

との連携を強化し、地域社会が一体となって暴力団の排除を 条例の

目指します。 施行・

○不当要求防止責任者講習受講者数 推進

○６２１人→○８００人21 26

●麻薬等の不正流通及び乱用を防止するため、関係機関及び団

体が連携して取締を行うとともに、多数の薬物乱用防止指導 推進

員、さらに未来を担う大学生による薬物乱用防止指導員も加

え、積極的に啓発活動に取り組みます。

○大学生による薬物乱用防止指導員数

○ － →○１００人 人 人 人 人21 26 25 50 75 100

８ 犯罪被害者への対応

●犯罪被害者やその家族が受けた被害を回復し、再び平穏な生

活を営むことができるよう支援するため、犯罪被害者等への 推進

対応を総合的に推進します。

●社会全体で被害者を支え、被害者も加害者も出さない社会づ

くりを推進します。 推進

○「命の大切さを学ぶ教室」及び各種会合における犯罪被

害者による講演等の実施回数

○２回→○５回21 26

９ 交通ルール遵守とマナーの向上

●関係機関・団体と連携し、高齢者等を対象とした参加体験型

の講習会等を開催するなど、交通事故の抑止に向け、交通ル 推進

ールの遵守とマナーアップのための事業を実施します。

○交通事故による死者数

○４８人→○３０人台後半21 26

○「交通マナーアップ推進月間（ 月・ 月 」の創設7 8 ）

○創設23

○交通マナーアップ宣言団体数（累計）

900 1,800 2,700 3,600○ － →○３，６００団体以上21 26

団体 団体 団体 団体

シートベルト着用率

○運転席

○９４．３％→○９８％以上21 26

○助手席

○８０．２％→○９８％以上21 26

○後部席

○３５．５％→○５５％以上21 26
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主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

１０ 交通安全施設の整備

●交差点の交通事故防止を図るため、ドライバーから見やすい

順次整備ＬＥＤ式信号灯器の整備を進めます。

○車両用ＬＥＤ式信号灯器の割合（再掲）

52% 56% 60% 65%○４２％→○６５％21 26

●歩行者や自転車利用者が安全に通行できる歩道等の整備や事

故抑止対策として交通安全施設の重点的整備を推進します。 推進

○幅３ｍ以上の歩道の県管理道路における整備延長

250km 255km 260km 265km○２３２．０㎞→○２６５．０㎞21 26

○「あんしん歩行エリア」の整備箇所数

9 10 12○７箇所→○１２箇所21 25

箇所 箇所 箇所

○電線類を地中化した県管理道路の延長

○１０．０㎞→○１１．０㎞ ㎞ ㎞21 24 10.5 11.0

●中山間地域の幅員狭小な道路において 待避所整備に加え 対、 、「

向車接近表示システム等」を設置することにより、通行の安 推進

全性、快適性を確保します。

○対向車接近表示システム等設置箇所数

21 22 23 24○１８箇所→○２４箇所21 26

箇所 箇所 箇所 箇所
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工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

１ 三連動地震への的確な対応

●三連動地震に備える「徳島県地震防災対策行動計画」の着実

な推進を図ります。 推進

●東日本大震災を踏まえ、市町村等関係機関とも連携を図り、

ハード・ソフト両面からの減災対策を含めた三連動地震（東 創設 推進

海・東南海・南海地震）の「被害想定・抜本対策」を創設し

ます。

○「被害想定・抜本対策」の創設

○創設23

●国が実施する被害想定を踏まえ 「県津波浸水予測」及び「県、

地震動被害想定」を見直します。 検討・

見直し

●国の三連動地震「対策大綱」策定を踏まえ 「とくしま震災対、

策推進条例（仮称 」を制定します。 検討 制定）

○「とくしま震災対策推進条例（仮称 」の制定）

○制定26

●「とくしま地震防災県民憲章」の理念に基づき 「とくしま地、

震防災県民会議」を中心とした自発的な取り組みを促進しま 推進

す。

２ 地域防災力の強化

●子どもから大人まで幅広い年齢層が参加して地震防災につい

て学ぶ県民の集い「とくしま防災フェスタ」を開催し、防災 推進

意識の向上を目指します。

●県民の防災意識に関する現状を把握・分析し、今後の防災対

策に反映するため、定期的に地震・津波県民意識調査を実施 実施

します。

●県立防災センターにおいて、広く一般に市販されて購入可能

な防災用品を公募・展示することにより、広く県民や自主防 実施

災組織等への防災啓発に役立てます。
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工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●市町村が実施する自主防災組織の結成促進と活動の活性化を

支援するとともに、地域防災推進員を養成するなど地域防災 推進

力の強化・促進を図ります。

○自主防災組織率

○８３．７％→○１００％ ％21 26 90% 93% 96% 100
○市町村単位の自主防災組織連絡会の結成

市町村 市町村 市町村 市町村○８市町村→○全市町村（２４市町村）21 26 12 16 20 24
○４県（三重県・和歌山県・徳島県・高知県）自主防災組

織交流大会の開催

○開催23

○地域防災推進員養成研修会修了者数（累計）

○１５７人→○３００人 人 人 人 人21 26 225 250 275 300
○寄り合い防災講座の開催

○～○年２５０回開催 回 回 回 回23 26 250 250 250 250

、●災害発生時のボランティア活動は極めて重要であることから

災害ボランティア講座等を開催し、県民の理解を深めるとと 推進

もに、ボランティアの力が効果的に発揮されるよう活動環境

の整備を促進します。

○災害ボランティア講習会参加者数（累計）

3 , 5 0 0 4 , 0 0 0 4 , 5 0 0 5 , 0 0 0○２，６４１人→○５，０００人21 26

人 人 人 人

●地震や集中豪雨等による孤立集落の発生に備え、基本となる

孤立化対策啓発冊子を作成するなど、孤立化対策の普及啓発 推進

を図ります。また、災害時に孤立化が予想される集落・地域

の外部との通信手段を確保するため、通信機器等を、市町村

や自主防災組織等が購入する場合に補助するとともに、県・

市町村・住民が協働で通信訓練を行います。

●高齢化が進行する県南部及び県西部圏域において、災害時要

援護者を支援する体制を整備するために、自主防災組織・社 推進

、会福祉協議会等地元と連携をした災害時要援護者支援検討会

避難支援訓練等を開催し、地域防災力の強化を図ります。

●県庁内に自主防災活動組織を創設し、地域の一事業所として

近隣での火災や災害発生時において、人的支援を行います。 検討 創設・

○「県庁消防応援隊（仮称 」の創設 支援）

○創設24
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工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●県南部圏域において、自主防災組織相互間の交流や情報交換

を行う、市町村連絡会の結成を促進するとともに、自主防災 推進

活動に関する相談・助言や防災リーダーの育成等 「南部防災、

館」を活用した自主防災組織の能力向上のための研修・講座

等を実施します。

○「南部防災館」の研修・講座等受講者数（累計）

2 , 1 0 0 3 , 3 0 0 4 , 6 0 0 6 , 0 0 0○ － → ○6，０００人21 26

人 人 人 人

●地すべり防止区域等が多く、土砂災害等により孤立化が発生

する可能性の高い県西部圏域において、孤立時の通信及び交 推進

通の途絶解消に向けて、関係機関と連携し、緊急ヘリポート

及び情報通信網の整備を促進するとともに、孤立への備えを

普及啓発することにより、住民の対応力の強化を図ります。

●防災活動に資する情報収集を目的とした警察の災害情報協力

員（防災ウォッチャー）に対する講習会等を実施し、効果的 推進

な運用を図ります。

３ 災害対応能力の強化

●より実践に即した訓練の実施や、訓練による課題を踏まえ、

災害対策本部及び防災関係機関の応急対処能力の向上等を図 開催

るほか、防災体制の検証を行います。

●府県を越えた広域的な災害に対応するために、関西広域連合

等と一体となって、被災府県への応援調整や災害対応のため 参加

の訓練を実施・参加します。

○「近畿府県合同防災訓練」の本県開催

○開催23

●警察、防災関係機関、地域住民が連携しての各種防災訓練を

実施します。 推進

○官民連携による各種防災訓練の実施

○～○年５０回23 26

４ 地震・津波災害に強いまちづくり

●津波避難困難地域を解消するため、避難路や避難施設の整備

等を進めるとともに、避難路に面した倒壊の危険性がある空 実施

き家やブロック塀等の除去を促進します。また、津波避難タ

ワー等津波避難施設の整備を促進します。

●がけ地の保全に併せて、津波避難困難地域の解消に向けた避

難路や避難場所の整備を推進します。 推進
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工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●一定の地域をカバー（支援）する「拠点避難所」の指定を推

進するとともに 「拠点避難所」となる県立学校等の整備を推 推進、

進します。

●災害時において防災拠点等となる県の施設等について、耐震

化計画に基づき計画的に耐震化を進めます。また、大規模災 推進

害時に、広域医療搬送及び域内搬送の活動拠点となるＳＣＵ

（ステージングケアユニット）の資機材・医療機器等の整備

を図るとともに、災害拠点病院の促進及び災害派遣医療チー

ム（ＤＭＡＴ）の体制整備を進め、災害医療体制の向上を図

ります。

耐震基準に適応した災害等に強い安全な学校施設の整備

○県立高等学校施設耐震化率

75% 80% 85% 90%○６２％→○９０％21 26

○市町村立小中学校施設耐震化率

80% 85% 90% 95%○６４％→○９５％21 26

その他の県有防災拠点施設等の耐震化の推進

○県有防災拠点施設等の耐震化率

75% 80% 85% 90%○６４．３％→○９０．０％21 26

○都市公園施設の防災拠点施設等の耐震化率

90% 100%○７０％→○１００％21 24

○県営住宅の耐震化率

91.3% 91.3% 92.1% 92.1%○９０．３％→○９２．１％21 26

災害医療体制の整備

○災害拠点病院の耐震化率

56% 67% 78% 100%○４４％→○１００％21 26

○ＳＣＵの資機材等の整備

○整備23

○ＤＭＡＴの体制整備

○１３チーム→○２０チーム ﾁｰﾑ ﾁｰﾑ ﾁｰﾑ ﾁｰﾑ21 26 17 18 19 20
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工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●救命救急や防災活動等を支援する緊急輸送道路などのインフ

ラ整備を推進します。 推進

○海岸堤防の耐震調査の実施済海岸数

○７海岸→○１３海岸 海岸 海岸 海岸 海岸21 26 8 10 12 13
○海岸保全施設整備済海岸（地区）数

○３海岸（地区）→○５海岸（地区） 海岸 海岸 海岸 海岸21 26 3 4 4 5
（ ） （ ）（ ） （ ）地区 地区 地区 地区

○緊急輸送道路における重点整備区間（２０箇所）

の改良率

40% 45% 50% 60%○２７％→○６０％21 26

県管理の緊急輸送道路における要耐震橋梁の耐震化率

○１５ｍ以上の橋梁の耐震化率

98% 100%○９８％→○１００％21 24

○１５ｍ未満の橋梁の耐震化率

5% 10%○ － →○１０％21 26

（ ）○南部健康運動公園 防災機能を持ったオープンスペース

の整備（再掲）

○整備中→○多目的広場を含むテニスコートエリアの21 24

整備完了

●水道施設の耐震化がスムーズに実施できるよう市町村に対し

支援を行い 「地震に強い水道」を目指します。 推進、

○水道の基幹管路の耐震適合率

20% 25% 30% 35%○１８．４％→○３５．０％21 26

●津波到達時間の短い県南地域において、夜間停電時にも指定

避難場所へ安全迅速に避難できるよう、ＬＥＤやソーラーシ 推進

ステムを用いた避難誘導灯、自発光鋲、道路照明灯を設置す

る市町を支援するとともに、県管理施設にも設置することに

より、津波避難誘導路の整備を推進します。

○県南地域における県産ＬＥＤ避難誘導施設の設置数

（累計）

○ － →○１００件 件 件 件 件21 26 10 40 70 100
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主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

５ 木造住宅等の耐震化促進

●住宅の倒壊等から助かる命を助けるため、県下の新耐震基準

以前の木造住宅について耐震化の取組を促進します。 推進

○戸別訪問等の実施戸数（累計）

46,000 57,000 68,000 79,000○１９，５００戸→○７９，０００戸21 26

戸 戸 戸 戸

○木造住宅の耐震診断・耐震改修への支援

○～○県民ニーズに１００％対応23 26

○リフォームを伴う「木造住宅の簡易耐震化工事」に対す

る支援制度の創設

○制度創設23

●耐震診断で「倒壊する可能性が高い」と判定された住宅に対

する改修補助、耐震改修アドバイザー派遣及び「住宅耐震改 推進

修促進税制」による支援並びに簡易な耐震リフォームに対す

る支援を行います。

○木造住宅耐震改修等への支援

○～○ 県民ニーズに１００％対応22 26

●特定の民間建築物（一定要件の病院・劇場・百貨店・マンシ

ョン等）の耐震化を目的として、耐震診断、耐震改修などに 推進

対し、事業主体である市町村に助成を行います。

○補助金交付要綱策定市町村数（累計）

5 24 12 18 24 24○ 市町村→○ 市町村21 26

市町村 市町村 市町村 市町村

●県民の利便性を高めるため、耐震相談の充実を図ります。

○相談件数（累計） 推進

1 , 2 0 0 1 , 2 5 0 1 , 3 0 0 1 , 3 5 0○８４１件→○１，３５０件21 26

件 件 件 件

６ 洪水、高潮、土砂災害などによる被害の軽減

●直轄管理河川において 「河川整備計画」に基づき、無堤地区、

の解消に向けた堤防整備や内水対策、長安口ダムの改造等を 促進

促進します。

●洪水被害から県民を守る予防的な治水事業を着実に推進しま

す。 推進

○県管理河川の整備推進（重点整備河川の整備率）

81% 82% 83% 84%○７８％ → ○ ８４％21 26

○正木ダム管理施設の改良

○整備中→○完成21 25
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主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●高潮等による被災から生命・財産を守るために必要な漁港海

岸保全施設等の整備を推進します。 推進

○漁港海岸施設整備済箇所数

○２箇所→○３箇所 箇所 箇所 箇所 箇所21 26 2 3 3 3

●頻発する局地的集中豪雨や津波等に備えた防災情報の充実を

図るとともに、防災情報の発信機能を強化します。 推進

○河川の水位局数

○６７局→○１０４局 局 局 局 局21 26 101 102 103 104
○河川警報装置の設置箇所数

○ － →○６箇所 箇所 箇所 箇所 箇所21 26 3 4 5 6
○潮位情報提供システムの整備

○ － →○６箇所 箇所 箇所 箇所 箇所21 26 3 4 5 6
○河川水位などの防災情報の発信機能強化

○防災情報メール配信開始25

●土砂災害による被害から生命・財産を守るために必要な砂防

・治山施設等を整備し、人家、公共施設等の保全を推進しま 推進

す。

○土砂災害の危険性のある人家の保全数（累計）

22,300 22,500 22,600 22,800○２１，９００戸→○２２，８００戸21 26

戸 戸 戸 戸

●土砂災害警戒区域の指定に伴う説明会などを通じて、土砂災

害に関する防災意識の啓発を図ります。 推進

○土砂災害に関する防災意識の啓発箇所数（累計）

2,200 2,500 2,750 3,000○１，４００箇所→○３，０００箇所21 26

箇所 箇所 箇所 箇所

○災害時要援護者関係施設に係る土砂災害警戒区域の指定

状況

45% 65% 85% 100%○１０％→○１００％21 26

●災害復旧・復興の迅速化を図るため、農林地の適正な管理・

保全に向けた活動を支援します。 推進

○地籍調査の実施市町村数

23 24 24 24○２１市町村→○２４市町村21 26

市町村 市町村 市町村 市町村

○地籍調査事業の進捗率

29% 31% 32% 34%○２７％→○３４％21 26



主要事業実施工程表（ いのちを守るとくしまづくり）3-2
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

７ 異常気象時における事前通行規制区間等の削減

●大雨など異常気象時による事前通行規制区間において、バイ

パスルートの整備を促進します。 促進

9.3○地域高規格道路阿南安芸自動車道（日和佐道路 延長

㎞）の供用率（再掲）

6.2 100%○６７％（一部供用 ㎞、残区間工事展開）21

→○全線供用23

（ ） （ ）○一般国道３２号猪ノ鼻道路 延長 ㎞ の整備 再掲8.4
○工事施工中→○工事施工中21 26

○一般国道３２号改築防災（大歩危工区延長 ㎞）の整2.5
備

○用地買収中→○工事施工中21 26

、 、●中山間地における 地域の生命線となっている道路において

災害時の交通途絶が発生しないよう、危険箇所の整備を推進 推進

します。

○生命線道路の強化率（１０箇所）

55% 65% 75% 80%○２６％→○８０％21 26

●道路構造物の老朽化に備え、橋梁の延命化につながる効率的

な維持管理に取り組みます。 推進

８ 災害時における危険箇所等の周知

●情報表示装置の整備や冠水マップの公表等により、局地的大

雨が発生した場合の道路のアンダーパス部の安全な交通を確 推進

保します。

○アンダーパス部情報表示装置の整備済箇所数

○３箇所→○７箇所 箇所 箇所 箇所 箇所21 26 4 5 6 7



主要事業実施工程表（ くらしを守るとくしまづくり）3-3
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

１ 食の安全・安心の総合的推進

「 」、「 」● 食の安全安心推進条例 徳島県食の安全・安心基本指針

に基づき、生産から消費に至る一貫した食の安全・安心対策 推進

を関係者の相互理解と協力により総合的に推進します。

○「食の安全・安心基本指針」の改定

○改定23

●消費者・事業者・行政が連携して、食の信頼関係を確保する

ため、消費者・事業者の自主的な取組を支援するとともに、 推進

県民参加型の食の安全・安心を推進する事業を展開します。

○「先進的に取り組む事業者」の登録・公表制度の創設

○創設24

○リスクコミュニケーションとしての体験型意見交換会等

参加者数（累計）

5,200 5,700 6,200 6,700○３，６８２人→○６，７００人21 26

人 人 人 人

２ とくしま食の安全・安心ブランドの推進

●履歴管理制度（トレーサビリティシステム）を活用し、ＧＡ

Ｐを導入した県独自の とくしま安 農産物認証制度 により 推進「 」 、２

安全で安心な農産物を供給します （再掲）。

○とくしま安 農産物認証件数（累計）２

○６５件（１，５１８人） 件 件 件 件21 80 100 110 120
→○１２０件（２，８００人）26

●日本農林規格（ＪＡＳ）等の取得により、生産工程が明らか

となった安全で安心な畜産物を供給します。 推進

○ＪＡＳ取得件数（累計）

○１件→○４件 件 件 件 件21 26 2 2 3 4

●ＢＳＥ発生の予防及びまん延防止を図るとともに、食肉とさ

れるすべての牛についてＢＳＥ検査を実施し食肉の安全を確 実施

保します。

○ＢＳＥ全頭検査

○～○継続実施23 26

●家畜伝染病の発生予防及び飼養衛生管理基準の徹底指導によ

り、安全・安心な畜産物の供給を推進します。 推進

○畜産農家の立入検査の実施率

○～○１００％23 26



主要事業実施工程表（ くらしを守るとくしまづくり）3-3
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●「Vサポート関西（関西広域緊急家畜防疫支援獣医師団 （仮）

称 」の常設化による広域的な家畜伝染病防疫体制の推進を図 推進）

ります。

○「Vサポート関西（仮称 」の創設）

○創設23

●地域の実情に即した適正な獣医療の提供を図り、安全・安心

な畜産物の供給を推進します。 推進

○獣医療の提供率

100% 100% 100% 100%○～○１００％23 26

●獣医学生に対し、修学資金の貸与、県獣医師職員勤務機関で

のインターンシップを通じ、家畜伝染病予防、食肉衛生検査 推進

、 、業務等の理解を深めることにより 本県獣医師の確保を図り

食の安全・安心に係る業務を推進します。

○修学資金制度の創設

○創設24

○獣医学生のインターンシップ年間受入人数

○３人→○1２人 人 人 人 人21 26 6 8 10 12

３ 食品表示の適正化

●産地偽装など食品の不適正表示の未然防止を図り、食品表示

の適正化を推進するため、監視体制の充実強化を行います。 推進

○「とくしま食品表示Gメン」の創設

○創設24

●食品関係事業者の表示担当者等に表示関連法令の啓発指導を

行い、事業所における食品表示リーダー養成を推進します。 推進

○食品表示適正化推進員（延べ人数）

○５９５人→○１，０００人 人 人 人 人21 26 760 840 920 1,000

●食品の産地偽装等の問題が相次ぐ中、商品選択に役立つ知識

を消費者に学んでいただく食品表示に関する研修会の開催を 推進

推進します。

○研修会の受講者数（累計）

○ － → ○３００人 人 人 人 人21 26 70 140 220 300

「 」 、●食品に係る関係部局が連携して 広域監視機動班 を編制し

「徳島県食品衛生監視指導計画」に基づき、食品の製造から 実施

販売までの各段階における監視指導の充実強化を行います。

○監視指導件数

15,000 15,000 15,000 15,000○～○１５，０００件／年23 26

件 件 件 件



主要事業実施工程表（ くらしを守るとくしまづくり）3-3
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

４ 消費者自立支援の推進

●消費者問題が一層複雑・多様化する中、消費者目線に立ち、

消費者政策に係る計画の見直しを行うとともに、消費者事故 改定・

に対処するための推進体制を強化し、徳島県にふさわしい、 推進

親しまれ、信頼される消費者行政を推進します。

○消費者基本計画の改定

○改定23

○消費者行政推進本部の設置

○設置23

●消費者の安全や必要な情報を知る権利を確保し、その自立を

支援するため、消費者、ＮＰＯ、行政等のネットワーク構築 推進

。 、による消費者情報センターの機能充実を推進します さらに

消費者と消費者情報センターを結ぶ担い手である「くらしの

サポーター」を対象に、研修会や生産現場の視察、交流大会

の開催を行うなど、活動を強化します。

○「くらしのサポーター」認定者数 人 人 人 人250 280 320 350
○１９８人 →○３５０人21 26

○「地域版」消費者情報センター機能の創設

○創設24

●消費者情報センターにおいて、相談者の利便性を向上させる 推進

ために相談体制の整備を図るとともに、複雑・多様化する事

案や専門的な事案への対応など専門相談を推進します。

●消費生活センターの設置をはじめ相談窓口の強化等に取り組

む市町村を支援するとともに、県・市町村間で消費生活に関 支援・ 支援・ 支援・

する情報等の共有を行う「徳島県消費者情報ネットワーク・ 計画 構築 運用

システム」の構築を図ります。

○消費者情報ネットワークシステムの構築

○構築24

●消費者が安心して住宅のリフォームを行えるよう、専門家に

よる相談を実施します。 実施



主要事業実施工程表（ しっかり医療とくしまづくり）3-4
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

１ 保健医療対策の推進

● 第５次徳島県保健医療計画 及び 徳島県健康増進計画 健「 」 「 （

康徳島２１ 」に基づき、県民本位の医療体制の確立や健康づ 推進 評 価 ・ 推進）

くりを推進します。また、次期「徳島県保健医療計画」及び 策定

「徳島県健康増進計画」を策定します。

「 」 「 」○次期 徳島県保健医療計画 及び 徳島県健康増進計画

の策定・推進

○策定・推進24

●「徳島県がん対策推進条例」の理念に基づき 「徳島県がん対、

策推進計画」の各種施策を実施し、がん対策を総合的、計画 推進 策定 推進

的に推進します。

また、次期「徳島県がん対策推進計画」を策定します。

○次期「徳島県がん対策推進計画」の策定・推進

○策定・推進24

２ 「総合メディカルゾーン」の整備

●県立中央病院と徳島大学病院の連携による「総合メディカル

ゾーン」を整備し、県民の安心・健康を目指した医療の拠点 推進

化、県民医療の発展を目指した情報、教育の拠点化を推進し

ます。

○小児救急医療拠点病院の整備

○１病院→○２病院21 24

○徳島県に「ドクターヘリ専用機」の導入（再掲）

○導入・運航24

●免震機能やヘリポートを備えた県下の基幹病院として、県立

建築工事 外構工事 全体供用中央病院の改築を実施します。また、隣接する徳島大学病院 開院

との間で、連絡橋の設置や敷地設備の一体的整備を進め 「総、

合メディカルゾーン」としての機能整備を図ります。

○中央病院の改築

○工事着手→○開院21 24

●「徳島がん対策センター」において、県内のがん医療におけ

る在宅医療や、がん患者及びその家族に対する支援を推進し 推進

ます。



主要事業実施工程表（ しっかり医療とくしまづくり）3-4
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●県立中央病院に、リニアック（高精度放射線治療装置）やPE

T－CT装置等のがん治療のための放射線関係機器をはじめ、 推進

最新の高度医療器械を改築に併せて整備し、徳島大学病院と

連携した高度医療診療拠点の形成を図ります。

○中央病院の高度医療対応機器整備

○整備24

３ 災害医療体制の整備

●大規模災害時に、広域医療搬送及び域内搬送の活動拠点とな

るＳＣＵ（ステージングケアユニット）の資機材・医療機器 推進

等の整備を図るとともに、災害拠点病院等における災害派遣

医療チーム（ＤＭＡＴ）の体制整備を進め、災害医療体制の

向上を図ります （再掲）。

○ＳＣＵの資機材等の整備

整備○23
○災害拠点病院の耐震化率

56% 67% 78% 100%○４４％→ １００％21 ○26
○ＤＭＡＴの体制整備

○１３チーム → ２０チーム ﾁｰﾑ ﾁｰﾑ ﾁｰﾑ ﾁｰﾑ21 ○26 17 18 19 20

４ 救命救急医療体制の充実

●「関西広域連合」において共同処理する「広域医療」分野の

事務局として、関西の府県域を越えた広域救急医療連携のさ 策定・

らなる充実に向けた取組を推進します。 推進

○関西広域救急医療連携計画の策定

策定・推進○23

●「総合メディカルゾーン」を拠点に、ドクターヘリを導入し

関西広域連合におけるドクターヘリ及び消防防災ヘリとの相 検討 導入・

互補完を図り、全県下における救急患者の救命率の向上を図 運航

ります。

○徳島県に「ドクターヘリ専用機」の導入

○導入・運航24

○関西広域連合における「ドクターヘリ共同運航」の開始

○開始24

５ がん診療体制の充実

●「がん診療連携拠点病院」等の整備を進めることにより、が

ん診療体制の充実を図ります。 推進

○がん診療連携拠点病院数

○４病院→○６病院 病院 病院 病院 病院22 26 5 6 6 6



主要事業実施工程表（ しっかり医療とくしまづくり）3-4
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

６ 周産期医療体制の充実

●小児救急医療拠点病院の複数化を目指すなど、小児救急医療

体制の充実を図ります。 推進

○小児救急医療拠点病院数

○１病院→○２病院 病院 病院21 24 1 2

●「総合周産期母子医療センター」に加え、新たに「地域周産

期母子医療センター」を設置することにより、周産期医療体 推進

制の強化及び水準の向上を図ります。

○地域周産期母子医療センターの整備箇所数

○ － →○４箇所 箇所 箇所 箇所 箇所21 26 2 3 3 4

７ 精神科救急医療体制の整備

●緊急な医療を必要とする精神障害者等が、迅速かつ適切な医

療を受けられるように、体制整備を進めます。 検討 設置 推進

○「精神科救急情報センター」の設置

○設置24

８ 安全で安心できる医療の提供

●県内における地域医療を守るための仕組みを検討するととも

に、医師修学資金の貸付や夏期地域医療研修の開催などによ 推進

り、地域医療を担う医師等の養成・確保を図ります。

○医師修学資金貸与者（累計） 人 人 人 人30 40 50 60
○１１人 →○６０人21 26

○地域医療研修の参加者数（累計） 人 人 人 人125 150 175 200
○８２人→○２００人21 26

●平成２１年度から平成２５年度の５カ年を計画期間とした 地「

域医療再生計画」を着実に推進し、地域の医療提供体制の充 推進

実を図るとともに、地域間におけるバックアップ体制の確保

を図ります。

○徳島大学に県立病院の診療機能を補完する寄附講座の設

置

○ － →○４講座 講座21 23 4
○医療情報システム（遠隔画像診断等）の構築

○構築25

●県立三好病院の高層棟の耐震改築を実施し、救命救急医療機

能やがん医療機能などの充実を図り、四国中央部の医療の拠 開院建築工事

点にふさわしい病院としての機能整備を図ります。

○三好病院の改築

○工事着手→○開院23 26



主要事業実施工程表（ しっかり医療とくしまづくり）3-4
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●平成２６年度の新県立三好病院の開院にむけて 「がん医療」、

について、従来の「手術療法」や「化学療法」に加え、新た 整備

に「放射線療法」を取り入れることにより 「集学的治療」が、

実施できる体制を整備します。

○徳島県地域がん診療連携推進病院の指定

○指定23

○集学的治療

○整備、実施26

●四国中央部における准看護師の人材育成を行うため、三好病

院の改築に関連して、教育環境の整備を図ります。 整備

○教育環境の整備

○整備26

●県南部の基幹病院である県立海部病院において、徳島大学と

の連携のもと、大学への新たな講座の設置などにより医師確 推進

保等に努め、診療科の拡充を図ります。

○県立海部病院を拠点とする徳島大学の講座数

○１講座→○３講座21 26

●県民の医療に対するニーズの増大に対応するため、看護職員

の養成及び県内定着促進・離職防止 再就業の支援等を行い 推進、 、

需要に見合った看護職員の確保を図るとともに、資質向上に

取り組みます。

○看護職員従事者数（常勤換算）

12,160 12,640○１１，６１０人→○１２，６４０人21 26

人 人

●薬局及び薬店に対し、医薬品の適正な使用のための情報提供

等の指針の策定及び従業員に対する研修の実施を指導し、医 推進

薬品などの安全性対策を推進します。

○指針の策定及び研修の実施率

50% 70% 90% 100%○ － →○１００％21 26

●献血について一層の普及啓発を図るとともに、若年層に身近

なメディア（タウン誌、携帯電話等）を活用した各種啓発を 推進

実施し、献血者の増加を図ります。

○若年層献血者数（１６歳～２９歳）

7,300 7,600 7,900 8,200○７，１８１人→○８，２００人21 26

人 人 人 人

○献血モバイル会員登録者数（累計）

1,400 1,600 1,800 2,000○１，０４４人→○２，０００人21 26

人 人 人 人



とくしまづくり）主要事業実施工程表（ 生涯健康3-5
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

１ 健康寿命の延伸

●「健康とくしま憲章」の普及啓発に努めるとともに 「みんな、

でつくろう！ をキーワードとして 健康とくしま県民会議 推進」 、「 」

を中心に、県民総ぐるみの健康づくり運動を推進します。

「 」 、●地域における住民主体の 健康づくり に対する気運を高め

県民総ぐるみによる「健康とくしま運動」を展開し、健康寿 推進

命の延伸を図ります。

○とくしま健康づくりチャレンジャーの登録（累計）

2 , 5 0 0 5 , 0 0 0 7 , 5 0 0 10,000○ － →○１０，０００人以上21 26

○とくしま健康づくりサポーターの養成（累計） 人 人 人 人以上

○ － →○２００人以上 人 人 人 人21 26 50 100 150 200
以上

●介護予防の普及啓発や介護予防リーダーの養成など、介護予

防に重点を置いた健康づくりを推進します。 推進

○介護予防リーダーの養成者数（累計 （再掲））

○４０５人→○９５０人 人21 26 650 750 850 950人 人 人

●生活習慣の改善を通じて生活習慣病の発症や重症化の予防等

を推進することにより、三大疾病である「がん、心疾患、脳 推進

卒中」の死亡率改善を図ります。

○三大疾病による壮年期死亡率（壮年期人口１０万対）

167.7 165.3 162.8 160.4○１７０．２ →○１６０．４21 26

２ がん対策の推進

●地域連携クリティカルパスの推進等により、身近な地域で本

人の意向を尊重した「がん治療」が受けられる環境づくりを 推進

進めるとともに、がん検診の受診率の向上による死亡者の減

少と治療の初期段階からの緩和ケアの実施によるがん患者及

びその家族の療養生活の質の維持向上を図ります。

○がんの７５歳未満年齢調整死亡率（人口１０万対）

77.7 75.9 74.2 72.4○７８．５ →○７２．４21 26

○がん検診受診率の向上

⑲胃２３．５％、大腸１８．０％、肺２０．２％、

50%乳房１７．０％、子宮１９．０％→○すべて５０％26



健康とくしまづくり）主要事業実施工程表（ 生涯3-5
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

３ 糖尿病対策の推進

●県民一人ひとりの主体的な健康づくりを支援する「みんなで

つくろう！健康とくしま県民会議」を中心とした、県民総ぐ 推進

るみの健康づくり運動を推進すること等により、糖尿病の死

亡率が高い本県の状況改善を図ります。

○健康とくしま応援団への加入数（累計）

880 920 960 1000○８２６事業所 →○１，０００事業所21 26

事業所 事業所 事業所 事業所

○糖尿病の標準化死亡比

○～○ 全国最下位からの脱出23 26

○「阿波踊り体操」の普及事業所数（累計）

305 320 335 350○２７５事業所 →○３５０事業所21 26

事業所 事業所 事業所 事業所

●健康づくりの両輪である「食生活」と「運動」の両面から効

果的・効率的な健康づくりを推進します。 推進

○ウォーキング・ラリーへの参加者数（累計）

2,000 3,000 4,000 5,000○ － →○５，０００人21 26

人 人 人 人

４ 歯科保健の充実

●「とくしま歯科保健推進条例（仮称 」を制定し、県民の「歯）

・口腔」の健康づくりに関する施策を総合的かつ計画的に推 制定 推進

進します。

○「とくしま歯科保健推進条例（仮称 」の制定）

○制定23

●「徳島県歯科保健推進条例（仮称 」の制定を契機として、フ）

ッ化物塗布推進等による乳幼児のむし歯予防や妊婦の歯周疾 推進

患の改善を一層推進し、県民が日常生活において自ら歯・口

腔の健康づくりに取り組むことを促進します。

○３歳児の一人平均う歯数

○１．１本→○０．９本以下 本21 26 0.9
以下

５ 感染症対策の充実強化

●感染症のまん延を防止するため、感染症の発生動向を早期か

つ的確に把握、分析し、地域に情報発信を行うとともに、適 推進

切な医療を行うための体制整備を進めます。



健康とくしまづくり）主要事業実施工程表（ 生涯3-5
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●新型インフルエンザ対策として、県民への迅速・的確な情報

提供、診療体制の整備、抗インフルエンザ薬の確保、ワクチ 推進

ン接種対応等、年間を通じた対応を推進します。

●ウイルス性肝炎の早期発見・早期治療のため、検査・治療体

制の充実を図るなど、肝炎対策を推進します。 推進

６ 自殺対策の推進

●「徳島県自殺者ゼロ作戦」に基づき、行政及び民間団体にお

ける相談機能の強化や連携体制の構築等により、自殺予防を 推進

強力に推進するとともに 「徳島県自殺予防サポーター （ゲ、 」

ートキーパー、傾聴ボランティアなど自殺予防、傾聴の研修

受講者）を新たに養成し、地域における自殺対策の推進を図

ります。

○自殺予防サポーター養成数（累計）

1,000 2,000 3,000 4,000○ － →○４，０００人21 26

人 人 人 人

７ ひきこもり対策の推進

●ひきこもりに関する相談業務や啓発活動を行うなど、ひきこ

もり状態にある本人や家族の支援を行います。 推進

８ 健康増進のための基盤整備

●健康増進はもとより、環境に優しく、渋滞対策としても有効

な自転車の利用促進を図ります。 推進

○サイクル・アンド・ライドの社会実験の実施

○実施26

●徳島の自然環境を生かした吉野川沿いと海岸線を結ぶコース

（Ｔライン）や、道の駅を起点としたサイクリングコースを 推進

設定し、身近で心地よく、利用しやすい環境をつくります。

○Ｔラインのルート設定

○ルート設定24

○Ｔラインの休憩施設

○ － →○４箇所 箇所 箇所21 26 2 4
○Ｔラインを利用したサイクルイベントの開催

○開催26

○道の駅を起点とした周遊コースの設定

○ － →○４箇所 箇所 箇所 箇所21 26 2 3 4



健康とくしまづくり）主要事業実施工程表（ 生涯3-5
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●県民の健康増進を図るため、東環状大橋（仮称）を中心とし

た散歩周遊コースの整備を推進します。 整備 完成

○東環状大橋（仮称）を中心とした周遊コース案内板等の

整備（再掲）

○完成24

●魅力的な景観や散策路に恵まれた都市公園を活用した 「健康、

増進」を主眼とする周遊コースづくりを推進します。 推進

○周遊コース設定公園数（累計）

○ － →○４箇所 箇所 箇所 箇所 箇所21 26 1 2 3 4



主要事業実施工程表（ 環境首都・先進とくしまづくり）4-1
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

１ 環境施策等の総合的展開

●「徳島県環境基本条例」の基本理念を踏まえ、本県の環境に

関する将来像を示し、その実現に向けた基本的な目標や方策 準備 改定 推進

を明らかにする「徳島県環境基本計画」を改定し、県民を挙

げて推進します。

○「徳島県環境基本計画」の改定

○改定25

●地球温暖化対策を総合的・計画的に推進するため 「徳島県地、

球温暖化対策推進条例」の適切な運用を行います。 運用

●「徳島県地球温暖化対策推進条例」に基づく「地球温暖化対

策推進計画」により、重点プログラムをはじめとした温室効 推進

果ガス削減のための施策を推進します。

○温室効果ガス総排出量

２０２０年段階で１９９０年と比べて２５％削減

２ 地球にやさしい生活・社会活動の推進

●地球にやさしい環境活動を県民を挙げて推進するため、とく

順次拡大しま環境県民会議が中心となって各主体の自主的・積極的な

取組を支援・拡大します。

○高等教育機関との産学民官連携協働事業数（累計）

○ － →○４件 件 件 件 件21 26 2 2 3 4

●地球温暖化対策を推進するための資金融資など、事業者等に

対する経済的支援策の導入を進めます。 推進

●カーボン・オフセットの推進に向け、産学民官が協働し研究

や調査を行うことなどを通じ、モデルづくりや枠組みづくり 推進

を進めます。

●自動車の利用を抑制し、徒歩や自転車・公共交通機関等の利

用を促進する低炭素型の交通体系を構築するため 「サイクル 推進、

・アンド・ライド」をはじめとする「環境首都型通勤」の創

造に向けた取組を推進します。

○民間と産学官による新たな「実証実験」の展開（累計）

○ － →○３箇所 箇所 箇所 箇所21 26 1 2 3



主要事業実施工程表（ 環境首都・先進とくしまづくり）4-1
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●運輸部門における温室効果ガス排出量を削減するため、産学

民官が連携・協働して、電気自動車やプラグイン・ハイブリ 決定・

ッド車等の次世代自動車に関する普及方策を決定し、その普 推進

及を図ります。

○普及方策の決定

○決定23

○県内「急速充電設備（エコスタンド 」設置数（累計））

○１基→○１５基 基 基 基 基21 26 8 10 12 15

●パーク・アンド・ライド、ノーカーデー等の推進により、マ

イカー利用から公共交通機関利用促進への転換を図ります。 推進

「 」 （ ）３ 環境への負荷の少ない 持続性の高い農業 の推進 再掲

●農業生産現場における温室効果ガス（ＣＯ ）の削減に努力す２

る生産者の取組を数値化し可視化する「見える化」を進め、 推進

環境に配慮したブランドを育成するとともに、認知度向上に

向けた啓発を進めます。

○農業分野における「見える化」モデル生産者数（累計）

○ － →○２００戸 戸 戸 戸 戸21 26 100 150 180 200

４ 新エネルギーの普及促進

●産業部門における新エネルギー・省エネルギー対策を促進す

るため、中小企業者における設備導入に向けた取組を推進し 推進

ます。

○新エネルギー等の導入を促進する融資件数（累計）

○１１件→○３０件 件 件 件 件21 26 15 20 25 30

●地域循環システムの構築に向けての体制整備及び風力発電な

ど新エネルギーの導入についての検討を進めます。また、市 推進

町村等における小水力発電導入に関して、技術支援を行いま

す。

●「地域」における「エネルギーの地産地消」を産学民官協働

で支援し、環境分野での新産業や雇用の創出が図られる「実 推進

証・モデル事業」を実施します。

○電力の自給自足「実証・モデル事業」の実施箇所数

（累計）

13 14 15 16○ － →○１６箇所21 26

箇所 箇所 箇所 箇所



主要事業実施工程表（ 環境首都・先進とくしまづくり）4-1
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●農村地域において、再生可能エネルギーを有効活用するため

のモデル地区を選定し 「クリーンエネルギーの地産地消」を 推進、

促進することにより、地域の活性化を図ります。

○再生可能エネルギーの導入モデル地区数

○ － →○２地区 地区 地区 地区21 26 1 1 2

●太陽光発電の導入等により、県管理道路におけるクリーンエ

ネルギー対策を推進します。 推進

○県管理道路における太陽光発電設備設置数

○ － →○１箇所 箇所21 26 1
○電気自動車の充電スタンド設置数

○ － →○８箇所 箇所 箇所21 26 4 8

●自然エネルギー活用の大切さを啓発するため、川口発電所を

始めとした企業局施設に、啓発用設備の展示、既設水力発電 推進

所の見学者通路の整備、太陽光発電設備の設置を行います。

○企業局施設における太陽光発電設備

○１基→○３基 基 基 基 基21 25 2 2 3 3

５ 省エネルギー対策の推進

●省エネルギー・長寿命など環境配慮型の車両用ＬＥＤ式信号

順次拡大灯器の計画的な整備を進めるとともに、ビルや工場の省エネ

対策の推進のため 「ＥＳＣＯ事業」等の普及を図ります。、

事業所における自動車に依存しない取組などを支援し、環境●

配慮型事業所への転換を促進します。 推進

○ エコドライブ推進リーダー 等養成講習会受講者数 累「 」 （

計）

○ ２１人→○９０人 人 人 人 人21 26 45 60 75 90

●省エネルギー対策を推進するため、県管理道路における道路

照明灯等のＬＥＤ化を図ります （再掲） 推進。

○あわ産ＬＥＤ道路照明灯の本格的な導入

○導入23

○ＬＥＤ照明式道路標識等基数

○２基→○１０基 基 基 基 基21 26 4 6 8 10

●利用者が多く啓発効果が大きい施設の照明設備でＬＥＤラン

プの実証実験を行い 計画的な導入拡大を検討するとともに 実証 検討、 、

二酸化炭素排出量削減に貢献します。 実験

○ＬＥＤ照明設置実証実験（２施設）

○設置23



主要事業実施工程表（ 環境首都・先進とくしまづくり）4-1
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

６ 環境活動の「わ」を拡げる人・地域づくり

●地球温暖化の防止に向け、県民一人ひとりが高い環境意識を

持って行動できるよう、広域的かつ先導的に実践活動を実施 推進

します。

○くらしのエコアドバイザー派遣数

○ － →○２０件 件 件 件 件21 26 10 13 16 20
○環境活動に対する表彰団体等の数（累計）

45 80 115 150○２４団体等 →○１５０団体等21 26

団体 団体 団体 団体

●県民主体の活動拠点である「エコみらいとくしま（環境首都

とくしま創造センター 」での取組を促進します。 推進）

○「エコみらいとくしま」来所者数（累計）

○ － → ○１，０００人 人 人 人 人21 26 200 400 700 1,000
○支援イベント数（累計）

○ － → ○１００回 回 回 回 回21 26 20 40 70 100

●県民共通の指針・規範である「環境首都とくしま憲章」の県

民、事業者、行政などあらゆる主体への普及や、これに基づ 推進

く自発的な取組を促進します。

○「環境首都とくしま憲章」の県民への浸透度

75% 85% 95% 100%○６９．０％→○１００％21 26

●学校における環境学習活動を地域の企業等が支える「環境首

都あどぷと・エコスクール を活用するなど 地域や事業者 推進」 、 、

学校などにおける「とくしま環境学びプラン」に基づく環境

教育・学習の実践を総合的・体系的に推進します。

○環境学習の新規実施件数（累計）

○１５件→○４５件 件 件 件 件21 26 30 35 40 45

●環境学習情報や環境イベントを一元的に集約し 提供する と、 「

くしま環境首都学校」の運営などを通じて、学習機会の提供 推進

を行い、県民の環境学習に対する意欲を増進させることによ

り、県民一人ひとりの自主的・積極的に環境行動・活動を支

援します。

○環境アドバイザー派遣件数

○ ３９件→○４５件 件 件 件 件21 26 40 42 43 45



主要事業実施工程表（ 環境首都・先進とくしまづくり）4-1
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●環境に関する高い意識と行動規範・実践力を持つ人材を養成

するため、各種講座を実施します。 推進

○「とくしま環境学講座」受講者数（累計）

○ － →○１５０人 人 人 人 人21 26 90 110 130 150
○「エコみらいリーダー育成事業」参加親子数（累計）

○ － →○５００人 人 人 人 人21 26 250 350 450 500
○「とくしま環境マイスター」認定者数（累計）

○ － →○５０人 人 人 人 人21 26 20 30 40 50

●体験的・実践的環境学習である「学校版環境ＩＳＯ」を発展

させ、学校と地域がより一層連携し環境学習を行う「新学校 推進

版環境ＩＳＯ（仮称 」の取組を推進します。）

○「新学校版環境ＩＳＯ（仮称 」認証取得校数（累計））

○ － →○２５０校 校 校 校 校21 26 215 220 240 250

●学校施設の屋上緑化やＬＥＤ照明の活用等、学校のエコスク

ール化を図ることにより、学校を拠点とした環境教育を推進 推進

します。

○エコスクール化県立学校数

○３校→○全校展開21 26

●各地域における、すべての主体が一体となった環境の保全・

創造に向けた取組の一層の推進に努めます。 推進

●地域環境の状況や本県における対策、国の動き等を身近で手

軽に理解、認識できるよう、分かりやすい環境情報の提供を 推進

行います。

●「みなみから届ける環づくり会議」において、民間団体、事

業者、研究機関、市町などと連携し、水環境保全活動、竹林 推進

管理や里山整備の活動、ＣＯ 削減に向けた取組を行うなど、２

県南地域に密着した協働型の環境活動を推進します。

○協働型環境保全活動等の実施回数（累計）

回 回 回 回○８回→○２３回21 26 14 17 20 23

７ 県自らの率先的取組

●県独自の環境マネジメントシステムにより 「エコオフィスと、

くしま・県率先行動計画」の効果的・効率的な管理を行うな 推進

ど、環境にやさしい行政運営の徹底を図ります。



主要事業実施工程表（ 環境首都・先進とくしまづくり）4-1
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●「エコオフィスとくしま・県率先行動計画」に基づき、庁舎

の省エネルギー対策などの取組を推進します。 推進

○県の事務及び事業に伴い排出される温室効果ガス総排出

量

2% 3% 4% 5%○５％削減（平成２０年度比） △ △ △ △26

●県内における次世代自動車の普及に向け、多くの公用車を保

有する県自らの率先行動として 「エコオフィスとくしま・県 推進、

率先行動計画」に基づき、次世代自動車の積極的な導入を推

進します。

○県公用車の「エコカー（次世代自動車 」導入比率）

9% 12% 15% 18%○９％→○１８％21 26



主要事業実施工程表（ 循環型社会とくしまづくり）4-2
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

１ 廃棄物の発生抑制・リサイクルの推進

●産学民官で構成する「とくしま環境県民会議」を中心に市町

村や民間企業と連携して、マイバッグ持参の拡大を図り、ラ 推進

イフスタイルの転換を目指す「レジ袋ゼロの日・推進事業」

に取り組みます。

○「レジ袋ゼロの日・推進事業」への取組市町村数

6 10 14 18○３市町村→○１８市町村21 26

市町村 市町村 市町村 市町村

●産学民官で構成する「とくしま環境県民会議」を中心に市町

村や民間企業等と連携して、日常生活における「見える化モ 推進

デル」として「マイバッグでお買い物隊員」の登録数増加を

図ります。

○マイバッグでお買い物隊員数（累計）

800 1,200 1,600 2,000○ － →○２，０００人以上21 26

人 人 人 人

●「徳島県グリーン調達等推進方針」に基づく、環境物品（環

境負荷の低減に資する物品や役務）等の調達を推進し、取組 推進

の強化を図ります。

○環境物品等の調達率

95% 96% 98% 100%⑳８５％～１００％→○１００％（全分野）26

●廃棄物の発生抑制・リサイクル促進のための普及啓発活動を

行います。 推進

○リサイクル率（一般廃棄物）

⑳１８．９％→○２８％27

○１人１日当たりのごみ排出量

⑳９９４ｇ→○８５８ｇ27

○最終処分率（産業廃棄物）

⑳４．５％→○３．３％27

●農村地域の環境保全や資源の有効利用のため、使用済み農業

生産資材について、排出量の抑制を含む適切な処理対策を講 推進

じます。

○使用済み農業用フィルム（各種ビニール類）回収率

92% 96% 98% 100%○８８％→○１００％21 26

●家畜排せつ物をバイオマス資源として効率的に熱利用する方

策などを検討するとともに 肥料として有効利用を図ります 推進、 。

○家畜排せつ物の堆肥化率

94% 95% 96% 97%○９１％→○９７％21 26



主要事業実施工程表（ 循環型社会とくしまづくり）4-2
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●県南部圏域において、コントラクターの育成を図り、かいふ

エコ肥料の散布システムやかいふエコ飼料の生産体制を確立 検討 構築 運用

します （再掲）。

○「かいふエコ肥料」の利用農家数（累計）

○ － →○１８０戸 戸 戸 戸 戸21 26 30 60 90 180

●循環型社会経済システムの構築に向けて 「建設リサイクル推、

進計画」に基づき建設廃棄物のリサイクルを推進します。 推進

、 。●工業用水道事業等の発生土を資源化し 有効活用を図ります

推進

●川口ダム内の流木を資源化し、有効活用を図ります。

推進

２ 環境関連産業の育成

●ゼロエミッションの実現に寄与する環境関連産業の振興を図

るため、産学官による連携に努めるとともにリサイクル施設 推進

整備への支援を行います。

○環境関連産業の立地を促進する貸付金・補助金制度の実

施（累計）

○ １件→○２件 件 件 件 件21 26 1 1 1 2

●リサイクル製品・３Ｒモデル事業所・エコショップ等の認定

・普及を図ります。 推進

○リサイクル製品の認定数

製品 製品 製品 製品○３４製品→○６０製品21 26 44 49 54 60
○３Ｒモデル事業所の指定数

事業所 事業所 事業所 事業所○２３事業所→○４０事業所21 26 29 32 35 40

３ 廃棄物処理施設の整備

●廃棄物の３Ｒを総合的に推進し、生活環境の保全に向けて、

市町村等における「循環型社会形成推進地域計画」の策定を 推進

支援し、一般廃棄物処理施設の整備を図ります。

○次期「循環型社会形成推進地域計画」の策定数

○５計画 計画26 5



主要事業実施工程表（ 循環型社会とくしまづくり）4-2
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

４ 産業廃棄物処理の適正化

●産業廃棄物の排出事業者や処理事業者等への立入検査や調査

を実施し、適正処理に向け、監視・指導を行います。 推進

（ ）○徳島県不法投棄等撲滅啓発リーダー研修受講者数 累計

○ ５０８人→○１，０００人 人 人 人 人21 26 700 800 900 1,000
○企業との連携による不法投棄監視協力企業等（累計）

12 14 16 18○ ８企業・団体→○１８企業・団体21 26

企業・団体 企業・団体 企業・団体 企業・団体

●優良な産業廃棄物処理業者の育成に向け、業者に対する法知

識・処理技術の研修を行います。 推進

○産業廃棄物適正処理講習会受講者（累計）

900 1,000 1,100 1,200○ ６８１業者→○１，２００業者21 26

業者 業者 業者 業者

●不適正処理されれば県民に健康上の被害や不安を生じさせる

恐れのある特別管理産業廃棄物の適正処理を徹底するため、 推進

業者に対する専門的な講習会を行います。

○特別管理産業廃棄物適正処理講習会受講者（累計）

600 700 800 900○ ４０３業者→○９００業者21 26

業者 業者 業者 業者



主要事業実施工程表（ 安全で快適なとくしまづくり）4-3
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

１ きれいな水環境づくりの推進

●全国に誇れる「徳島きれいな水環境」の創造に向け、各種施

策を推進します。 推進

○汚水処理人口普及率

52% 53% 54% 55%○４７．６％→○５５％21 26

○小・中学校に出向いての出前講座の開催数

○２１回→○３０回 回 回 回 回21 26 24 26 28 30
○アクアきらら月見ヶ丘（旧吉野川浄化センター）の

見学者数

○１２１人→○１８０人 人 人 人 人21 26 135 150 165 180

●旧吉野川流域地区における流域下水道事業を推進するととも

に、市町村が実施している公共下水道の早期供用（接続を含 推進

む）を図ります。

○公共下水道による処理人口

123 125 129 131○１１１，０３２人→○１３１，０００人21 26

千人 千人 千人 千人

●農村部での水質保全や快適な生活環境を維持・向上するため

農業集落排水施設の保全を図ります。 推進

○処理施設の保全（機能強化）地区数

○４地区 → ○９地区 地区 地区 地区 地区21 26 6 7 8 9

●市町村が実施する合併処理浄化槽の整備を促進します。

○合併処理浄化槽による処理人口 推進

255,400 262,600 269,800 277,000○２４０，９７７人→○２７７，０００人21 26

人 人 人 人

●浄化槽整備や維持管理に係る普及啓発を実施します。

○浄化槽法定検査受検率 実施

47.5% 50.0% 52.5% 55.0%○４０．５％→○５５．０％21 26

●浄化槽の適正な維持管理のため一括契約制度の普及に取り組

み、導入意欲のある市町村を支援し、導入を加速します。 推進

○「浄化槽維持管理一括契約制度」導入市町村数

3 5 7 10○ － →○１０市町村21 26

市町村 市町村 市町村 市町村

２ 河川・海等の環境対策の推進

●生活排水対策などに向けた県民による自主的な活動の支援や

意識啓発を実施します。 推進



主要事業実施工程表（ 安全で快適なとくしまづくり）4-3
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●河川の浚渫による底泥の除去などの浄化対策を推進します。

○河川の浚渫土量（累計） 推進

91,000 91,200 91,500 92,000○８５，７００ｍ → ○９２，０００ｍ21 263 3

3 3 3 3m m m m

●地域住民と協働し、海ごみの除去等を進め 「美しい徳島の海、

づくり、渚づくり」を推進します。 推進

○掃海 実施面積（累計）＊

180 210 240 270○ １２０ｋ㎡－ →○２７０ｋ㎡21 26

ｋ㎡ ｋ㎡ ｋ㎡ ｋ㎡

●開発行為等に伴って発生する土砂等の埋立て等について、許

可制などの規制を行い、土砂等の埋立て等による土壌汚染及 推進

び水質汚濁並びに災害の発生を防止し、県民の生活の安全確

保に取り組みます。

３ 大気・水環境等の保全

●事業所排水による汚濁負荷の総量を計画的に抑制し、海・川

における良好な水質環境を保全します。 推進策定・推進

○第７次総量削減計画

○策定23

○水質環境基準の達成状況（海域）

100% 100% 100% 100%○９１％→○１００％21 26

●事業所等の監視・測定を効率的に実施することにより、本県

の良好な大気環境の保全に努めます。 推進

○工場・事業場等のばい煙排出規制の適合状況

100% 100% 100% 100%○～○１００％を維持23 26

○大気汚染に係る環境基準達成状況（二酸化窒素）

100% 100% 100% 100%○～○１００％を維持23 26

，●アスベスト除去等工事に対する事前指導を徹底するとともに

工事現場への立入指導等を実施することにより，大気環境中 推進

へのアスベストの飛散防止を図ります。

●アスベストによる被害を未然に防止するため、民間建築物所

有者が行うアスベスト含有調査や除去工事に対し支援を行い 実施

ます。

○補助を行った民間建築物数（累計）

施設 施設 施設 施設○４施設→○１４施設21 26 7 10 12 14



主要事業実施工程表（ 安全で快適なとくしまづくり）4-3
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

４ 総合的な化学物質対策の推進

●化学物質の漏洩防止や危機管理体制の構築など、大規模事業

所等を中心に整備が進められた災害時対策について、その検 推進

証と見直しを促し、化学物質による二次被害の発生を防ぎま

す。

●県民と事業者間の信頼関係を構築するため、リスクコミュニ

ケーションを推進します。 推進

５ 環境への負荷の少ない「持続性の高い農業」の推進

●化学肥料・化学農薬の使用低減や施設園芸等の省エネ・省コ

スト・省ＣＯ 技術の導入に取り組む生産者を育成・支援しま 推進２

す （再掲）。

○エコファーマー認定数

1,300 1,400 1,450 1,500○１，１６４人→○１，５００人21 26

人 人 人 人

●農業生産活動に由来する環境への負荷の低減を図り、環境に

配慮したブランドを育成するため、有機農業に取り組む生産 推進

者を育成・支援します （再掲）。

○有機農業の推進体制整備市町村数

10 16 20 24○４市町→○全市町村21 26

市町村 市町村 市町村 市町村

○有機農業実践モデル地区数

4 8 10 12○３地区→○１２地区21 26

地区 地区 地区 地区

●農業生産現場における温室効果ガス（ＣＯ ）の削減に努力す２

る生産者の取組を数値化し可視化する「見える化」を進め、 推進

環境に配慮したブランドを育成するとともに、認知度向上に

向けた啓発を進めます。

○農業分野における「見える化」モデル生産者数（累計）

○ － →○ ２００戸 戸 戸 戸 戸21 26 100 150 180 200

●安全・安心で環境にも配慮した産地づくりに向け、ＩＰＭ技

術の確立・普及を推進します。 推進

○ＩＰＭ実践生産者戸数（累計）

○７０戸 →○２５０戸 戸 戸 戸 戸21 26 140 180 220 250



主要事業実施工程表（ 安全で快適なとくしまづくり）4-3
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●生産性の向上や飼料自給率の向上など、新たにチャレンジす

るモデル的な取り組みを支援し、持続的で地球環境にやさし 推進

い畜産の導入を推進します。

○チャレンジモデルの取組数（累計）

○２モデル →○１２モデル ﾓﾃﾞﾙ ﾓﾃﾞﾙ ﾓﾃﾞﾙ ﾓﾃﾞﾙ21 26 6 8 10 12
ﾞ

６ 地域の良好な景観づくり

●景観行政団体となった市町村へ景観の専門家である「景観

アドバイザー」を派遣し、地域住民の景観に対する意識を高 推進

めるための講習会やワークショップを開催するなど、景観づ

くりのリーダーとなる人物や団体の育成を図り 市町村の 景、 「

観計画」策定を推進します。

○景観計画策定団体

○１団体→○５団体 団体 団体 団体 団体21 26 2 3 4 5

●住民と行政が協働で道路景観の向上を図り、地域の歴史・文

化や自然を活かした地域づくりを支援する「とくしま風景街 推進

道」の取組を推進します。

○「とくしま風景街道」ルート数

○４ルート→○６ルート ﾙｰﾄ ﾙｰﾄ21 26 5 6

●「四国のみずべ八十八箇所」のＰＲを行うとともに、八十八

箇所以外の番外箇所の新たな掘り起こしを行い、ルートマッ 推進

プを作成して県内外へ「徳島のみずべ」の魅力を情報発信し

ます。

○ルートマップの作成

○作成26

●地域の自然環境やまちなみと調和した良好な地域景観が形成

されるよう、景観に配慮した公共事業を実施します。 推進

○電線類を地中化した県管理道路の延長（再掲）

○１０．０㎞→○１１．０㎞ ㎞ ㎞21 24 10.5 11.0
○木製（間伐材）ガードレール等の設置延長

5,500m 6,000m 6,500m 7,000m○４，７４３ｍ→○７，０００ｍ21 22

○公共施設緑化実施済箇所

145 148 151 154○１３９箇所→○１５４箇所21 26

箇所 箇所 箇所 箇所



主要事業実施工程表（ 安全で快適なとくしまづくり）4-3
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●ひょうたん島周辺の既存観光資源を中心とした水上ネットワ

ークの構築や回廊整備により、中心市街地から新町川河口ま 推進

での活性化及び観光振興を図ります。 （再掲）

○「ひょうたん島回廊」の整備（未整備区間）

○着手26

○水上ネットワークの構築

○構築26



主要事業実施工程表（ 自然共生社会とくしまづくり）4-4
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

１ 生物多様性の確保

●貴重な自然や絶滅危惧種等を守るために、環境団体や県民と

の協働により、本県の生態系の特性を活かした徳島ならでは 準備 策定 推進

の「生物多様性地域戦略」の策定を行います。

○徳島県版生物多様性地域戦略の策定

○策定24

●全国に誇る本県の豊かな自然を守るとともに、植物や水生生

物等の稀少野生生物を保護するため、民間団体や県民との連 推進

携、協働により 「徳島県希少野生生物の保護及び継承に関す、

る条例」の適切な運用を推進します。

○指定希少野生生物の指定数 種 種 種 種16 19 21 23
○１０種→○２３種21 26

○希少野生生物保護区の指定箇所数（累計） 箇所 箇所2 3
○１箇所→○３箇所以上21 26

、 、●自然生態系が消失・変容した自然公園地域において 専門家

ＮＰＯ、地域住民等の参加の下、損なわれた自然の再生・修 推進

復を図ります。

○自然を再生する事業の実施地区数（累計）

○２箇所 →○４箇所 箇所 箇所 箇所 箇所21 26 3 3 4 4

●県南部圏域において、環境変化により消失・変容の恐れが

ある自然公園地域内の生態系や貴重な自然資源を保全する 推進

ため、地元市町、ＮＰＯ、地域住民と連携して保護活動を

行います。

○海洋生物多様性を消失させる有害生物の駆除活動参加者

数

○～○１００人／年23 26

●民間の協力を基に、県南地域の自然林から採集した広葉樹の

種子を育苗・植樹して自然再生を目指す「どんぐりプロジェ 推進

クト」を推進します。

○「どんぐりプロジェクト」による育苗本数（累計）

37,000 40,000 43,000 46,000○３１，０００本 →○４６，０００本21 26

本 本 本 本



主要事業実施工程表（ 自然共生社会とくしまづくり）4-4
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

２ 生態系に配慮した野生鳥獣の適正管理

●野生鳥獣と人との共生を図るため、適正な保護管理を推進し

ます。 推進

○ニホンジカモニタリング調査

○～○毎年調査21 26

○ニホンジカ捕獲数

3,800○３，５５７頭／年→○３，８００頭／年21 23

頭／年

○イノシシ捕獲数

6,000○４，３４２頭／年→○６，０００頭／年21 23

頭／年

○次期「徳島県特定鳥獣保護管理計画（ニホンジカ・イノ

シシ 」の策定）

○策定23

、●野生鳥獣の適正管理の担い手である狩猟者を確保するために

県・市町村・警察・自衛隊等のＯＢに対し、狩猟免許取得を 推進

要請するとともに、研修会やイベントなどあらゆる機会を通

じてＰＲすることにより、狩猟免許試験の受験者及び新規合

格者の増加を図ります。

○狩猟免許新規合格者数

170 175 175 180○７４人／年→○１８０人／年21 26

人／年 人／年 人／年 人／年

●剣山山系などの希少な野生植物等を保護するために、ニホン

ジカ食害防止の樹木ガード等を設置します。 推進

○樹木ガード等の設置数

○４００本→○８００本 本 本 本 本22 26 500 600 700 800

●剣山周辺地域におけるニホンジカの食害被害対策を効果的に

行うため 「剣山地域ニホンジカ被害対策協議会」を開催する 推進、

、 。など 希少な野生植物等の保護や植生の回復に取り組みます

●外来種についての基礎調査を行うことにより、生態系の保全

や農林水産業への被害の防止を推進します。 推進

○特定外来種（アライグマ・アルゼンチンアリ・オオクチ

バス・ブルーギル等）の生息状況を明らかにするための

調査

○～○毎年調査23 26



主要事業実施工程表（ 自然共生社会とくしまづくり）4-4
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

３ 農林水産物への鳥獣被害防止対策

●サルの被害に対する取組を計画的に進めるために、群れの

行動を把握するためのテレメトリー調査を推進します。 整備

○テレメトリー調査実施市町村（累計）

7 8 9 10○２市町村→○１０市町村21 26

市町村 市町村 市町村 市町村

●農林漁業の生産活動を促進するため、サル・イノシシ・シカ

・カワウなどの鳥獣被害対策を総合的に進めます。 推進

○市町村被害防止計画の策定数（累計）

18 19 20 21○１６市町村→○２１市町村21 26

市町村 市町村 市町村 市町村

○集落等で取り組んだ防止施設等の整備件数（累計）

○２７３件→○３４０件 件 件 件 件21 26 285 300 320 340
○イノシシ・シカの処理加工施設数

○ － →○３施設 施設 施設 施設 施設21 25 2 2 3 3
○モンキードッグ育成頭数

○１７頭→○２８頭 頭 頭 頭 頭21 26 22 24 26 28
○広域連携によるカワウ被害防止対策取組河川数

○ － →○６河川（県下全主要河川） 河川 河川 河川21 26 6 6 6

●野生鳥獣の処理加工施設を拠点に、地元の料理店を中心にジ

ビエ料理を扱う料理店を増やし、消費拡大を図ります。 推進

「 （ ）」 （ ）○ うまいよ！ジビエ料理店 仮称 の認定店舗数 累計

○ － →○３０店舗 店舗 店舗 店舗21 26 10 20 30

４ 自然公園等の保護と利用の増進

●本県の優れた自然景観等を有する自然公園などについて、自

然景観等の保護や利用の増進を図るため、施設整備を行いま 推進

す。

○登山道と四国のみちの再整備ルート数（累計）

○７ルート→○１３ルート ﾙｰﾄ ﾙｰﾄ ﾙｰﾄ ﾙｰﾄ21 26 10 11 12 13

５ 自然環境に配慮した公共事業の推進

●「徳島県公共事業環境配慮指針 「徳島県田園環境配慮マニ」、

ュアル」等に基づき自然環境に配慮した公共事業を推進しま 推進

す。

●自然豊かな農山村地域において 「徳島県公共事業環境配慮指、

針 「徳島県田園環境配慮マニュアル」等に基づき自然環境 推進」、

に配慮した公共事業を推進します。

○自然環境調査に基づく事業計画策定地区数（累計）

地区 地区 地区 地区○４２地区→○５０地区21 26 45 47 48 50



主要事業実施工程表（ 自然共生社会とくしまづくり）4-4
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●漁場環境に配慮した藻場の造成を推進します。

○藻場造成箇所数（累計 （再掲） 推進）

○６箇所→○１６箇所 箇所 箇所 箇所 箇所21 26 9 12 14 16



主要事業実施工程表（ 豊かな森林とくしまづくり）4-5
も り

工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）
主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

１ 森を支える体制の構築

●管理放棄森林の解消や、国際的な資源争奪戦からの森林保全

に向け、県民や企業・ＮＰＯなど県民総ぐるみで取り組む体 整備 推進

制を構築し、県や市町村の森林取得による公有林化を推進し

ます。

○新しい公共による森づくり推進協議会（仮称）の設置

○設置23

○「徳島森林づくり推進機構（仮称 」の開設）

○開設26

●県営発電所のダム水源地域における環境整備と地域振興に資

するため、公有林化と間伐等を支援します。 検討 創設・

○ダム水源地域における公有林化・間伐等支援制度の創設 支援

○創設24

２ 「とくしま公有林拡大戦略」の展開

●水源をはじめとする環境や防災面で重要な森林について、所

有者の管理放棄や外国資本による買収などに対応するため、 推進

、 。県民共通の財産として取得を進め 適正な保全を推進します

○「とくしま県有林化推進基金（仮称 」の創設）

○創設26

○「公有林化」面積の拡大（累計）

805ha 1,375ha 1,945ha○６３４ｈａ →○１，９４５ｈａ21 25

３ 間伐等による健全な森林の整備

●「健全な森林 「豊かな森林」をつくるため、間伐や針広混交」

林・複層林への誘導、広葉樹林の整備を推進します。 推進

○間伐実施面積（累計）

50 ha 55 ha 58 ha 61 ha○３６千ｈａ → ○６１千ｈａ21 26 千 千 千 千

○針広混交林・複層林の誘導面積（累計）

16 ha 17 ha 19 ha 20 ha○１２，５３７ｈａ → ○２０，０００ｈａ21 26 千 千 千 千

○広葉樹林の整備面積（累計）

650ha 750ha 850ha 1,000ha○５０１ｈａ → ○１，０００ｈａ21 26

４ 適切な森林の管理・保全

●森林の持つ公益的機能を維持し、適切に管理・保全していく

ため、保安林の指定による公的管理や森林整備法人による受 推進

託管理を推進します。

○保安林指定面積（民有林 （累計））

95,150 95,300 95,450 95,600○９４，４４４ｈａ→○９５，６００ｈａ21 26

ha ha ha ha



主要事業実施工程表（ 豊かな森林とくしまづくり）4-5
も り

工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）
主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

５ 県民・企業と協働した森づくり

●森林の重要性をＰＲするとともに、ボランティアや企業・県

民と協働した森づくり活動や、森林のＣＯ 吸収量を活かした 推進２

排出量取引制度の導入を推進します。

○県民参加による植樹など森づくり件数（累計）

○１２件→○６０件 件 件 件 件21 26 30 40 50 60
○カーボン・オフセットに基づく森づくり企業・団体数

（累計）

70 80 90 100○１５企業・団体→○１００企業・団体21 26

企業・団体 企業・団体 企業・団体 企業・団体

○個人寄付金による森づくり箇所数（累計）

○ － →○５箇所 箇所 箇所 箇所 箇所21 26 2 3 4 5
（ ） （ ）○オフセット・クレジット Ｊ－ＶＥＲ 認証面積 累計

311ha 470ha 560ha 650ha○１２９ｈａ→○６５０ｈａ21 26

○関西広域連合における「森林づくりカーボン・オフセッ

ト制度」の創設

○創設26



安心子育てとくしまづくり）主要事業実施工程表（5-1
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

１ 地域の子育て力の充実

●「徳島はぐくみプラン」の県民への浸透を図り、子育て支援

へ参画を促進する普及啓発活動を実施します。 実施

●「徳島県少子化対応県民会議」において、少子化社会対策の

推進に関する協議・検討等を行います。 推進

●「徳島はぐくみ子育て憲章」の普及啓発に努めるとともに、

仕事と子育てが両立し、ゆとりを持って子育てができる社会 推進

づくりを進めます。

●「子育て総合支援センターみらい」が地域の団体と連携し、

高齢者や若者等が子育て支援に参加する 地域子育て応援団 推進「 」

の結成等、地域における住民主体の子育て支援ネットワーク

構築を支援します。

○地域子育て応援団結成団体数

9 11 13 15○３団体→○１５団体21 26

団体 団体 団体 団体

２ 男女の出逢いの場づくり

●「出逢いきらめきセンター」を中心として、官民協働による

男女の出逢いの場づくりを支援します。 推進

○男女の出逢いの場等への参加者数（累計）

6,000 9,000 12,000 15,000○ － →○１５，０００人21 26

人 人 人 人

３ 子育て機能の向上

●徳島の未来を担う若者が、徳島県の現状や人口減少社会の到

来など新たな時代潮流について学習したり、結婚や子育てを 推進

含む自らの将来について語り合う機会を通じて、徳島の未来

に積極的に関わっていけるよう「若者未来創造塾」を開講し

ます。

○「若者未来創造塾」の開講

○開講24

●「子育て総合支援センターみらい」において、子育て関連組

織等の取組を総合的にコーディネートし、子育て環境の向上 推進

を図ります。

○支援対象団体数

410 420 430 440○３９０団体→○４４０団体21 26

団体 団体 団体 団体



安心子育てとくしまづくり）主要事業実施工程表（5-1
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●大型の保育用遊具等を子育て支援団体等に貸し出すことによ

り、地域における子育て支援活動を応援します。 実施

●次代の親となる世代に子育てに関する知識について、大学と

の連携を図り、学習やふれあい体験の機会等を提供し、次代 推進

を担う親づくりを推進します。

●ひとり親家庭等が自立し、安心していきいきと子育てができ

る環境づくりを目指した「徳島県ひとり親家庭等自立促進計 推進

画」の着実な推進を図ります。

●児童福祉業務に携わる人材の育成を総合的に図ります。

○研修会受講者数 推進

○～○毎年２，０００人23 26

●すべての子どもに適切な保育を保障し、質の高い幼児教育を

提供できる環境を整えます。 推進

○待機児童の解消

○３０人→○０人 人 人 人 人21 26 0 0 0 0

●昼間に保護者が家庭にいない児童に適切な遊びと生活の場を

順次拡大確保する放課後児童クラブの拡充を図ります。

○放課後児童クラブの設置数（累計）

144 144 146 146○１３２クラブ→○１４６クラブ21 26

クラブ クラブ クラブ クラブ

●地域にある保育所等を利用して、育児相談に応じたり、子育

順次拡大て情報の提供、子育てサークル・ボランティアの育成、支援

等を進めます。

○地域子育て支援センターの設置市町村数

22 22 24 24○２２市町村→○全市町村21 26

市町村 市町村 市町村 市町村

●子育てをしている家庭にとってニーズの高い一時預かり・特

順次拡大定保育などの保育サービスの拡充を図ります。

○「一時・特定保育」実施市町村数

19 20 22 24○１６市町村→○全市町村21 26

市町村 市町村 市町村 市町村



安心子育てとくしまづくり）主要事業実施工程表（5-1
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●地域の企業や事業所の応援による子育て支援運動を推進する

とともに、関西等で実施されている同種事業との相互利用が 推進

できるよう広域的な取組を進めます。

○「Ｇｏ！Ｇｏ！くっつき隊応援し隊」協賛店舗等数

25,000 26,000 27,000 28,000○６，５９２事業所→○２８，０００事業所21 26

事業所 事業所 事業所 事業所

●男性の育児参加を促進することこそ、早急に取り組むべき効

果的な少子化対策であるとの認識のもと、日常的に育児を楽 創設・

しんでいる男性を、本県ならではの趣向を凝らした「とくし 推進

まイクメン大賞」として表彰することにより、男性が積極的

に育児に関わることのできる社会環境を醸成します。

○「とくしまイクメン大賞」の創設

○創設24

●仕事と子育てを支援するため 「ファミリー・サポート・セン、

ター」の設置を促進するとともに、設置が困難な市町に対す 推進

る本県独自の工夫を盛り込み 「ファミリー・サポート・サー、

ビス」を全県に整備します。

○「ファミリー・サポート体制」整備市町村数

18 20 22 24○１３市町村→○全市町村21 26

市町村 市町村 市町村 市町村

●病児・病後児保育事業の推進とあわせ、看護協会及びファミ

リー・サポート体制等との連携による、病児病後児サポート 整備

事業の実施により全県的な病児病後児の受入環境を整備しま

す。

○病児病後児保育実施市町村数

13 16 20 24○９市町村→○全市町村21 26

市町村 市町村 市町村 市町村

４ 次世代育成支援のための経済的負担の軽減

●不妊治療の経済的負担の軽減のために不妊治療費について助

成します。 推進

○不妊治療費助成件数（累計）

2,300 2,700 3,100 3,500○１，５１７件→○３，５００件21 26

件 件 件 件

●子育て家庭の経済的負担を軽減するために、全国トップクラ

スとなる乳幼児等の医療費助成を実施します。 推進

○全国トップクラスとなる乳幼児等医療費助成制度の対象

○小学校３年修了まで→○全国トップクラスの堅持21 26



安心子育てとくしまづくり）主要事業実施工程表（5-1
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●勤労者向け協調融資制度において、子育てを行う勤労者の教

育資金等の低利融資を行うことにより、経済的負担の軽減を 推進

図ります。

５ 要保護児童対策の推進

●要保護児童対策地域協議会を活用し、必要な支援を実施する

ことにより 児童虐待の早期発見・早期対応を図るとともに 推進、 、

虐待防止に向けた普及啓発を図ります （再掲）。

○「養育支援訪問事業」実施市町村数

18 20 22 24○１３市町村→○全市町村21 26

市町村 市町村 市町村 市町村

●様々な事情により家庭で育てられない子どもに対して、児童

福祉施設や里親制度を活用し、より家庭的な環境での養育を 推進

図ります。

○里親委託率

9.4% 9.6% 9.8% 10.0%○８．９％→○１０．０％21 26

６ 「ワーク・ライフ・バランス」の展開

●県内企業等への戸別訪問やセミナーなどを実施し、中小企業

等における「一般事業主行動計画」の策定や「ポジティブ・ 推進

アクション」の積極的な取組を促進することにより、仕事と

子育て等が両立するための環境整備を進めます。

○一般事業主行動計画策定・届出事業所数（累計）

100 220 230 240 250( 人以下の事業所)

○１４９事業所→○２５０事業所 事業所 事業所 事業所 事業所21 26

●企業等に対しセミナーやアドバイザー派遣などを行い、事業

所内保育施設の設置をはじめ、仕事と子育て等が両立ができ 推進

る環境整備の取組を支援するとともに、両立支援に積極的な

企業等を認証することにより、企業等における次世代育成の

取組を促進します。

○「はぐくみ支援企業」認証事業所数（累計）

125 150 175 200○８４事業所→○２００事業所21 26

事業所 事業所 事業所 事業所



主要事業実施工程表（ 高齢者活き活きとくしまづくり）5-2
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

１ 高齢者対策の推進

●高齢者が「生涯現役」として、生きがいを持って生活できる

よう 生きがいづくり や 社会参加 を支援するとともに 策定 推進「 」 「 」 、

住み慣れた地域で安心して暮らせる環境づくり等を進めてい

くため 「第５期徳島県高齢者保健福祉計画・介護保険事業支、

援計画（とくしま長寿プラン 」を策定し、高齢者対策を推進）

します。

○計画の策定

○策定23

２ 地域福祉のリーダーの養成

●高齢者自身が生きがいを持って豊かな高齢期を創造できるよ

順次拡大う生きがいづくりを支援するとともに、地域福祉を推進する

リーダーを養成します。

○生きがいづくり推進員の活動延べ日数

○２００日→○７００日 日 日 日 日21 26 400 500 600 700
○シルバー大学院における資格取得者数（累計）

○４６５人→○９００人 人 人 人 人21 26 600 700 800 900

●県立総合大学校（シルバー大学校）の特別講座に「健康づく

りサポーター」の「上級者」を育成する「指導者認定講座」 新設・

を新設します。 推進

○「健康寿命！長寿県とくしま」指導者認定講座の新設

○新設24

●高齢者の生きがいづくりを推進するとともに、本県の様々な

魅力等を発信できる人材を養成します。 開設 推進

○高齢者における観光ボランティアガイドの養成者数

（累計）

○ － →○１２０人 人 人 人 人21 26 30 60 90 120

３ 「生涯現役」の「元気高齢者づくり」の推進

●高齢者に生涯学習の機会をさらに多く提供するため、全県Ｃ

ＡＴＶ網を活用し 「自宅に居ながら講座が受講」できる高齢 開設 推進、

者向けの講座を開設します。

○「活き活きシニア（仮称）放送講座」の開設

○開設23

●県健康福祉祭等の充実により、高齢者のスポーツ及び文化活

動の推進を図ります。 推進

○県健康福祉祭等のスポーツ及び文化交流大会の参加者数

○２，４６４人→ ○４，０００人 人 人 人 人21 26 2,900 3,400 3,700 4,000



高齢者活き活きとくしまとくしまづくり）主要事業実施工程表（5-2
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●県健康福祉祭に地域における高齢者が参加しやすい環境を整

備するとともに、高齢者の生きがいと健康づくりをさらに推 開催・

進し、より多くの「元気高齢者づくり」を目指すため、新た 推進

に「県南部、県西部サテライト大会」を開催します。

○県健康福祉祭の県南部、県西部サテライト大会の開催

○開催24

●高齢者の生きがいや健康づくりを促進するため、地域で活躍

している高齢者等を登録し、顕彰する制度を新たに創設しま 導入・ 推進

す。 推進

○「活き活きシニア登録制度」登録者数（累計）

○ － →○３００名 名 名 名 名21 26 75 150 225 300

●働く意欲を持つ高齢者にその経験と能力を活かした就業の機

順次拡大会の確保・提供を行い 高齢者の生きがいを高めるとともに、 、

地域社会の活性化を図ります。

○「シルバー人材センター」の就労延人日数

○５０万人日→○５７万人日 万 万 万 万21 26 5 1 53 5 5 5 7
人日 人日 人日 人日

４ 介護基盤の整備

●介護サービスの公平で円滑な提供を図るため、介護支援専門

員等の人材養成に取り組みます。 推進

○介護支援専門員の養成者数（累計）

5,300 5,500 5,700 5,900○４，９７２人→ ○５，９００人21 26

人 人 人 人

●介護サービス従事者の研修等を通じ、介護サービスの質の向

上を図ります。 推進

○介護サービス従事者の研修参加者数

4,550 4,700 4,900 5,100○４，３９４人／年→○５，１００人／年21 26

人 年 人 年 人 年 人 年/ / / /

●「徳島県介護実習・普及センター」等において、中高生が介

護の知識を学び 「介護体験」ができる講座を実施します。 推進、

○中高生のための「介護講座」参加者数（累計）

○ － →○２４０人 人 人 人 人21 26 60 120 180 240



高齢者活き活きとくしまとくしまづくり）主要事業実施工程表（5-2
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

５ 高齢者の身体機能に応じた住宅改修等の推進

●要援護高齢者等が住み慣れた自宅で安心して生活が継続でき 推進

るよう、高齢者等の身体機能に応じた住宅改修等の推進を図

ります。

○高齢者等住宅改修等給付（助成）件数

2,800 2,800 2,800 2,800○～○２，８００件／年23 26

件 年 件 年 件 年 件 年/ / / /

６ 高齢者虐待防止の推進

●高齢者に対する虐待を防止し、高齢者の尊厳の保持を図るた

め、虐待防止に向けた普及啓発を図ります。 推進



主要事業実施工程表（ 障害者活き活きとくしまづくり）5-3
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

１ 障害者の自立支援の推進

●「徳島県障害福祉計画」に基づき、障害者施策の総合的かつ

策定・推進 策定・推進計画的な推進を図り、障害者の地域での自立を支援します。 推進

○障害福祉計画の策定・推進

○・○「徳島県障害福祉計画」の策定・推進23 26

●障害者に対し総合的な支援を行うための相談支援体制の充実

順 次 育 成を図ります。

○障害児に対する療育相談件数（累計）

2,700 2,900 3,200 3,500○２，２３８件→○３，５００件21 26

件 件 件 件

●障害者の働く意欲と能力に応じて働ける社会づくりを推進す

るため、就労支援事業所の生産品の販路拡大などによる事業 推進

所経営の改善支援等により、施設利用者の工賃のアップを図

ります。

○施設利用者の平均工賃全国順位

○全国３位→○全国１位21 26

○施設利用者の工賃（月額）

17,000 18,000 19,000 20,000○１５，９０６円→○約２０，０００円21 26

円 円 円 円

●障害者に対する地域生活や就労について、より一層の支援を

図るため、地域共同作業所の指定障害福祉サービス事業者等 推進

への移行を推進します。

○地域共同作業所の指定事業者又は地域活動支援センター

への移行件数（累計）

○ ３０件 →○３６件 件 件 件 件21 26 31 32 34 36

●グループホーム・ケアホームの整備を促進し、生活基盤の充

実を図り、障害者の地域生活への移行を推進します。 推進

○グループホーム・ケアホームの定員数

○３８５人 →○４８０人 人 人 人 人21 26 420 440 460 480

●高次脳機能障害者に対する理解の促進及び機能訓練や地域生

活等に関する相談等の支援を推進します。 推進



主要事業実施工程表（ 障害者活き活きとくしまづくり）5-3
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●障害者の職業能力開発に向けた訓練等を実施するとともに、

事業主をはじめとした県民の意識啓発を図り、個人、地域、 推進

事業主、行政のそれぞれの立場で障害者の職業的自立を支援

する体制づくりを目指します （再掲）。

○「とくしま障害者雇用促進条例（仮称 」の制定）

○制定25

○民間企業の障害者雇用率（Ｈ１８対比増加幅）

○全国２位→○全国１位21 26

○民間企業の障害者雇用率

1.71% 1.75% 1.80% 1.80%○１．６１％→○１．８０％（法定雇用率）以上21 26

以上 以上

２ 障害福祉サービスの人材育成

●障害福祉サービスを充実するための人材を養成します。

順 次 育 成○サービス管理責任者研修の受講者数（累計）

720 840 960 1,080○４７６人→○１，０８０人21 26

人 人 人 人

○相談支援従事者研修の受講者数（累計）

1,570 1,680 1,790 1,900○１，３３５人→○１，９００人21 26

人 人 人 人

○障害者虐待防止・権利擁護研修の受講者数（累計）

○ － →○４００人 人 人 人 人21 26 100 200 300 400

３ 障害者の社会参加の推進

●「障害者交流プラザ」を活用し、障害のある人もない人もス

ポーツや芸術・文化活動等を通じて、社会参加と交流を促進 推進

し、地域社会で生きがいが実感できる仕組みづくりを推進し

ます。

○「障害者交流プラザ」の利用者数（累計）

○４６３，３２６人→○１，０００，０００人 万 万 万 万21 26 7 0 8 0 9 0 100
人 人 人 人

●障害者が社会参加する際に必要な、移動手段を支援するため

の施策を推進します。 推進

「 」 （ ）○ ふれあい徳島号(リフト付きバス) の利用人数 累計

9 ,300 10,900 12,500 14,100○６，１２０人→○１４，１００人21 26

人 人 人 人

●障害者が住み慣れた地域で安心した生活が送れるよう、居宅

サービスの充実を図ります。 推進

○補助犬の登録頭数（累計）

○１２頭→○１７頭 頭 頭 頭 頭21 26 14 15 16 17



主要事業実施工程表（ 障害者活き活きとくしまづくり）5-3
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

４ 発達障害者（児）への支援

（ ） 、 （ ）●徳島赤十字病院跡地 小松島市 を活用し 発達障害者 児

を支援する施設を集約する「全国に先駆けた」総合的な支援 促進

拠点（ゾーン）を構築して、発達障害者（児）とその家族が

抱える「不安の軽減」及び発達障害者の「自立と社会参加」

の促進を図ります。

○「発達障害者総合支援ゾーン」の開設

○開設24

●発達障害者（児）の自立と社会参加の促進を図るため 「発達、

障害者総合支援ゾーン」において、医療・教育・労働の各機 推進 推進移転・推進

関と連携を図りながら、支援体制構築や、各種施策を推進し

ます。

○「発達障害者支援センター」の相談件数（累計）

3,100 4,300 5,600 7,000○ １，８９３件 →○７，０００件21 26

件 件 件 件

○「発達障害者支援センター」の就労支援件数（累計）

180 240 310 400○ ６９件 →○４００件21 26

件 件 件 件



主要事業実施工程表（ ユニバーサルとくしまづくり）5-4
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

１ ユニバーサルデザインによるまちづくりの推進

●「徳島県ユニバーサルデザインによるまちづくりの推進に関

する条例」の普及・啓発及び適切な運用を図ります。 推進

●「とくしまユニバーサルデザインによるまちづくり賞」に新

たに「観光ユニバーサル大賞」を設け、観光・交流で訪れる 推進

外国人を含めた県外客も過ごしやすくなるような取組等によ

り、地域に暮らすすべての人が暮らしやすいまちづくりを推

進します。

○ユニバーサルデザイン表彰数（累計）

○２２件 →○６０件 件 件 件 件21 26 37 44 52 60
○観光ユニバーサル大賞の創設

○創設24

●パーキングパーミット（身体障害者等用駐車場利用証）制度

の一層の促進を図り、歩行困難者の方々に配慮した環境づく 推進

りを推進します。

○パーキングパーミット利用可能駐車台数

○６１７台 →○１，２００台 台 台 台 台21 26 850 980 1,100 1,200

○パーキングパーミットの交付数（累計）

○１，７５７件 →○３，５００件 件 件 件 件21 26 2,750 3,000 3,250 3,500

●「とくしま公共事業ユニバーサルデザイン推進プラン」を改

定し ユニバーサルデザインによるまちづくりを推進します 推進、 。 改定・推進

２ 公共施設・交通機関等の整備

●中山間地域の幅員狭小な道路において 待避所整備に加え 対、 、「

向車接近表示システム等」を設置することにより、通行の安 推進

全性、快適性を確保します （再掲）。

○対向車接近表示システム等設置箇所数

21 22 23 24○１８箇所→○２４箇所21 26

箇所 箇所 箇所 箇所

●歩行者や自転車利用者が安全に通行できる歩道等の整備や事

故抑止対策として交通安全施設の重点整備を推進します （再 推進。

掲）

○幅３ｍ以上の歩道の県管理道路における整備延長

250km 255km 260km 265km○２３２．０㎞→○２６５．０㎞21 26

○「あんしん歩行エリア」の整備箇所数

○７箇所→○１２箇所 箇所 箇所 箇所21 25 9 10 12
○電線類を地中化した県管理道路の延長

10.5km 11.0km○１０．０㎞→○１１．０㎞21 24



主要事業実施工程表（ ユニバーサルとくしまづくり）5-4
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●ユニバーサル社会の実現に向け、あらゆる人が自立して「安

全」に 「安心」して 「自由」に移動することが可能な社会 推進、 、

基盤の調査・研究を進めます。

●路線バスにノンステップバスを導入することにより、公共交

通の利便性、快適性の向上を図ります。 促進

○ノンステップバス（路線バス）の台数（累計）

○７９台→○９７台 台 台 台 台21 26 87 91 94 97

３ 外国人が住みやすいまちづくり

●県内在住外国人はもとより、観光やビジネスなどで来県する

外国人等との共生を目指し、地域からの国際化を実現するた 検討 設 置 ・ 推進

めの推進組織を創設し、県民・行政が一体となった事業を推 推進

進します （再掲）。

○「国際交流戦略センター」の設置

○ 設置・推進24

●相談窓口の充実、生活支援講座の開設、市町村と連携した多

言語による情報提供等を行います。 推進

○相談、情報提供等の生活支援サービスを受けた外国人数

（再掲）

5,000 6,000 7,000 8,000○３，６２３人→○8，0００人21 26

人 人 人 人

●在県外国人に対して生活相談等に応じる専門ボランティアの

養成を行うとともに、ボランティア、支援団体、行政機関に 推進

よる外国人支援のためのネットワークを形成します。

○地域共生サポーターの委嘱者数

○１２３人→○２００人 人 人 人 人21 26 140 160 180 200

●多くの外国人旅行者が快適に移動できるよう、主要観光地等

において、多言語化した案内標識の整備を推進します。 推進

○案内標識の多言語表記への変更済地域数（再掲）

○ － →○８地域 地域 地域 地域 地域21 26 2 4 6 8



主要事業実施工程表（ ）5-5 共助・共生とくしまづくり

工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）
主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

１ 地域福祉の推進

●地域社会の誰もが、住み慣れた地域で安心して暮らせる社会

を実現するため、広域的な見地から県の取組の基本的な考え 策定・ 推進

方・方針を示した「徳島県地域福祉支援計画」を策定すると 推進

ともに、地域住民に最も身近な市町村における「地域福祉計

画」の策定を促進します。

○徳島県地域福祉支援計画の策定

○策定23

○地域福祉計画策定済市町村数

12 16 21 24○９市町村→○全市町村21 26

市町村 市町村 市町村 市町村

２ 地域における高齢者支援の推進

●県と見守りネットワークを構成する市町村や地域包括支援セ

ンター等の関係機関が 情報交換の場 を設けることにより 推進「 」 、

ネットワークの充実強化を図るとともに、認知症サポーター

の拡大や介護予防リーダーの養成、ＩＣＴの活用を含め地域

の実情に応じた「安否確認システム」の導入により、地域に

おける高齢者支援の充実を図ります。

○「ふれあい見守り」安否確認システム導入市町村数

16 24○１市町村→○全市町村21 24

市町村 市町村

○認知症サポーター数（累計）

13,000 14,000 15,000 16,000○１０，１４６人→○１６，０００人21 26

人 人 人 人

○介護予防リーダーの養成者数（累計）

650 750 850 950○４０５人→○９５０人21 26

人 人 人 人

○「介護予防リーダー」技能向上研修の創設

○創設23

３ 地域における障害者支援の推進

●障害者のコミュニケーション手段等を確保するため、手話・

点訳等の専門的知識・技能を有する各種ボランティアの他、 推進

地域における生活を支援するためのサポーターを育成すると

ともに、県民への理解と普及を促進します。

○県登録手話通訳者数

○５３人→○６０人 人 人 人 人21 26 54 56 58 60
○「障害者サポーター」数（累計）

○ － →○１８０人 人 人 人 人21 26 90 120 150 180



主要事業実施工程表（ ）5-5 共助・共生とくしまづくり

工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）
主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●障害者のスポーツ・レクリエーション活動や生きがいづくり

の支援の強化を図ります。 推進

○人材バンク活用による障害者スポーツ指導員の派遣件数

（累計）

○２３５件→○５４０件 件 件 件 件21 26 360 420 480 540

４ 人と動物がともに暮らせる地域づくり

●「徳島県動物愛護管理推進計画」に基づき、不妊・去勢の推

進、適正飼養にかかる啓発、譲渡の推進を図り、犬猫の殺処 推進

分頭数を削減します。

○犬猫の殺処分頭数

3,400 2,700 2,100 1,500○４，２１１頭→○１，５００頭21 26

頭 頭 頭 頭

●人と動物がともに暮らせる地域づくりを推進するため、地域

で活動する動物愛護推進員の増員に努めます。 推進

○動物愛護推進員数

○３１名→○５０名 名 名 名 名21 26 40 43 47 50

●新たにボランティア制度を創設し、地域で活動する動物愛護

ボランティアの育成と人材確保に努めます。 推進

「 」 （ ）○ 動物ふれあいボランティア・ＮＰＯ等 登録数 累計

○ － →○５０以上21 26



（ ）主要事業実施工程表 まなびの邦 ・育みとくしまづくり6-1 （ ）くに

工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）
主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

１ 教育の振興

●本県教育の指針となる新たな「徳島県教育振興計画」を策定

し、その着実な推進を図ります。 検討 策定 推進

○新「徳島県教育振興計画」の策定・推進

○策定24

２ 活力と魅力のある学校づくり

●一貫した学習環境の下で学ぶ機会を選択できる中高一貫教育

を推進するとともに 小・中学校が連携した教育の展開など 推進、 、

生徒の個性や創造性を伸ばす教育活動の充実を図ります。

●多様な能力・適性などを多面的に評価するため、高校入試に

おいて、特色選抜の考え方を取り入れた制度を推進します。 推進

●小・中学校において、各学年等の特性に応じ、少人数学級編

制の導入や専科教員（理科・英語等）の配置を推進するとと 推進

もに、少人数グループ指導やティームティーチング指導のた

めの教員配置を行います。

○少人数学級（３５人を上限とする学級編制）の拡大

○小学校１・２年生、中学校１年生で実施21

→○小学校全学年、中学校１年生で実施26

○専科教員（理科・英語等）の配置

○ － →○モデル校５校選定21 26

○一定規模以上の学級を有するすべての小・中学校に少人

数指導のための追加教員の配置

○～○２５人以上の学級で継続実施23 26

●児童生徒の豊かな心を育むため、スクールカウンセラーの配

置拡充や、スクールソーシャルワーカーの増員等の取組を推 推進

進します。また、より高度な知識を有する専門家による「学

校問題解決支援チーム」を設置することにより、いじめ・不

登校をはじめとする児童生徒の多様な悩みに対応する支援体

制の一層の充実を図ります。

○スクールカウンセラーの配置

○全公立小・中学校へ配置21

→○全公立小・中学校及び県立高等学校へ配置24

○スクールソーシャルワーカー配置数

○６人→○１０人 人 人 人 人21 26 8 8 9 10
○「学校問題解決支援チーム」の設置

○設置・推進24



（ ）主要事業実施工程表 まなびの邦 ・育みとくしまづくり6-1 （ ）くに

工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）
主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●総合教育センターのテレビ会議システムを用いた大学教員等

による公立学校への遠隔指導を推進します。 推進

●各高等学校が将来にわたり多様な教育や部活動を実施し、活

力ある教育活動を展開していくため、地域の知恵を活かしな 推進

がら県下７地域で高校再編を進めます。また、地域活性化や

地域貢献に結びつく教育を展開するため、時代に対応した新

学科等の設置や学科再編等を行います。

○高校の再編地域数

○開校２地域、分校化１地域24

○開校１地域26

●産業技術の進展や企業が求める人材の育成を図るため、産業

界や大学、県の研究機関と連携し、専門教育の充実に取り組 推進

むとともに、学科の異なる専門高校が連携する高度な教育を

推進します。

●農業教育・商業教育の活性化を図るため、高校における農業

科・商業科の学科再編を行うとともに、中心校の充実強化と 検討 再編 推進

ネットワーク化の推進による役割分担と連携強化に取り組み

ます。

●ＩＣＴ活用教育の充実を図るため、ＩＣＴを活用した授業実

践についての教員研修や電子教材の導入促進等を推進します 推進。

○ＩＣＴを活用した授業実践の研修参加者数（累計）

250 500 750 1,000○ － →○１，０００人21 26

人 人 人 人

●県立学校において、総務事務システム、学校支援システムを

導入することにより、教職員の校務負担を軽減し、教職員が 推進

生徒と向き合う時間を増加させ、魅力ある学校づくりを推進

します。

●平成２４年度に開校する鳴門渦潮高校に本県初となる体育科

を設置し、本県スポーツの拠点校として、より高度で質の高 整備 開校

いスポーツ教育を行うために必要な施設・設備の整備を図り 整備

ます （再掲）。

○鳴門渦潮高校の設置

○開校24



（ ）主要事業実施工程表 まなびの邦 ・育みとくしまづくり6-1 （ ）くに

工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）
主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●鳴門渦潮高校を本県スポーツの拠点校として、県体育協会、

各種競技団体、大学等との連携や、鳴門・大塚スポーツパー 推進

クの運動施設の活用などにより、体育に関する講習会やスポ

ーツ教室を開催するなど、県民の生涯スポーツの振興を図り

ます （再掲）。

３ 幼児教育の推進

●「徳島県幼児教育振興アクションプラン」を推進し、幼児の

生活の連続性及び発達や学びの連続性を踏まえた幼児教育の 検討 策定・ 推進

充実を図ります。また、幼稚園・家庭・地域・行政等が連携 推進

し、総合的な幼児教育の展開を図ります。

○「新徳島県幼児教育振興アクションプラン（仮称 」の策）

定

○策定・推進25

４ 確かな学力の育成

すべての学校・園に学力向上検討委員会を設置し、学力向上●

推進員を指名して子どもたちの学力向上を図るとともに、各 推進

学校の取組を情報発信します。

○「全国学力・学習状況調査」における県平均正答率

○までに全国平均正答率を上回る24

●子どもの読書活動推進計画に基づき、県内全域で読書習慣の

定着を図ります。 推進

○家や図書館で１日１０分以上本を読む児童生徒の割合

％ ％ ％小５ ○７２．２％→○７７．２％21 26 74.2 75.2 76.2% 77.2
％ ％ ％ ％中２ ○６２．６％→○６７．６％21 26 64.6 65.6 66.6 67.6

●就学前教育と小学校教育とのつながりを円滑にするため、保

育所・幼稚園・小学校の適切な連携の在り方についての研究 推進

を進め、成果を普及します。

●小・中学校のより円滑なつながりと学力向上を図るため、小

中一貫教育についての研究を進め、成果を普及します。 推進

、 、●国際性豊かな児童生徒を育むため 英語教育の充実とともに

アジア諸国との交流促進に資する中国語・韓国語の学習を推 推進

進します。

●小学校外国語活動支援講師を市町村教育委員会へ配置し、教

職員の教育力の向上を図り、小学校外国語活動の充実に取り 推進

組みます。



（ ）主要事業実施工程表 まなびの邦 ・育みとくしまづくり6-1 （ ）くに

工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）
主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●体験的・実践的環境学習である「学校版環境ＩＳＯ」を発展

させ、学校と地域がより一層連携し環境学習を行う「新学校 推進

版環境ＩＳＯ（仮称 」の取組を推進します （再掲）） 。

●学力向上などを支援する非常勤講師を各学校へ配置し、教員

が子どもと向き合う時間の拡充と学習指導体制の充実を図り 実施

ます。

５ 豊かな心の育成

●世界に誇ることができる徳島県出身の偉人の偉業や業績につ

いて、児童生徒が学習する機会を設けることなどにより、本 推進

県への愛郷精神を養うふるさと教育を推進します。

６ 健やかな体の育成

●「徳島県食育推進計画」に基づき、学校・家庭・地域が連携

し、子どもたちの健全な食生活の実現と豊かな人間形成を図 推進

るため、栄養教諭の配置を拡大するなど、食に関する指導の

充実を図ります。

●児童生徒の実態把握をもとに、学校・家庭・地域が連携した

取組を実施し、児童生徒の体力向上を図ります。 推進

○「全国体力運動能力調査結果」における全国順位

○小５男子：全国４７位、中２女子：全国３８位21

→○小５、中２ともに全国平均以上26

●小・中学校の体育・保健体育科授業において、専門の指導員

を配置し、技術的な支援を行うことにより、運動好きで基本 支援

的な身体能力を身に付けた児童生徒の育成を図ります。

「 」○小・中学校の体育授業をサポートする 体育サポーター

の派遣

○派遣24

●ＩＣＴを活用した「手軽にできる運動」のランキング判定シ

ステムを作成・運用し、楽しみながら、児童生徒の運動習慣 推進

の確立を図ります。

「 」○小学生の運動習慣づくりを進める わんぱくランキング

の創設

○創設24



（ ）主要事業実施工程表 まなびの邦 ・育みとくしまづくり6-1 （ ）くに

工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）
主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●有力選手を特定の公立高校へ集め、指導体制を整備するとと

もに、中学校と高校及び各競技団体等の関係機関と高校との 推進

連携強化を進めるなど、競技力向上のための基盤強化を図り

ます （再掲）。

○全国高等学校総合体育大会の入賞（団体・個人）数

○１０団体→○１４団体21 26

●学校保健の充実を図るとともに、学校・家庭・地域・専門機

関と連携し、子どもたちの現代的な健康課題の解決に取り組 推進

みます。特に、望ましい生活習慣の定着を図り、児童生徒の

肥満予防・肥満対策、生活習慣病予防対策を推進します。

○肥満傾向児の出現率

○小･中･高の全年齢で全国平均を上回っている21

→○小･中･高の全年齢で全国平均以下26

７ 社会性を育む職業教育の推進

●児童生徒の社会的・職業的自立に向けた基礎的な能力の向上

や勤労観・職業観の育成を図るため、県下全域における職場 策定・

体験や就業体験の取組を推進します。 推進

○高校におけるインターンシップの実施率

62% 65% 68% 70%○５４％→○７０％21 26

○中学校における職場体験の実施率

91% 95% 98% 100%○８３％→○１００％21 26



個性尊重とくしまづくり）主要事業実施工程表（6-2
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

１ 特別支援教育の推進

●「ハナミズキ・プロジェクト」における教育施設として、病

弱等を伴う発達障害の生徒に対して、社会的・職業的自立に 準備 開校

向けた教育を行う、全国に先駆けた「オンリーワン施設」と

なる「徳島県立みなと高等学園」を設置します。

○徳島県立みなと高等学園の設置

○開校24

●特別な支援が必要な幼児・児童生徒一人ひとりに対する 個「

別の教育支援計画」を作成・活用し、関係機関の連携による 推進

一貫したきめ細やかな支援を推進します。

○「個別の教育支援計画」を作成している学校の割合

90% 93% 96% 100%○８５％→○１００％21 26

、●盲・聾学校を現在の盲学校敷地に併置する形で移転・改築し

両校教員の連携による幼児・児童生徒一人ひとりのニーズに 準備 新校舎

応じた特別支援教育を展開します。 完成

○盲・聾学校の改築

○新校舎完成26

●「徳島県立みなと高等学園」を核として、幼小中高と一貫し

た特別支援教育のネットワークを形成し、社会的・職業的自 推進

立に向けた専門教育を推進するとともに、児童生徒の障害の

。重度・重複化に対応したきめ細やかな教育の充実を図ります

○各支援学校等との連携による全県サポート体制の確立

○確立24

●特別支援教育の充実を図るため、教員の専門性向上に取り組

みます。 推進

○特別支援学校に勤務する教諭の特別支援学校教諭免許状

保有率

80% 80% 80%○７３％→○８０％21 26

●発達障害等により特別な支援を必要とする生徒の在籍する県

立高等学校に「特別支援教育支援員（学習支援員 」を配置す 推進）

ることにより、支援対象生徒の学校生活の充実及び学校不適

応状態の予防改善を図るとともに、学校における支援体制の

充実を図ります。



個性尊重とくしまづくり）主要事業実施工程表（6-2
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●市町村特別支援連携協議会が中心となり、教育・福祉・医療

・労働等の連携により、就学前から就労までの支援体制を構 推進

築します。

○地域特別支援連携協議会の設置

市町村 市町村 市町村 市町村○２１市町村→○全市町村21 26 21 22 23 24

２ 職業自立を目指す生徒の就労支援

●職業的自立を目指す生徒一人ひとりに応じた就労支援を推進

するため 「徳島県立みなと高等学園」において障害に対応し 推進、

た学科を設置し専門教育を行うとともに、事業所等での就業

体験を積極的に行います。また、企業側の学校に対するニー

ズ・雇用情報の収集、就業体験の受け入れ先及び就労先の確

保を図ります。

３ 発達障害者（児）への支援 （再掲）

（ ） 、 （ ）●徳島赤十字病院跡地 小松島市 を活用し 発達障害者 児

を支援する施設を集約する「全国に先駆けた」総合的な支援 促進

拠点（ゾーン）を構築して、発達障害者（児）とその家族が

抱える「不安の軽減」及び発達障害者の「自立と社会参加」

の促進を図ります。

○「発達障害者総合支援ゾーン」の開設

○開設24

●発達障害者（児）の自立と社会参加の促進を図るため 「発達、

障害者総合支援ゾーン」において、医療・教育・労働の各機 推進 推進移転・推進

関と連携を図りながら、支援体制構築や、各種施策を推進し

ます。

○「発達障害者支援センター」の相談件数（累計）

3,100 4,300 5,600 7,000○ １，８９３件 →○７，０００件21 26

件 件 件 件

○「発達障害者支援センター」の就労支援件数（累計）

180 240 310 400○ ６９件 →○４００件21 26

件 件 件 件



主要事業実施工程表（ みんなのまなびやとくしまづくり）6-3
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

１ 開かれた学校づくり

●地域に開かれ信頼される学校づくりを推進するため、自己評

価や学校関係者評価を活用した、学校評価システムの充実・ 推進

改善を図ります。

○学校関係者評価の実施率（幼稚園、小・中・高校、特別

支援学校）

○６７．８％→○１００％ ％ ％ ％ ％21 26 80 90 100 100

●各県立学校の特色を活かし、地域貢献に着眼して、県立学校

の「地域開放」に取り組みます。 展開

○「県立学校地域開放プラン」の展開

○ － →○全校展開21 26

●学校に「コミュニティ・スクール」を導入し、地域に開かれ

た学校づくりを進めます。 推進

○「コミュニティ・スクール」モデル校数（累計）

○９校→○１４校 校 校 校 校21 26 12 13 14 14

●子どもたちが、放課後や休日における勉強及びスポーツ・文

化活動等の様々な体験活動、地域住民との交流活動を行う居 推進

場所づくりを推進します。

○放課後や休日における体験活動等の実施率

76% 79% 82% 85%○ － →○８５％21 26

●地域の教育力を向上させるため、学校支援地域本部や学校サ

ポーターズクラブによる取組を進め、学校・地域において教 推進

育活動支援を展開する学校地域応援団の設立を目指します。

○学校サポーターズクラブの設置市町村数

5 10 15 24○ － →○全市町村21 26

市町村 市町村 市町村 市町村

●県立高校生による「中学生のスポーツ・文化活動」をサポー

トする地域貢献事業を創設します。 創設・

○地域貢献事業の創設 推進

○創設24



主要事業実施工程表（ みんなのまなびやとくしまづくり）6-3
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

２ 安全・安心な学校づくり

●学校施設を「よく・ながく」使い続けるために、耐震基準に

適応した災害等に強い安全な学校施設の整備と耐震改修、エ 推進

コ改修等を推進します。

○県立高等学校施設耐震化率（再掲）

75% 80% 85% 90%○６２％→○９０％21 26

○市町村立小・中学校施設耐震化率（再掲）

80% 85% 90% 95%○６４％→○９５％21 26

○エコスクール化県立学校数（再掲）

○３校→○全校展開21 26

●地域住民と連携した防災教育を推進し、児童生徒の防災対応

順次拡大能力の向上と地域防災の担い手の育成を図ります。

○県立学校の「防災クラブ」の設置数（累計）

○－ → ○２０校以上 校 校 校 校21 26 5 10 15 20
以上

●地域住民の積極的な参加による防犯・交通安全・防災の総合

的な学校安全ボランティア活動の支援を行い、幼児・児童生 推進

徒の安全確保を図る取組を継続的に推進します。

○あん・あんサポートネットの組織化

○ － →○全中学校区に組織21 26

○あん・あんサポーター（スクールガードリーダー等を核

とした学校安全ボランティア）の登録数

9,000 10,000 11,000 12,000○ － →○１２，０００人21 26

人 人 人 人

○児童生徒の自転車乗車中の事故数

○事故件数の６８％→○事故件数の５０％以内21 26

○地域住民参加の防災訓練実施数

○ － →○全小・中・高校で実施21 26

●「地域の教育・文化の創造拠点」としてのオンリーワンハイ

スクールをより一層推進し、学校と地域との連携を強め、生 推進

徒の主体的な活動を引き出しながら、地域に貢献する学校づ

くりを進めるとともに、学校と地域の好循環を促します。

「 『 』」○ オンリーワンハイスクール 元気とくしまプロジェクト

実施校（累計）

○７校→○３５校 校 校 校 校22 26 14 21 28 35

●通学路等における児童・生徒の安全対策を推進するため 「子、

ども１１０番の家（車 」や「自主防犯活動用自動車（青色回 推進）

転灯装着車 」を活用したパトロール実施団体などのボランテ）

ィアと連携し、子ども見守り活動を強化します。



主要事業実施工程表（ 生涯まなびとくしまづくり）6-4
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

１ 学習機会の提供

●「徳島県立総合大学校（まなびーあ徳島 」において、県や高）

等教育機関、企業、ＮＰＯ、住民、市町村など多様な主体と 推進

のパートナーシップにより運営を行う講座情報を、ワンスト

ップで提供します。

○主催講座受講生

55,000 56,000 57,000 58,000○５２，３４１人→○５８，０００人21 26

人 人 人 人

●グローバル化や高齢化などの社会潮流や、県民ニーズに基づ

いた講座の開催を推進するとともに、とくしま学博士をはじ 推進

めとする多様な人材による「まなびーあ人材バンク」を活用

するなど、本県のまなび拠点として 「県立総合大学校（まな、

びーあ徳島 」の一層の充実・強化を図ります。）

●「徳島県立総合大学校（まなびーあ徳島 」において 「中国） 、

語講座 「放送・ネット活用講座 「まなびーあ県民講座」 拡充」、 」、

、 。など 県民ニーズに即した新たな県民講座の拡充を図ります

○「新たな県民講座」の開設

○開設24

●「徳島県立総合大学校（まなびーあ徳島 」をはじめ、県内の）

各種生涯学習情報をインターネットによって提供します。 推進

○生涯学習情報システム団体指導者新規登録件数（累計）

○ － →○１２０件 件 件 件 件21 26 30 60 90 120

●県立図書館を核とした県下図書館の連携による「とくしまネ

ットワーク図書館」により、地域格差のない図書館サービス 推進

を提供します。

○市町村立図書館等への貸出冊数（累計）

○２万冊→○１１万冊 万冊 万冊 万冊 万冊21 26 5 7 9 11

●文化の森と四国大学、徳島大学及び鳴門教育大学の県内３大

学との連携による学芸員養成科目を開講します。 整備 開講 推進

●高齢者に生涯学習の機会をさらに多く提供するため、ケーブ

ルテレビで高齢者向けの講座を放送し 「自宅に居ながら講座 開設 推進、

が受講」できる環境づくりを行います （再掲）。

○「活き活きシニア（仮称）放送講座」

○開設23



主要事業実施工程表（ 生涯まなびとくしまづくり）6-4
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

２ 家庭・地域における教育の充実

●子どもの自主的な読書を促進するため、読書環境の整備を図

ります。 推進

○読書活動を推進するイベントへの参加者数（累計）

7,000 8,000 9,000 10,000○ ５，２１７人→○１０，０００人21 26

人 人 人 人

●生活や社会、自然体験を通じて、地域で活動できるコーディ

ネーターや、各種講座で学んだ学習成果を活かし 「新しい公 推進、

共」の視点から学校・家庭・地域の連携推進を支援するスペ

、 「 」シャリストを養成し 社会性や思いやりを育む 地域教育力

の向上を図ります。

○地域教育力再生コーディネーター養成講座受講者数

（累計）

○２４６人→○３９０人 人 人21 24 350 390
○学校・家庭・地域連携支援スペシャリスト（仮称）認定

数（累計）

○ － →○２０人 人 人21 26 10 20

３ 食育の推進

●関係機関等と連携しながら「徳島県食育推進計画」の着実な 推進

推進とともに、人材の育成を図ります。

●地場産物を活用した学校給食の推進や、食に関する指導の充 推進

実のために、栄養教諭の配置を拡充します。

○栄養教諭の配置人数

○２５名→○５０名 名 名 名 名21 26 35 40 45 50

●栄養教諭が中核となって全公立小・中学校での食に関する指

導を充実し、徳島ならではの魅力ある食育を推進します。 推進

○栄養教諭・学校栄養職員による食に関する指導実施校数

○１２９校→○全公立小・中学校 校 校 校 全小・21 26 190 220 250
中学校

●徳島ならではの豊かな食材と食文化を活用した食育を推進す

るため、徳島県食材を使った地産地消の実践的レシピを作成 推進

します。

○「健やか・だんらん・地産地消レシピ」の作成（累計）

○ － →○６０品21 24



主要事業実施工程表（ 生涯まなびとくしまづくり）6-4
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●農林水産業と小・中・高校との連携による「生産から消費ま

で」を一貫して学ぶ食育教育を推進します。 推進

○「食育一貫教育システム」の構築

○構築24

●食育月間を中心に推進活動を促進します。

○食育推進活動イベントの開催数 推進

○１３５回 →○２７０回 回 回 回 回21 26 180 210 240 270

●学校や地域における食育を効果的に進めるため、地産地消料

理や郷土料理などを指導するリーダーを育成します。 推進

○食育推進ボランティア登録数（累計）

人 人 人 人○１，３９１人 →○１，６００人21 26 1,525 1,550 1,575 1,600

●地場産物を活用した食育を推進するため、地元の旬の食材を

取り入れた学校給食「旬の食材活用月間」の設定・推進を図 推進

ります。

○地元の旬の食材を取り入れた学校給食導入市町村数

○ － →○全市町村21 26

●高校生による「１校１地場産品活用レシピ」の作成と、市町

村への普及を図ります。 推進

○「１校１地場産品レシピ」活用市町村数

○ － →○全市町村21 26

。●コンビニエンスストア等と連携して食育の取組を推進します

○地産地消・食育メニュー商品数（累計） 推進

○３品→○５０品 品 品 品 品21 26 25 35 45 50



主要事業実施工程表（ 青少年育成とくしまづくり）6-5
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

１ 青少年の育成

●新たな「青少年の健全な育成に関する基本計画」を策定し、

青少年施策を総合的かつ計画的に推進します。 策定・ 推進

○「青少年の健全な育成に関する基本計画」の策定・推進 推進

○策定・推進23

●「徳島県青少年健全育成審議会」において、青少年の健全育

成のために必要な調査・審議を行うとともに関係機関との連 推進

絡調整を図ります。

●青少年のニーズやライフスタイルの多様化に対応するため、

ＰＦＩ事業者と連携を図り 「とくぎんトモニプラザ（徳島県 運営、

青少年センター 」の運営を行います。）

●「とくぎんトモニプラザ」を核とし、さらに県南、県西への

拠点機能を整備することにより、全県的な青少年の活動拠点 整備

機能を整備します。

○県内拠点機能数

○１箇所→○３箇所21 26

●青少年が様々な活動に主体的に参加するためのノウハウを学

ぶ機会や、活動を支援する人々との交流の場を提供し、青少 実施

年リーダーや青少年活動指導者を育成します。

○青少年指導者養成講座参加者数（累計）

○３６９人→○６４０人 人 人 人 人21 26 460 520 580 640

●青少年自身が非行防止について協議し、自らのメッセージを

同世代の青少年や保護者等に発する機会を提供します。 推進

○青少年非行防止メッセージ事業参加者数（累計）

○９４人→○１７０人 人 人 人 人21 26 125 140 155 170

２ 人材育成・支援体制の整備

●学校、家庭、地域社会や関係機関が一体となって、非行防止

と健全育成に取り組みます。 推進

「 」 （ ）○ 防ごう！少年非行 県民総ぐるみ運動参加者数 累計

4,700 5,300 5,900 6,500○３，５１５人→○６，５００人21 26

人 人 人 人



主要事業実施工程表（ 青少年育成とくしまづくり）6-5
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●学校、家庭、地域社会が共通の理解・認識のもとに、青少年

に体験の場や機会を提供することにより、自立心や社会性を 実施

育成します。

○少年の日事業、青少年センターまつり参加者数（累計）

14,000 16,000 18,000 20,000○１０，１６９人→○２０，０００人21 26

人 人 人人

●地元大学において学生サミットを開催し、学生による意見交

換等を行い、政策提言としてまとめ、政策に活かします。ま 実施

た、意見交換の様子をインターネット配信し、広く一般から

も参加できるようにします。

○学生サミットの開催

○～○年１回開催24 26

●県審議会等委員への若者の登用を進め、若者の政策・方針決

定過程への参画を促進します。 促進

○「県審議会等委員に占める若年者（４０歳未満 」の割合）

○４．３％→○８．６％21 26

●地域における子ども・若者の支援者として「ユースサポータ

ー」を養成し、子ども・若者の支援活動を行います。 実施

○「ユースサポーター制度」の創設

○創設24

●「阿波っ子スクールサポートチーム（ＡＳＳＴ 」活動を充実）

強化します。 推進

３ 就業の支援

●若年者の就業を総合的に支援するため 「とくしまジョブステ、

ーション」において、求人情報の提供や職業相談等を実施し 実施

ます。

○とくしまジョブステーションを活用した若年者の就職件

数（累計 （再掲））

1,400 1,800 2,200 2,600○４８３人→○２，６００人21 26

人 人 人 人

●若年無業者（ニート）等の就業を支援するため 「徳島県若者、

サポートステーション」において、専門家による個別相談等 実施

を実施するとともに、支援機関のネットワークを活用し、支

援が必要な若年者の適切な誘導を行います （再掲）。

○徳島県若者サポートステーションにおける進路決定者数

（累計）

○９６件 →○２４０件 件 件 件 件21 26 165 190 215 240



主要事業実施工程表（ 誰もが幸福とくしまづくり）7-1
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

１ 人権教育・啓発の推進

●本県の人権教育啓発の基本計画として中長期的展望の下に策

定した 徳島県人権教育・啓発に関する基本計画 に基づき 推進「 」 、

国、市町村、ＮＰＯ等と連携を図りながら、同和問題をはじ

め、女性、子ども、高齢者、障害者、外国人など様々な人権

問題の解決を目指し、人権教育啓発に係る諸施策を総合的か

つ計画的に推進します。

徳島県人権教育推進方針」に基づき、学校教育及び社会教●「

育において、学習者の発達段階に応じ、あらゆる機会や場を 推進・

捉えて人権教育を推進するとともに、その具体実践化を図り 実践

ます。

○「徳島県人権教育推進方針」の改定・推進

○改定・推進25

○人権教育研究指定校数（累計）

○２５２校→○２９２校 校 校 校 校21 26 268 276 284 292
○社会教育における人権教育推進者の養成数（累計）

○１７１人→○４００人 人 人 人 人21 26 280 320 360 400

●県民一人ひとりの人権が互いに尊重され擁護される社会を築

くため 「人権教育啓発推進センター（あいぽーと徳島 」を 推進、 ）

拠点として、様々な人権課題や人権全般について県民が気軽

に学習や相談等ができる場を提供します。

○ 人権教育啓発推進センター 事業参加者・利用者数 累「 」 （

計）

⑲～○４２，９１５人→○～○６５，０００人21 23 25

●犯罪被害者やその家族が受けた被害を回復し、再び平穏な生

活を営むことができるよう支援するため、犯罪被害者等への 推進

対応を総合的に推進します （再掲）。

●インターネットによる人権侵害については、国等と連携しな

がら、プロバイダー等に対し、有害情報への適切な対応を促 推進

すとともに、パネル展示や講座の実施等の啓発に努めます。

２ 男女共同参画の推進

●「徳島県男女共同参画基本計画（第２次 」を策定し、男女共）

同参画の様々な施策を積極的に推進します。 策定 推進



主要事業実施工程表（ 誰もが幸福とくしまづくり）7-1
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●「男女共同参画交流センター」を核として、講演会やセミナ

ーを開催するなど、総合的かつ計画的に男女共同参画を進め 推進

ます。

○「ときわプラザ（男女共同参画交流センター フレアと

249 296 343 390くしま 」利用者数（累計））

○１５５，０２５人→○３９０，０００人 千人 千人 千人 千人21 26

●政策・方針決定過程への女性の参画を促進するため、県審議

会等委員への女性の登用を引き続き進めます。 推進

○「県審議会等委員に占める女性」の割合

○～○全国トップクラスを連続達成23 26

●県庁女性職員の県政運営への参画を推進します。

○女性役付職員数 推進

○２３０人→○３００人 人22 27 300

３ 女性の人材育成

●男女共同参画社会の実現を目指し、県民の理解と認識を深め

るとともに、男女共同参画を地域で推進する「地域活動リー 推進

ダー」をはじめ、女性の専門家や起業家などの人材育成を図

、 。るため 講演会やセミナーを開催し普及・啓発を推進します

○「フレアとくしま１００講座」開催数（累計）

750 900 1,050 1,200○ ４４８件→○１，２００件21 26

件 件 件 件

○「フレアとくしま１００講座」参加者数（累計）

48,750 58,500 68,250 78,000○ ２９，２４９人 →○７８，０００人21 26

人 人 人 人

●農業経営における個人の地位及び役割を明確にします。

○家族経営協定締結数 推進

975 1,000 1,025 1,050○９１６戸→○１，０５０戸21 26

戸 戸 戸 戸

４ 配偶者等からの暴力対策の推進

●「配偶者暴力防止及び被害者保護に関する徳島県基本計画」

に基づき、配偶者からの暴力防止や被害者の保護を図るため 推進

の施策を積極的に推進します。



主要事業実施工程表（ 誰もが幸福とくしまづくり）7-1
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

、●配偶者等からの暴力の防止や被害者の救済と自立支援のため

研修等による職員の資質向上に努めるなど 「配偶者暴力相談 推進、

支援センター（ＤＶ相談センター 」機能の充実を図るととも）

に、関係機関等との連携を強化します。また、民間団体の活

動を支援し、協働して地域における支援活動の充実に取り組

みます。

、 、●配偶者等からの暴力の防止の視点に立って 若年層を対象に

「デートＤＶ防止セミナー」などの啓発を推進します。 推進

○「デートＤＶ防止セミナー」受講者数（累計）

4 , 5 0 0 5 , 5 0 0 6 , 5 0 0 7 , 5 0 0○ ２，４２１人 →○７，５００人21 26

人 人 人 人

５ 子どもの人権の擁護

●要保護児童対策地域協議会を活用し、必要な支援を実施する

ことにより 児童虐待の早期発見・早期対応を図るとともに 推進、 、

虐待防止に向けた普及啓発を図ります。

○「養育支援訪問事業」実施市町村数

18 20 22 24○１３市町村→○全市町村21 26

市町村 市町村 市町村 市町村
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工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

１ ＮＰＯ・ボランティアとの連携・協働

●「とくしま県民活動プラザ」を拠点として、官民協働の推進

に向け、県民による社会貢献活動に対する総合的な支援を行 推進

います。

○｢とくしま県民活動プラザ｣により活動の場を提供した人

数（プラザ利用者数累計）

32 64 96 128○２７，４４７人→○１２８，０００人21 26

千人 千人 千人 千人

○ＮＰＯ法人数

280 290 300 310○２５５団体→○３１０団体21 26

団体 団体 団体 団体

○ボランティア・アドプト登録人口

145,800 147,200 148,600 150,000○１４３，０２５人→○１５０，０００人21 26

人 人 人 人

●とくしまパートナーシップを推進するため 「新しい公共」の、

担い手となるＮＰＯ、ボランティアなどの社会貢献活動団体 推進

等との協働事業の拡大を進めます。

○ＮＰＯ等への業務委託推進のための「ガイドライン」の

策定

○策定24

○新しい支援制度（つなぎ融資への利子補給制度）の創設

○創設23

●地域からの提案によるモデル事業等の実施など、地域に密着

し、地域の特色を活かしたNPO施策を推進します。 推進

●「新しい公共」による地域づくりを推進するため、住民団体

や企業等との協働による公共施設の新たな維持管理への取組 推進

を進めます。

○官民協働型維持管理の参加団体数（累計）

15 20 25 30○ － →○３０団体21 26

団体 団体 団体 団体

●「農山漁村（ふるさと）は県民の宝物」との考えに立ち “ま、

ちとむら”の「協働」による農山漁村の保全・活性化を促進 支援

します。

○農山漁村（ふるさと）協働パートナーの協定数（累計）

11 14 17 20○ － →○２０協定21 26

協定 協定 協定 協定
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工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●耕作放棄地の解消を目指し、企業、大学、ＮＰＯ法人など多

様な参画による「耕作放棄地・活用し隊（仮称 」制度を創設 推進）

し、再生・営農・販売等を支援するため「モデル圃場」を県

内各地に設置します。

○モデル圃場数（累計）

○ － →○１０圃場 圃場 圃場 圃場 圃場21 26 1 3 6 10
○ボランティア登録数（累計）

○ － →○２００人 人 人 人 人21 26 50 100 150 200

２ ＮＰＯ等の自立促進

●夢と活力でにぎわうまちづくりを進めるため、ＮＰＯの起ち

上げから自立まで支援します。 推進

○「とくしま県民活動プラザ」において情報発信を行って

いるＮＰＯ法人等の団体数

12 24 36 50○ － →○５０団体21 26

団体 団体 団体 団体

○ＮＰＯ等の活動基盤の強化を図る講座等への参加者数

（累計）

○ － →○３００人 人 人 人 人21 26 70 140 210 300

●事業活動を通じて社会的課題の解決を図る事業型ＮＰＯを育

成します。 推進

○専門家等の派遣・相談件数（累計）

○ － →○６０件 件 件 件 件21 26 15 30 45 60
○ＮＰＯ法人と企業の協働事業数（累計）

○ － →○１０件 件 件 件 件21 26 2 4 6 10

●「とくしま県民活動プラザ」において寄附文化の醸成を図る

とともに、情報提供や相談事業等の実施により、ＮＰＯ等を 設置 推進

継続的に支援します。

○「とくしまＮＰＯ夢・バンク（仮称 」における寄附受け）

入れ窓口の設置

○ 創設23

○認定ＮＰＯ法人数

○ － →○２団体 団体21 26 2

●自主的・自立的な社会貢献活動を行うNPO法人の設立支援の

ための税制措置を講じます。 推進



主要事業実施工程表（ 協働立県とくしまづくり）7-2
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

３ アドプトプログラムの推進

●住民団体や企業等との協働によるアドプトプログラムの取組

をさらに推進し、公共土木施設以外の公の施設へも区域の拡 推進

大を図るとともに、参加団体の拡大を進めます。

○アドプト参加団体数

867 885 902 920○８３３団体→○９２０団体21 26

団体 団体 団体 団体

４ 高等教育機関等との協働の推進

●大学などの高等教育機関の有する教育・研究成果、人的資源

及び社会貢献機能を地域づくりに活かすため、引き続き、高 推進

等教育機関との連携の強化を進めます。

、●学生に対して職業意識の醸成を図る機会を提供するとともに

県の施策、業務に対して理解を深めてもらうため、県庁にお 推進

けるインターンシップを推進します。

○県庁におけるインターンシップ大学生の受入数（累計）

○３７９人→○７００人 人 人 人 人21 26 517 577 637 700



主要事業実施工程表（ 活力みなぎるとくしまづくり）7-3
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

１ 移住・交流施策の推進

●移住等に関する情報・魅力発信を行うため、地域の実情に柔

軟に対応し、地域の創意工夫が活かせる総合的な支援を行う 推進

「移住交流支援センター」の整備などを推進し、県と市町村

が連携・協働した積極的な移住・交流の促進を図ります。

○「移住交流支援センター」の設置地域数

地域 地域 地域 地域○８地域→○１３地域21 26 11 12 13 13

●全国的な県人会ネットワークなどを活用し、徳島県の豊かな

自然・文化や暮らしの情報を積極的に発信するとともに、市 推進

町村と連携し、ふるさとの暮らしや地域の魅力を体感しても

らうことにより、本県への定住促進につなげます。

●県南部・県西部圏域の過疎化の進む地域において、地場産業

や地域伝統文化が維持・継承され、地域の活気を取り戻すた 推進

め、市町と連携し、構造改革特区制度等の活用により既存の

規制や制度にとらわれない移住・交流施策を推進します。

２ 魅力ある地域づくりの推進

●住民と協働で実施する地域の個性を生かした魅力ある地域づ

くりや、地域づくりを支える人材育成の取組を支援します。 推進

●「ふるさと納税制度」を通じて、県内外に「ふるさと徳島」

の魅力を一層アピールするとともに、県出身者など本県ゆか 推進

りの方々との連携をさらに強化し、活力と魅力あふれる徳島

づくりを進めます。

●ＮＰＯやボランティア団体等との連携強化などにより、地域

順次拡大住民の主体的活動を促進し 「参加と協働」の下、個性豊かで、

活力ある地域づくりを進めます。

○ボランティア・アドプト登録人口（再掲）

145,800 147,200 148,600 150,000○１４３，０２５人→○１５０，０００人21 26

人 人 人 人

３ 活気あるむらづくり

●農業生産の維持・拡大を図るため、地域ぐるみでの耕作放棄

地の発生防止や集団的かつ持続可能な体制整備、農地・農業 支援

用水の保全の取組を支援します。

○「中山間地域等直接支払制度」の集落で地域農業を支え

る体制づくりに取り組んだ集落数

集落 集落 集落 集落○21 － →○１６４集落24 162 164 164 164
○農地や農業用水などを保全するため共同活動に取り組ん

だ活動組織数

組織 組織 組織 組織○～○１０４組織23 26 104 104 104 104



主要事業実施工程表（ 活力みなぎるとくしまづくり）7-3
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●棚田など農村景観を形成する貴重な財産の保全・整備・活用

による地域コミュニティの新たな醸成と、スローライフを体 推進

験できる場づくりを進めます。

○「ふるさと水と土指導員」の認定数

○４２人→○ ５０人 人 人 人 人21 26 47 48 49 50

●農山村地域において、農産物や農機具の洗浄などの営農用水

と併せて衛生的かつ近代的な農村生活を実現するための生活 推進

用水を供給します。

○営農飲雑用水施設による給水戸数

３８戸→○２７０戸 戸 戸 戸 戸○21 26 205 205 270 270

●住民自らの発想・提案に基づいた事業を柔軟かつ迅速に実施

し、農山漁村地域の創意工夫を反映した取組を支援します。 推進

●四国４県が連携して四国のグリーン・ツーリズムを推進する

とともに、インターネットを活用したグリーン・ツーリズム 推進

のＰＲを展開し、徳島の農山漁村への入り込み客数の増加を

図り、活気あるむらづくりを進めます （再掲）。

○とくしま農林漁家民宿数（累計）

○５軒 →○１５軒 軒 軒 軒 軒21 26 9 10 13 15

４ 「真の分権型社会」実現への取組

●地方が「自らの権限と責任」のもと 「徳島のことは徳島で決、

める」ことができる「真の分権型社会」を実現し、個性豊か 推進

で多様性に富んだ、活力あふれる地域社会を形成するための

取組を進めます。

・国と地方の役割分担の見直し

・国から地方への大幅な権限移譲

・地方税財源の充実・強化

●「地方の知恵や発想」が国の新たな制度や施策に反映され、

徳島の提言が「ジャパンスタンダード（日本の標準 」となる 推進）

よう 「知恵は地方にこそあり！」との気概を持って、国への、

積極的な政策提言を推進します。

○「徳島発の政策提言」件数（累計）

⑲～○１９２件→○～○３００件21 23 26



主要事業実施工程表（ 活力みなぎるとくしまづくり）7-3
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●複数の規制の特例措置や財政上の支援措置等を総合的な政策

パッケージとして実施する「総合特区制度」を活用し、地域 推進

の「資源」や「知恵」を活かした活力ある地域づくりを進め

ます。

○総合特区制度への提案数（累計）

○ － →○４件22 26

５ 広域行政への取組

●「四国」と「近畿」の結節点として、医療、文化・観光、環

境、防災など、様々な分野での広域的な課題の解決に取り組 推進

むことにより ２１世紀にふさわしい明るく元気あふれる と、 「

くしま」づくりを進めます。

●地方分権改革をリードするため設立された「関西広域連合」

の一員として、関西における広域行政をさらに推進するとと 推進

、 、 、もに 四国と近畿の結節点という本県の特性を活かし 四国

さらには関西全体の発展に繋がる取組を進めます。

●本県のみでは解決し難い課題を「関西共通の課題」として捉

え、徳島が先導役として、関西広域連合で展開する「徳島発 推進

の広域プロジェクト」を拡大します。

○「徳島発の広域プロジェクト」数（累計）

○３→○９22 26

●四国における広域連携や、関西における広域行政の取組につ

いて、ホームページなどによる情報発信を行い、県民の関心 推進

を高め、理解を深める取組を進めます。

６ 市町村への支援

●「地域が主役の社会づくり」に向け、自主性、自立性、創造

性を発揮し、行財政課題や地域課題に、先駆的、意欲的に取 支援

り組む「がんばる市町村」を、モデル事業等を通じ、積極的

に支援します。

●旧合併特例法に基づき合併した市町に対して、合併後の一体

的なまちづくりを支援するため、市町村合併特別交付金の交 支援

付を行うなど、合併市町を支援します。

●「徳島県権限移譲推進要綱」に基づき、市町村への権限移譲

を推進します。 推進

○市町村へ移譲した事務数（累計）

事務 事務 事務 事務○６９事務→○９０事務21 26 69 76 83 90



主要事業実施工程表（ 活力みなぎるとくしまづくり）7-3
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●持続可能な地域社会の実現に向け、市町村と連携を図りなが

ら、過疎地域の自立促進のための過疎対策を着実に推進しま 推進

す。

●県南部圏域において、高齢化の進む過疎地域における課題や

ニーズを把握し、地域を維持・存続させていくための行政施 検討 推進

策を検討し、圏域ならではの魅力あふれる農山漁村集落づく

りを推進します。

●人口減少・高齢化が進む県西部圏域において、西部総合県民

局と市町が連携し、地域住民のニーズを把握し、持続可能な 推進

地域づくりを進めます。

●県（南部・西部 総合県民局 、市町、民間団体が連携・協働）

する「地域協働センター」において、地域の優れた個性と魅 推進

力を活かすための地域づくりを総合的に推進します。

●地域の課題解決につながる政策提言を行う「とくしま政策研

究センター （徳島県立総合大学校）において 「地域協働セ 推進」 、

ンター」などと連携し、調査研究を実施します。
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工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

１ 四季を通じたにぎわいの創出

●徳島ならではの魅力あるイベントの実施、教育旅行をはじめ

とする体験型観光を推進することなどにより、国内外への情 推進

報発信を強化し、県民一人当たりの宿泊者数の増を目指しま

す （再掲）。

○人口一人当たりの宿泊者数

○１．５１人 全国４１位→○全国２０位台へ21 26

●阿波おどりを活用した観光振興を図るとともに、その魅力を

国内外へ発信します （再掲） 推進。

●「トクシマ・マチ空間」の創出を図る冬の観光イベントとし

て 「とくしま冬の『マチ☆アソビ 」を開催し、四季を通じ 開催、 』

たにぎわいを創出します。

●「マチ☆アソビ」に新たなイベントを加え、拡大するととも

に、新聞・テレビ・雑誌・ＷＥＢや衛星放送等あらゆるメデ 開催

ィアを活用し、全世界への情報発信を強化します。

○「マチ☆アソビ」年間参加者数

62,000 65,000 67,000 70,000○５９，０００人→○７０，０００人22 26

人 人 人 人

○「国際アニメ映画祭」の開催

○開催23

●本県の持つ豊かな自然、食、文化などをまるごと体験できる

「とくしま祭り」を継続開催し、秋の集客イベントとして定 開催

着を図り、にぎわいを創出します。

○「とくしま祭り」の開催

○～開催23

２ 「とくしまマラソン」による魅力発信

●県民のスポーツ振興や青少年の健全育成を図るとともに、本

県の魅力や県民挙げての「おもてなしの心」を全国に情報発 開催

信できる「とくしまマラソン」の第５回大会を記念大会とし

て開催するなど 「進化する大会」としてさらなるにぎわいづ、

くりを実現します。

○全国有数規模（１万人以上）の大会の開催

○開催25
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工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

３ 多くの人が集まる大会・会議、イベントの誘致・開催

●にぎわいを創出するため、他県から多くの人が集まる大会・

会議を誘致・開催します。 推進

《予定されている大会・会議》

（平成２３年度）

・第４６回四国４県警察音楽隊演奏会

（平成２４年度）

・ おどる国文祭」５周年記念事業・とくしま２０１２（第「

２７回国民文化祭 （仮称））

●地元の業界や大学等の高等教育機関との連携強化や関西広域

連合との連携などにより、コンベンション参加者数の倍増を 推進

目指します。

○コンベンション（中四国規模以上）の参加者数

45 50 55 60○３０，４３３人→○６０，０００人21 26

千人 千人 千人 千人

●競技団体や関係機関との連携による全国規模のスポーツ大会

の開催を誘致し、その定着を図ることにより、競技力の向上 推進

に取り組み、スポーツの交流を通じた活気あふれるスポーツ

王国づくりを目指します （再掲）。

○全国規模スポーツ大会の開催数

○～○毎年４大会以上23 26

●「渦の道 「あすたむらんど徳島 「アスティとくしま」な」、 」、

どの交流拠点の魅力を高めるとともに、交流拠点を活用した 推進

イベントの充実を図ります。

●県南部圏域の団体や行政が一体となった地域主導型の連携組

織を構築し、圏域の海・山などの自然環境や豊富な食材、伝 推進

統文化や人的資源を活用したイベント等を開催し地域ブラン

ド力の向上と交流人口の増大を図ります （再掲）。

○四国の右下食博覧会（仮称）の開催

○～○年１回開催23 26

○ヒューマンパワードゲームズの参加者数

3,500 4,000 5,000 6,000○３，３００人→○６，０００人21 26

人 人 人 人

●にし阿波の地域資源を活用したアウトドアイベント等、全国

規模大会の開催を促進します。 促進



主要事業実施工程表（ 希望に向かうとくしまづくり）7-5
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

１ 県民との対話型広報広聴事業の展開

●県民との意思疎通を図りながら、県民と一緒に県政をつくる

ために、各種広報媒体を有機的・効果的に活用し、県民に伝 推進

えるべき情報に併せて、県民が求める情報や県民が主体的に

意見等を提出するために必要な情報を、積極的かつきめ細や

かに提供します。

「 」 、○ オープンとくしまｅ－モニターアンケート において

県のホームページが「役立っている」と回答した割合

67% 69% 72% 75%○６０％→○７５％21 26

●県民の皆さんと知事との対話事業を実施するとともに、イン

ターネット等を活用した提言の場づくりを進め、得られた提 推進

言を積極的に県の事務事業に反映します。

●地域の人々と「ともに考え、ともに行動し」各圏域の振興を

図るため 「出会い 「ふれあい 「語り合う」移動知事室を開 推進、 」 」

催するなど交流の場づくりを進めます。

２ 県民に開かれた県政の推進

●県民の意見や提案を反映した施策づくりを行うため 「オープ、

ンとくしまパブリックコメント制度」をはじめとした県民広 推進

聴制度を着実に実施し、県民との双方向による県づくりを推

進します。

○パブリックコメント実施件数（累計）

○～○１００件 件 件 件 件23 26 25 50 75 100
○ｅ－モニターアンケートの実施件数

○～○年１０件以上 件 件 件 件23 26 10 10 10 10

●県民からの電話による問い合わせを一元的に受け付ける県庁

コールセンター「すだちくんコール」や「県庁サービスセン 推進

ター」及び各総合県民局「県民センター」において、県民の

県政に対する意見、苦情、照会、相談等に的確かつ迅速に対

応するとともに、よくある質問をＦＡＱとして整理・情報提

供し、サービス向上を図ります。

○コールセンターでの対応完了率

57% 58% 59% 60%○ － →○６０％21 26

○ＦＡＱ月間平均アクセス数

21,500 23,000 24,000 25,000○ － →○２万５千件21 26

件 件 件 件



主要事業実施工程表（ 希望に向かうとくしまづくり）7-5
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

３ 県政情報の積極的な提供

●「情報提供施策の推進に関する要綱」に基づき県が保有する

情報を積極的に提供するとともに、個人情報を保護しつつ、 推進

徹底した情報公開を行うことにより、県民の県政への参加を

推進します。

●県が保有する情報を積極的に「県ホームページ」で公表する

ことにより、県民への迅速な情報の提供など県民サービスの 推進

向上を図ります。

○「情報提供施策の推進に関する要綱」に基づく

「公表推進情報」の「県ホームページ」上での公表件数

○９０件→○１８０件 件 件 件 件21 26 120 140 160 180

●情報公開制度の充実を図るとともに、県が保有する情報を積

極的に公開・提供します。 推進

○知事部局の情報公開度ランキング

○全国トップクラスの連続達成26

４ 公正で公平な県政の推進

●県職員の職務執行の公正さを確保するため 「県職員倫理審査、

会 「監察局」によるチェックなど、県民目線での取組を推 推進」、

進します。

●県民の疑惑や不信を招くような行為の防止を図り、公務に対

する信頼の確保を図るため 「徳島県の公務員倫理に関する条 運用、

例」の適切な運用を行います。

●公平・公正な職務執行の確保のため、｢コンプライアンス基本

方針｣に基づき、職員自らの企画・提案による取組を推進し、 推進

「職員倫理意識の徹底 「内部チェック機能の充実強化」を」、

図ります。

●職員をはじめ県民等からの通報により、県職員の不正行為等

を早期に発見、是正し、職員の職務執行の適正を確保するた 運用

め、制度の適切な運用を行います。

、 、●より透明で開かれた県政運営に資するため 知事や県職員が

その職務に関して受ける県政への要望、意見等に対して、適 運用

正に対応するための制度の適切な運用を行います。



主要事業実施工程表（ 希望に向かうとくしまづくり）7-5
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●違法又は不当な要求に対して、組織として公正で円滑な事務

執行を確保するための制度の適切な運用を行います。 運用

●入札・契約制度のより一層の「透明性 「競争性 「公正性」」 」

の確保を図るため、総合評価落札方式の拡充、ダンピング防 推進

止対策の強化などの取組を推進します。

●第三者機関である「徳島県入札監視委員会」による審議を行

い、公共工事の入札・契約等の適正化を推進します。 推進

５ 県の行財政改革の推進

●「新しい次元の行財政運営」に挑戦する「新・とくしま未来

創造プラン 仮称 を策定し 行財政構造改革を推進します 策定・（ ）」 、 。

○「新・とくしま未来創造プラン（仮称 」の策定 推進）

○策定・推進23

○外部有識者等からなる推進組織の設置

○設置・推進23

●職員の改革意識の醸成、参加意識の高揚等、改革への自主的

な取り組みを進めます。 推進

○職員提案による業務改善数（累計）

2 , 5 0 0 5 , 0 0 0 7 , 5 0 0 10,000○９５７件→○１０，０００件以上21 26

件 件 件 件

●定員管理の適正化を図るなど人件費改革への取組みを進めま

す。 推進

○３，０００人体制に向けた着実な取組み（○４月～）22

○職員給与の見直し

・給与制度の見直し（○～）23

技能労務職の給与制度の見直し

・本県財政の健全化のための財源確保

特別職の報酬カット（○～）知事△２５％23

職員給料の臨時的削減（○～）△５～１％23

一般職の管理職手当カット（○～）△１５％23

超過勤務の縮減

●「出先機関概念」の完全払拭を図るため、全機関を頭脳拠点

化します。 推進

○県出先機関数

○３１機関→○０機関（全機関を頭脳拠点化）21 26



主要事業実施工程表（ 希望に向かうとくしまづくり）7-5
工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●各外郭団体が、県の施策の効果的な反映による県民サービス

計画改定の向上や、さらなる団体の自立に向け 「質的な改善」に主眼 推進、

をおいた取組みを推進します。

○公益法人制度改革への対応

○ － →○２１団体（対象団体の全て） 団体21 24 21
○組織の見直し

○→○ 役職員数△約１割 △約 割21 24 1
○県の関与状況の見直し

25%○→○ 補助金・委託金 △２５％ △21 24

●これまでの手法に加え 「スポンサー型」や「協働型」など、、

知恵と工夫を凝らした「新たな手法による歳入確保」を展開 展開

し、財政健全化と併せ、県内経済の活性化につなげます。

○広告事業収入（累計）

⑲～○１．３億円→○～○２．６億円21 23 25

●県有資産の有効活用に係る民間活力の導入を加速させ、利用

者サービスのさらなる向上と併せて、経費縮減及び歳入の確 推進

保を進めます。

○公共施設のＰＦＩ手法による整備・運営

○１施設 → ○３施設 施設 施設22 26 2 3
○ネーミング・ライツの導入

施設○８施設 → ○１０施設22 26 10
○都市公園施設内への広告看板設置

○ － →○２箇所 箇所21 26 2

●庁舎の有効活用を図り、地域の社会貢献活動や経済活動に資

するため 「県有施設空きスペース」の貸付を行います。 創設・、

○地域活動を支援する「県有施設空きスペース」有効活用 推進

事業の創設

○創設23

●施設の老朽化や利用状況の変化により、利用が少なくなって

きている港湾施設について、民間活力の導入による有効活用 推進

を図ります。

●利用者サービスの向上と事業コストの削減を図るため、民間

活力を導入することにより、県営住宅の整備を推進します。 募 集 ・ 整備推進・特定

○ＰＦＩ方式による県営住宅１２団地の集約化 選定等事業の選定

○計画→○整備中21 26
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工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●関西広域連合が行う広域職員研修に積極的に参加し、職員の

能力向上と人的ネットワークの形成を進めます。 推進

○政策形成能力研修

○～参加23

●施策推進に係るチェック機能を強化するため、政策評価や事

業評価を一元的に統括する新組織を創設します。 創設

○新組織の創設

○創設23

●県民意見を積極的に反映した施策推進を図るため 「県民参加、

型！地域提言目安箱」の設置及び「提言実現システム」の創 設置・

造を進めます。 推進

○「目安箱」の設置

○設置23

○「提言実現システム」の創造

○創造26

６ 既存ストックを活用した「２１世紀成熟社会型施策・社会

資本整備」の推進

●厳しい財政状況の下 「地域の活性化」や「県民サービスの向、

上」を図るため、知恵と工夫により、地域の限られた資源を 推進

有効に活用します。

○耐震リニューアル施設数（累計）

53 57 61 64○３１施設→○6４施設21 26

施設 施設 施設 施設

７ 新たな財政構造改革の推進

●「収支不足の解消」をはじめ、財政の健全化を図るため、新

たな「財政構造改革基本方針」を策定し、目標達成に向け推 推進

進します。

○財政中期展望の改定

○改定23

○新たな「財政構造改革基本方針」の策定

○策定・推進23
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工 程 （ 年 度 別 事 業 計 画 ）

主 要 事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 数 値 目 標
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

●「財政の弾力性」を確保し 「財政健全化への道筋」を確かな、

ものとするため、義務的経費である「公債費」のさらなる縮 推進

減に努めます。

○公債費（一般会計ベース、臨時財政対策債を除く）

○８０６億円→○６００億円台に21 26

●地方財政を取り巻く環境の急激な変化にも対応できるよう、

安定的な財政運営の基盤である「財政調整的基金」の充実を 充実

図ります。

○財政調整的基金残高

○８０億円→○３２１億円21 26

●県債の信用力を確保し、公債費の縮減につなげるため、格付

け機関による格付け「全国上位クラス」を堅持します。 堅持

●施策の推進には予算を伴うという「固定観念」から脱却し、

重点施策を着実に実施するため、２１世紀型の行政手法であ 展開

る「とくしま“トクトク”事業」を強力に展開します。

○「とくしま“トクトク”事業」年間実施事業数

○１４２事業→○２８４事業21 26

●新たな事業モデルを全国に先駆けて発信するため、実施主体

の意欲が高く、直ちに効果が現れる「実証実験」や「モデル 展開

事業」を積極的に展開します。

○「実証実験」及び「モデル事業」年間実施事業数

○１４事業→○１００事業21 26

●新公会計制度による財務諸表の分析を充実し、より分かりや

すく財政状況を開示します。 開示


